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MESSAGE

「社員の心に火を
つける」情報シス
テムとは

貴社の経営会議で、情報システムに関する
議論は年何回程度行われているであろうか。
次年度の事業投資計画のときだけという企業
も少なくないようである。

日本を代表するある大手電子部品メーカー
が社内の情報システムの仕分けをしたとこ
ろ、自社の競争力強化や差別化の源泉になっ
ているのは全体の35％程度で、残りの65％は
他社と同様の仕組みでも特段の問題はないと
判断したという。この企業では、経営トップ
のリーダーシップのもと、ビジネスモデルの
変革と合わせて、情報システムを再構築する
に当たり、投資に対する考え方を大きく変更
した。差別化に寄与する情報システムに投資
金額の65％、その他の共通的な情報システム
への投資はアウトソーシング（外部委託）の
積極的な活用などにより35％以内に収める努
力を模索している。

われわれがコンサルティングサービスを通
して感じることは、ビジネスモデルの変革に
挑戦している企業ほど、経営会議で情報シス
テムの議論を頻繁にしているよう見えること
である。それはとりも直さず、情報システム
抜きにビジネスモデルの変革が進まない時代
にあるからである。

1973年にスタートした「セブン-イレブン」
のコンビニエンスストアや、1976年にスター
トしたヤマト運輸の「宅急便」は、その後の
国内の人口動態が大きく変化するなかでも、
常にビジネスモデルを変革させながら成長す
ることに成功してきている。

両事業において共通に観測されるのは、経
営トップが「ビジネスモデルの変革のアイデ

取締役常務システムコンサルティング事業本部長

谷川史郎
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アは顧客接点にある」と考え、情報システム
を積極的に活用して、顧客と接点を持つ社員
一人ひとりに、サービスを工夫させる環境を
つくり出していることである。

これとよく似ていると感じるのは、キヤノ
ンに代表される日本の組み立て型の製造業が
採用している「セル生産方式」である。セル
生産方式とは、１人または少数の作業者チー
ムで製品の組み立て工程を完成（または検
査）させる方式である。従来のライン生産方
式などと比較して、作業者１人が受け持つ範
囲が広いのが特徴である。この方式のメリッ
トは、①多品種少量生産に適す、②在庫圧縮
や生産ボリュームの変動への適応力が高い、
そして何より、③作業者の責任感・士気の向
上が期待できる、さらにこのことから、④新
たな工夫や改善が継続して起こることが期待
できる──ことである。

残念ながら多くの企業では、情報システム
を活用した業務改革はどちらかといえば業務
の合理化に主眼が置かれており、「職員のモ
チベーション」に注目しているケースはまだ
少ないように見える。

このようななかで情報システムは、「社員
の心に火をつける」道具だと考えて活用方法
を模索する企業が出てきている。たとえば、
ビールは市場が飽和し、販売量の拡大よりも
収益の拡大が重要になっている。このような
分野で営業担当者に期待されることは、コス
トをいかに圧縮し利益を拡大する行動を積極
的に取ってもらうかということである。この
ため、ある大手のビールメーカーでは、営業
担当者に営業拠点ごとのコスト低減活動を常
時見えるようにして拠点間の比較を当事者が

日々意識することを奨励し、拠点間の競争意
識も刺激している。つまり、従来の費用対効
果の議論ではなく、拠点を「どれだけ多くの
社員に頻度高く見られているか」を重要な指
標として情報システム投資を議論している。

人に着目することで大きな改革が期待でき
る分野はまだまだある。たとえば、生命保険
業界では、成績優秀な営業担当者とそうでな
い担当者が二極化しており、１億円プレーヤ
ーの成績優秀者がいる一方で、平均３年で退
職するケースも多く見られる。このため、成
績優秀なベテラン社員の高齢化と、スキル

（技能）アップがなかなか進まない若手が増
加するという歪みも進行している。営業社員
が敬遠される傾向によりリクルート費用が増
加傾向にあるとともに、従来以上に教育費が
かかるようになっているなか、スキルの低い
営業社員のレベルをいかに上げて定着を図る
かが重要になっている。しかし、これまでの
業務改革を見ると、バックオフィスの合理化
に主眼があり、営業社員の支援機能は十分で
はないように思う。

個人の努力が結果に直結するような職場で
は、「顧客に会えない。会っても話が進めら
れない」などの悩みがよく聞かれる。本来
は、顧客を分析して、どのようなタイミング
でどのような話題を持ち込めば「ありがと
う」といわれる状況がつくり出せるのかを、
考えさせることが重要である。
「人」に着目して、情報システムの活用を検
討し、イノベーション（革新）を模索するこ
とが、今まで以上に重要な時代になってい
る。	 （たにかわしろう）
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IT経営が抱える課題
2011年１月17日に発生したJR東日本（東

日本旅客鉄道）の「COSMOS（コスモス）」
と呼ばれる新幹線運行システムのトラブル
は、112本の運休、146本の遅れを出し、13万
7700人が影響を受けるという大規模なもので
あった。このことは、IT（情報技術）が社
会インフラとして浸透しているからこそ情報
システムのトラブルが利用客の大混乱につな
がること、企業の経営とITが密接に関係し
ていることを示した。これは、社会インフラ
を担っている企業だけの問題ではない。一般
の企業においても、日常の業務の遂行がIT
なしに覚束ないことは自明であろう。このよ
うにITが経営や事業にとって不可欠なリソ
ース（経営資源）となっているなか、昨今で
はIT資源をいかに効果的に活用し事業に貢
献させるかという命題を、「IT経営」という
言葉で表わすようになってきている。

しかし、各企業の現状を見ると、自社の
ITに対する理解は一部の役職員を除いてあ
まり意識されることはなく、「与えられた環
境」として、利用者の立場が大半を占めてい
る。各企業が策定するIT戦略において、IT

人材の育成が課題であるという認識は高まっ
ているものの、「専門職」であるIT人材を採
用したり、育成に熱心に取り組んだりする企
業はなかなか見受けられない。これは、IT
の効果やIT人材の成果を客観的に評価する
仕組みが不十分であり、どうしてもコストと
して捉えられがちになってしまうからであ
る。そのため、アウトソーシング（外部委
託）や外部サービスの利用といった施策を取
る企業も少なくない。そういった意味では、
IT経営を実行し事業に貢献しようと考えて
も肝心のリソースが十分ではなく、結果とし
て十分な効果が得られないというジレンマに
陥っているように感じられる。

環境変化への対応に期待されるIT
企業を取り巻く事業環境の変化に目を移す

と、リーマン・ショック以降、円高などの影
響もあって、製造業を中心に日本企業はとに
かくコスト削減努力を続けてきた。長引く景
気低迷と国内市場の成長に光明がなかなか見
出せない状態のなか、経営としていよいよト
ップライン（売上高）を伸ばして行こうとす
る際に、その効果をより大きく得るために

特集 多様性の時代におけるIT経営

社会の多様化に立ち向かう
企業のIT経営とは
古川昌幸
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は、ITの活用も含めた経営戦略がより重要
性を増してくる。

特にグローバルでのビジネス展開を強化し
ていこうとするならば、ビジネスの最前線の
状況を把握するためには各拠点とのネットワ
ークがより必要であり、また、企業内に横串
を通し、同じ基準の情報を日本のヘッドクォ
ーター（本社）に届けるには、グローバルレ
ベルでのITのガバナンス（統治）も強化し
なければならない。野村総合研究所（NRI）
が2008年から毎年実施している日本企業の経
営企画部門向けの「経営におけるITの位置
付けに関する実態調査」においても、経営戦
略とIT戦略を一体で策定する企業ほど、IT
の効果が大きいという結果が出ており、これ
を裏づけている。

多様性の時代にIT経営が目指す戦略
トップラインを伸ばしていくためには、顧

客動向や営業最前線の状況をきちんと把握・
分析し、適切な「打ち手」を講じていく必要
があることは前述のとおりである。しかし現
状は、経営戦略が「営業、販売、マーケティ
ングに関する方向性」や「経営環境や事業環
境に関する分析」を重視していても、ITに
ついてはこれまでどおり事務処理の効率化に
注力されるままで、経営戦略に対応した新た
な領域に対する十分な投資がなされていな
い。このためITの活用への期待として、「顧
客情報や販売情報を収集し分析する機能の強
化」や「営業現場における情報活用力の強
化」を挙げる企業が多い。

この背景には、これまでの過去の取引を分
析して導き出した顧客に広く受け入れられる
商品やサービスではなく、多様化した顧客の

嗜好を捉えてターゲットを明確にした商品・
サービスの提供が求められていることがある
からと推察される。すなわち、今後トップラ
インを伸ばしていくことができるのは、多様
化に対応できる企業であり、ITにはそれを
支援することが求められているといえるだろ
う。

また、2010年のアップルの「iPad（アイパ
ッド）」発売を皮切りに、「iPhone（アイフ
ォーン）」やグーグルの基本ソフト「Android

（アンドロイド）」を搭載したスマートフォン
（高機能携帯電話端末）の市場は大きく伸び
ており、矢野経済研究所の予測によれば、
2011年には日本国内のスマートフォンの出荷
台数は400万台に迫る勢いである。これらの
新しいデバイスが社会に普及していくことで
顧客の多様化に拍車をかけ、企業のITにも
影響を及ぼすと考えられる。

ここで、IT経営が目指す戦略を考察する
に当たり、論点を整理をしておきたい。まず
筆者は、ITが経営や事業に貢献するために
は、経営層とビジネスの現場である事業部
門、およびビジネスを支えるIT部門が「三
位一体」となっていることが必要であるとい
うことを考え方の根底に置いている。

したがって、IT部門には、①「経営戦略
の十分な理解ができていること」が求められ
る。事業環境の変化に対して経営層は改善に
よって対処しようと考えているのか、それと
もイノベーション（革新）による改革を求め
ているのか──その方向性によってITの基
盤も大きく左右されることになろう。

次に、②「経営戦略を遂行するに当たっ
て、事業の適切なモニタリングができている
こと」が求められる。経営管理の分野におい
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ては、これまでにもITを活用した経営情報
システムは構築されており、モニタリングが
できていないわけではない。しかし、現在の
経営に対する要請は、モニタリングのスピー
ドを上げて、月次から週次のサイクルへ、週
次から日次のサイクルへと事業の細かな変化
を捉えようとするものである。また、事業部
門単独の経営指標だけでなく、事業部門をま
たがった変化を捉えたいという要請も強まっ
ている。この期待に応えるためにIT部門に
は、取り扱うデータや情報システムの構造に
ついての点検も必要となるだろう。

そして、③「事業部門の業務オペレーショ
ン（運用）の十分な理解ができていること」
も重要な要素となってくると考えられる。一
般的に、事業部門からIT部門への要請事項
は抽象度が高く、そのままではIT部門は情
報システムを構築することができない。顧客
の多様性が高まれば、現場の業務も「例外対
応」が増えていくことになり、すでに稼働し
ている情報システムに実装されている業務オ
ペレーションの標準モデルだけでは、ITに
よる現場の支援は難しい。また、IT部門が、
事業部内の要請に応じて例外対応をその都度
情報システムに組み込んでしまうとシステム
が複雑化し、維持管理のために時間とコスト
がかさむことにつながってしまう。したがっ
て、業務オペレーションを理解しておくこと
によって、事業部門からの要請事項に対し、
IT部門としてどう対応すべきかという方向
性を示すことができるだろう。

最後に、経営層や事業部門とで、④「情報
システムの品質に対する説明と理解ができて
いること」を挙げておく。新しいサービスを
市場にいち早く投入したい事業部門の要請に

IT部門が応えようとするならば、これまで
の情報システムの構築のやり方を見直し、あ
る部分で簡素化を図らなければならなくなる
と考えられる。すなわち、従来の品質が維持
できなくなるおそれが生じるのである。ひと
えに品質といっても、経営層や事業部門から
見ると、これまでの「かゆいところに手が届
く」ようなある意味で「過剰品質」ともいえ
る情報システムから、「物足りない機能」し
か提供されていない情報システムまでさまざ
まである。IT部門は、自社の情報システム
がどこまでの品質を担保しているのかを経営
層や事業部門にきちんと説明し、スピードと
トレードオフされるリスクについて理解を得
なければならないと考える。

IT経営に求められる論点を
３つの視点で考察した本特集

ここまでの論点を踏まえたうえでの本特集
は、多様性の時代に求められるIT経営は何
であるかを、経営、事業、顧客の３つの視点
から考察し、その方向性を明らかにしようと
いう試みである。

第一論考・譲原雅一「競争優位に向けた
IT組織の強化」では、経営の根幹にかかわ
るところでITの使い方を考え直し、事業環
境の変化への対応に経営自らが取り組んだイ
ノベーションの萌芽事例を取り上げた。環境
変化に対応し、グローバル戦略や事業ポート
フォリオの見直しなどに取り組むなかで内部
統制プロセスが形式化し、これを支えるIT
がビジネス創出の足かせになってしまった事
実を分析した。

次に、真のビジネス創出と各種事業の競争
優位を図るために、事業とIT構造の歯車を
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合わせることを経営が意思決定した事実か
ら、新しいビジネスを創出するIT組織のあ
り方を考察した。

第二論考・舘野修二「ITデバイスを活用
した経営管理の高度化」では、事業の最前線
で起きている変化を情報として収集し経営に
伝えることは、めまぐるしい市場環境の変化
に対して重要な意思決定を迅速に行ううえで
不可欠であり、そのために新たに登場した
ITデバイスを活用することの有効性を論じ
た。それにはまず、現在の経営情報システム
の課題を明らかにし、ITデバイスと業務情
報を組み合わせて活用する情報基盤の実現が
課題解決に向けて有効であると提言した。さ
らに、この情報基盤の実現に向けてIT部門
を変えていくための要件を検討した。

第三論考・古川昌幸「『Gen-Y』世代が主
力ユーザーとなるときのIT」では、企業の
顧客の変化に着目し、顧客の多様性に対応し
ていく際の情報システムの姿を提示した。さ

らにこの情報システムを実現する場合の変化
を整理し、IT部門が多様性への対応に向け
て備えるべきアクションも提示した。

本特集で提言したITやIT部門のあり方は、
必ずしもすべての企業にとっての最適解にな
るわけではないが、時代の流れの方向は定ま
りつつある。すなわち、「何をやるか」では
なく「いつやるか」という点が、日本企業に
おける議論の中心となっていくと推察され
る。目先の課題対応に追われるだけでなく、
大きな流れにいち早く乗るための準備はもう
始まっているのである。

著 者

古川昌幸（ふるかわまさゆき）
システムコンサルティング事業本部事業企画室長兼
戦略IT研究室長
専門は経営戦略を実現するためのITを利活用したイ
ノベーションおよびITマネジメント、情報システム
のグランドデザインなどのコンサルティング
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競争優位に向けたITの活用と
IT組織の強化

CONTENTS Ⅰ　新たなビジネスモデルの創出に挑戦する三井物産
Ⅱ　SOAにより情報システムを革新したオムロン
Ⅲ　ITによりサービス展開速度の極限を追求するNTTドコモ
Ⅳ　競争優位に向けたITの活用とIT組織の強化

1	 「IT（情報技術）を経営のど真ん中」に位置づける企業が現れ始めている。た
とえば三井物産は古い情報システムが事業の足かせになっていることを懸念
し、柔軟性・拡張性のある情報システムにつくり直し、より強い三井物産、輝
いて魅力ある三井物産を目指そうとしている。

2	 オムロンは、主要事業を「グローバルNo.1ポジション」とし、経営効率、経営
スピードを上げることで、グローバルで勝ち抜くことを目指した。 さまざま
な事業の競争優位の源泉を損なうことなく経営効率とスピードを上げるのは至
難の業である。そのようななかオムロンは、当時まだ登場して間もないSOA
（サービス・オリエンテッド・アーキテクチャー）により情報システムを革新
することにした。

3	 NTTドコモは、顧客を奪われないための施策として、既存顧客主義、顧客主
導、サービス・パフォーマンス主導を戦略の中心にすえた。料金プランや割引
サービスにおける競争を勝ち抜くためには、それらの提供スピードを高めなけ
ればならない。その速度を限界まで高めるために同社は、料金系システムの再
構築を行った。

4	 競争優位を実現するために、企業のIT投資は単純なROI（投資収益率）を指標
とするのではなく、それを超えた経営の意思決定によって下され始めている。
今後、多くの企業のIT組織には、経営や現場との連携力強化が求められる。

特集 多様性の時代におけるIT経営

要約

譲原雅一
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近年、「IT（情報技術）を経営のど真ん
中」に位置づける企業が増加している。その
背景は企業によりさまざまであるが、そうし
たなかでの優れたケーススタディとして本稿
では、ITにより、

①既存のビジネスにとらわれず新たなビジ
ネスモデルの創出に挑戦する三井物産

②グローバルビジネスに欠かすことのでき
ない経営効率化を目指すオムロン

③サービス展開の速度向上を極限まで高め
ようとするNTTドコモ

──の３社を取り上げて考察する。

Ⅰ	 新たなビジネスモデルの創出に
	 挑戦する三井物産

総合商社とは、「新たなビジネスモデルを
創出し、変化、成長し続ける企業」と見るこ
とができる。その観点から、いくつかの総合
商社の経営状況を顧みると、売り上げや利益
は資源・エネルギービジネスに依存してお
り、同ビジネス以外の分野での新たなビジネ
スモデルの創出が課題であると思われる。三
井物産についても同様と考えられる。

こうしたなか、三井物産では、ERP（統合
業務ソフトウェア）パッケージのバージョン
アップの計画が答申されたのを機に、自社に
とって必要なIT、すなわち情報システムに
ついての議論がなされた。議論は、①過去に
導入した情報システムが内部統制に焦点を当
てた柔軟性・拡張性の乏しいものであったこ
とから、業務の効率化を阻害するだけでな
く、現場の新たなビジネスモデルを創出する
意欲を削ぎ、いわば事業の足かせになってい
ること、②自社にとって必要なのはERPパッ

ケージのバージョンアップだけではなく柔軟
性・拡張性の確保であること──で認識が一
致した。

そして、三井物産は新しい情報システムで
ある「MIRAI」を構築・導入し、これによ
り新たなビジネスモデルを創出する土台を手
に入れ、さらに同システムを使って成長を加
速させる体制を整備した（表１）。以下、詳
細に論じる。

1	 資源・エネルギービジネスに
	 依存した成長

三井物産は、周知のとおり、三菱商事、住
友商事、伊藤忠商事などと共に、日本を代表
する総合商社である。近年10年は、連結ベー
スで売上高10兆円を超え、営業利益、経常利
益は4000億円に迫っている。アジア通貨危機
の影響や2008年のリーマン・ショックを除け
ば目覚ましい成長を遂げている。特に2004年
度以降の営業利益と経常利益の増加には目を
見張るものがある（次ページの図１）。同社
のその成長を支えているのは、金属やエネル
ギーといった資源・エネルギービジネスであ
り、売り上げと利益の大半は同ビジネスから
もたらされている。

一方、三井物産では事業課題への取り組み
も活発である。グローバル戦略の展開や事業
ポートフォリオの見直しに継続的に取り組
み、また、組織の再編成や、人材ポートフォ
リオの組み替えなどを行ってきた。

表1　三井物産の「打ち手」

経営課題 新たなビジネスモデル創出

IT 柔軟性・拡張性を持つビジネス基盤

IT推進 情報戦略企画室とIT推進部

ベンダー エコシステムパートナー

注）IT：情報技術
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2	 ITが事業の足かせ
こうしたなか、2008年にIT部門から経営

に対し04年に導入したERPパッケージのバー
ジョンアップ計画が答申され、経営を交えた
議論がなされた。

2004年に三井物産が導入したERPパッケー
ジを用いた基幹システムの検討は、00年代の
初めにさかのぼる。当時は、2001年12月に、
米国の総合エネルギー企業であったエンロン
が不正経理・不正取引で破綻したエンロン事
件を受けて、02年７月に同国でSOX法（サ
ーベンス・オクスリー法：企業改革法）が制
定され、これにならい日本でも、内部統制強
化のための一連の法令・規制制定の動きが出
てきたころである。そのため三井物産が2004
年に導入した基幹システムのERPパッケージ
は、内部統制を重視したものであった。

経営を交えた議論の発端は、三井物産とし
て必要な情報システム像がないにもかかわら
ずERPパッケージをバージョンアップしよう
とすることの是非である。三井物産にとって
必要な情報システム像が確立されてもいない
のに、IT投資の意思決定はできないとされ

たのである。では、三井物産の目指す理想的
な情報システム像とはどのようなものなのか。

多様な事業を持った総合商社のような企業
が理想とする情報システムとは、柔軟性と拡
張性を有しながら、あるレベルで標準化がな
された情報システムだろう。多様な事業を持
ち競争を勝ち抜くには柔軟性が必要であり、
事業ポートフォリオを組み替えていくには拡
張性が必要である。一方、内部統制のため、
ITコストの単純な増加を防ぐためには標準
化がなされている必要がある。

そうした観点から三井物産にとって必要な
IT投資を捉えるとすると、内部統制を重視
した当時の基幹システムの課題が見えてくる
のではないだろうか。そのころ、さまざまな
日本企業では、内部統制の確立を急ぐあま
り、形をつくり上げることに焦点が当たって
いたと考えられる。対応を急ぐあまり競争優
位を維持するうえでの必要な機能にまで手を
入れ、優位性を低下させていたのではないか
と考えられる。それは既存の事業だけでな
く、新たな事業や業務のための機能にも制約
を課したのではないだろうか。

図1　三井物産の業績の推移
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三井物産も同じような状況にあったのでは
ないか。そして「靴に足を合わせている」か
のように感じ、さらに新たなビジネスモデル
を創出し、ビジネス業務遂行上の柔軟性や拡
張性にも欠き、それが新たなビジネスモデル
を創出し、変化、成長し続ける企業を目指す
ときの足かせになる懸念を感じたのではない
か。

こうした議論を通じて、三井物産は、事業
とITの歯車を合わせることを目的として情
報システムの刷新を決定した。特に、資源・
エネルギー以外の分野で新たなビジネスモデ
ルを創出し競争優位を確立するのを支援する
ITの構築を目指した。

3	 新たな情報システムの構築・導入
2010年11月、三井物産は新しい情報システ

ムを構築・導入した。新しいシステムの名称
は、前述のとおり「MIRAI」である。財務
経理のシステムをバージョンアップし、営業
物流のシステムをつくり直し、柔軟性と拡張
性に優れたビジネス基盤を手に入れた。つく
り直しとはいったが、ERPパッケージのオリ
ジナルの機能はできるだけそのまま使うこと
とした。そうすることで同社は、柔軟性と拡
張性に優れた基幹システム、新たなビジネス
モデルを創出する「土台」（ビジネス基盤）
を手に入れることができたのである。

4	 全社横断でのIT活用
MIRAIの運用が始まる１年以上前の2009

年、三井物産はこの土台を使って新たなビジ
ネスモデルを創出し、企業の成長を促すため
の情報戦略の推進体制も新規に整備した。

推進体制を整えるために、まず情報戦略の

参謀役として、経営企画部内に情報戦略企画
室を設けた。同室の目的は、三井物産の情報
戦略の舵取りを経営的な観点から支援するこ
とであった。たとえば、情報戦略を立案・推
進し、その実施上の課題を解決していくため
に情報戦略委員会で議論するテーマや論点
を、経営的な視点で見直した。情報戦略企画
室は、経営とIT組織との間に立ち、経営戦
略と情報戦略の連携を強化すために、経営戦
略上のIT施策の意味や意義、重要性を明確
化して経営の合意形成を促し、意思決定を仰
ぐ役割ともいえる。

さらに、情報戦略企画室は現場とIT組織
との間に立ち、ビジネス上の競争優位の獲得
にITを有効活用することを促進する活動も
行っている。三井物産の将来の経営者、ある
いは事業投資企業の経営者に、これまで必要
とされてきた財務知識や人のマネジメントス
キル（管理能力）と同じレベルでITに関す
る知識が重要であることを明示し、その知識
の獲得および向上の動機づけを強化する施策
も展開してきた。

毎月行われる情報戦略委員会の資料や議事
録はイントラネット（企業内情報ネットワー
ク）に随時公開され、アクセスランキングの
上位になっている。幹部や幹部候補に対する
ITに関する研修は以前より活発になってい
る。実に「商社マン」に響く動機づけの仕方
である。

5	 新しいビジネスモデルの創出
2007年、三井物産は当時の槍田松瑩代表取

締役社長（現取締役会長）のときに、「知識
経営」で著名な野中郁次郎氏（一橋大学名誉
教授、富士通総研理事長）を取締役に迎え入
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れた。
2009年、飯島彰己代表取締役社長に対し

て、野中氏からの商社のビジネスモデルを研
究したいという申し出を受け、それがきっか
けとなって中堅社員を集めた勉強会が開催さ
れることになった。同勉強会では、三井物産
の成長と進化の歴史を紐解く議論が重ねられ
た。

三井物産の1990年代の事業は繊維、鉄鋼、
機械、化学品等、多様であった。2000年代に
入ってからの約10年間は、前述のとおり金属
などの資源・エネルギーである。しかし、こ
れがいつまでも事業の柱であり続けるはずが
ないことは、2011年で135年を迎えた同社の
歴史が証明していた。三井物産という企業は、
主柱となる事業を次々に変化させ、それらの
組み替えによって成長してきたのである。同
時に、単一の事業に偏ることは、経営環境の
急激な変化によっては倒産にもつながる。こ
れらのことが勉強会を通して明らかになっ
た。そして、資源・エネルギー以外の分野に
おける新たなビジネスモデルの創出の必要性
を勉強会のメンバーが強く感じ、そのことを
レポートという形にして経営に訴えかけた。

飯島社長はこのレポートに目をとめ、イン
トラネットに掲載して全社員がこのレポート
を読むようメールで呼びかけた。これが三井
物産における新たなビジネスモデルの創出意
欲を喚起することにつながっていくことと思
われる。

6	 エコシステムパートナー
三井物産は、総合商社の社員に情報システ

ムの提案要請書（以下、提案要請書）を書く
能力を高めることや、ベンダーから提出され

た提案書を評価する能力を高めることを課題
とはしなかった。その代わり、自分たちのや
りたいことを経営戦略や事業戦略と同様に明
確化し、信頼できるパートナーと普段から共
有するようにして、より良い解決策をより迅
速に手に入れることを課題とした。

総合商社の社員の思いは、新しいビジネス
モデルを創出し、そのビジネスの責任者にな
り、そのビジネスを大きくすることにある。
したがって、提案要請書を作成する能力を備
えたり高めたりすることの優先順位は当然低
くならざるをえない。提案要請書を作成し、
競争入札をすることが良いことであると一般
に思われているようであるが、実施の負荷や
速さを考慮すると、提案を要請する側と提案
する側の関係構築の面からは、提案要請書の
作成や競争入札は必ずしも最良の手段とはか
ぎらない。

そう考えると、提案要請書の作成・提案・
評価という手続きを省き、ITにかかわるパ
ートナーを組織して経営戦略や事業課題を常
時共有化し、ことが起きたときに、解決策の
提案が受けられる体制をつくり上げておくほ
うがよい。

三井物産はそのようなパートナー群を組織
し、「エコシステムパートナー」と名づけ
た。この組織には、日本の情報サービス企業
だけでなく、米国やドイツの情報サービス企
業など、三井物産のグローバルでの情報化を
考慮した名がある。

7	「MIRAI」に向けた挑戦と創造
2010年11月、三井物産は、柔軟性と拡張性

に優れたビジネス基盤を手に入れた。新たな
ビジネスモデルの創出に向けた運動を全社的
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に展開するなかでIT利用を促進するために、
全社員に対する動機づけも強化した。さらに
システム構築の支援組織としてエコシステム
パートナーを構築したのは上述のとおりであ
る。「未来」に向けた三井物産の新たな「挑
戦と創造」の準備は整った。

Ⅱ	 SOAにより情報システムを
	 革新したオムロン

2008年、オムロンは「グローバルNo.1への
ポジションシフト戦略」を重点課題に掲げ
た。グローバル市場において、８つの主要事
業でナンバーワンになることを目指した。

当時の同社の情報システムは、1981年に稼
働させたもので、改修を重ねてきた結果、プ
ログラムが複雑にからみ合ってしまってい
た。ビジネス分野が拡大するたびに、あるい
はさまざまな国に市場が拡大するたびに、必
要に応じたつくり込みをすることで対応して
きたのであろう。影響分析に時間がかかり、
ユーザーが望むスピードでできなくなってし
まった。

さらにグローバルNo.1ポジションを目指そ
うとすれば、情報システムの複雑度は一層増
して品質を保つことは困難となり、それ以上
に費用が増大することが予想される。新興国
に参入し利益を出すためにはあらゆる費用を
低く抑えることは至上命題であり、情報シス
テムも当然その例外ではない。しかもスピー
ディに参入できなければならない。つくり込
みを重ねてきたこれまでの複雑な情報システ
ムでは戦えない。何らかの施策を講じる必要
がある。

そのようなとき、SOA（サービス・オリ

エンテッド・アーキテクチャー）という新し
い考え方による情報システムの設計、構築手
法が登場した。オムロンはこのSOAで情報
システムを刷新し、グローバル市場での競争
を勝ち抜こうとしている（表２）。以下にそ
のプロセスを論じる。

1	 多様な事業を抱えるオムロン
オムロンは、センサー技術をベースに発展

してきた電子機械製造企業である。制御機器
やファクトリーオートメーション（FA）、電
子部品、車載電装部品、社会システムの事業
から構成される。一般消費者には体温計や体
重体組成計（体脂肪計）で知られる企業であ
る。

近年10年の連結ベースの売上高は6000〜
7000億円である。この間の経常利益は大体に
おいて200〜600億円の幅で激しく変動してお
り、2001、08年度の経常利益はそれぞれ250
億円、400億円の赤字となった（次ページの
図２）。売上高営業利益率は５%の水準である。

オムロンの経営実態を対比して見るため
に、センサー事業に特化した企業であるキー
エンスの決算と比べてみたい。その比較によ
ると、キーエンスの売上高は1000〜2000億円
と、オムロンに比べると少ないものの、経常
利益は400〜1000億円とオムロンの約２倍
で、売上高営業利益率は45%と、オムロンの
約９倍になっている。

多様な事業を抱えるオムロンの経営課題

表2　オムロンの「打ち手」

経営課題 8つの主要事業をグローバルで勝ち抜く

IT ERPパッケージ、SOAを活用したシステム刷新

IT推進 ものづくり革新本部

ベンダー オラクル、IBMなど

注）ERP：統合業務ソフトウェア、SOA：サービス・オリエンテッド・アーキテクチャー
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は、まさに経営効率化、経営スピードの向上
である。その経営課題を乗り越えて事業を拡
充していくためにオムロンは、事業構造改革
や生産構造改革、本社構造改革に取り組み、
新規成長戦略を打ち立てた。

2	 IT構造改革の序章
2004年、オムロンの執行役員業務改革本部

長に樋口英雄氏（当時）が就任した。樋口執
行役員は就任直後からITおよびIT組織の改
革に着手した。

まずITコストの削減である。当時は連結
売上高の2.4%であったオムロンのITコスト
を1.8%までに圧縮するという目標を掲げた、
併せて、新規開発の割合を20%から50%にま
で引き上げるという目標も定めた（図３）。

一方、短期的なITコスト削減策として、
無駄な作業を排除した。たとえば、マスター
データ整備のようなIT部門に閉じた、現場
への効果が見えにくい作業を中止した。ま
た、現場に対してはITサービスを可視化し、
その対価として料金を受け取るように変えた。

加えて業務改革にも着手した。たとえば

SCM（供給連鎖管理）改革の一環としてFA
事業においては、顧客に24時間でデリバリー
するという目標を掲げ、営業・生産・物流が
連携して動く仕組みを構築した。日米欧など
の各拠点に24時間でデリバリーするために必
要な製品を置き、各拠点で製品が売れると、
担当工場がすぐにその製品を生産して補充す
るという仕組みである。この仕組みは、各製
品の工場が全世界の在庫を一元管理できるよ
うにすることによって実現した。

また、IBMと結んでいた2008年３月までの
アウトソーシング契約を５年間延長した。契
約は2008年４月から５年間で、IBMが有する
共用データセンター機能の活用と、グローバ
ルな体制によるサービス提供が特徴となって
いる。既存システムの運用および保守業務は
中国のベンダーに移す取り組みを開始した。

3	 IT構造改革
オムロンが打ち出したグローバルNo.1への

ポジションシフト戦略は、リレー（電気制御
機器）や液晶バックライト、血圧計、セーフ
ティ機器などの主要な８つの事業に注力し、

図2　オムロンおよびキーエンスの業績推移
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出所）野村総合研究所（NRI）が提供する投資情報総合プラットフォーム「AURORA」より作成
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「それぞれの事業価値を高め、グローバルに
業界をリードする事業ユニットの集合体をめ
ざす」というものである。

当時の同社の情報システムは、1981年に稼
働させた古いものであった。長年にわたる改
修を重ねてきた結果、プログラムが複雑にか
らみ合ってしまっていた。

オムロンはセンサー技術をコアにして、制
御機器、FAシステム、電子部品、車載電装
部品、社会システムと、事業を多様化してき
た。また、1980年中ごろから米国に北米地域
統括会社、オランダに欧州地域統括会社、シ
ンガポールにアジア・パシフィック地域統括
会社を設立してきた。

オムロンの情報システムは、事業が多様に
なっていく過程で、事業ごとに必要な機能を
追加し、また、グローバル化する過程で国や
地域ごとの固有の要件がつくり込まれていっ
たことが容易に推察される。ある事業が新た
な国や地域に進出する際には、複雑化した情
報システムでは、改修の影響範囲を特定する
のに時間がかかり、そのため、ユーザーの望
むスピードで対応することはできない。しか
もコストがかさむという問題までついてくる。

そういう状況のなかでグローバルNo.1への

ポジションシフト戦略が打ち出された。当
然、事業の進出に合わせて迅速に展開できる
情報システム、新興国などへの参入を考慮し
てローコストで展開できる情報システム、進
出する事業や国・地域ごとの仕様に柔軟に対
応できる情報システム──が求められるよう
になる。

2000年代の中ごろ、SOAという新しい考
え方によるシステムの設計・構築手法が登場
した。さまざまな製品が現れ、さまざまな企
業で検討された。その後、導入事例が散見さ
れるようになるが、オムロンと同じような規
模の企業、同じように事業が多様化した企
業、同じようにグローバルに展開している企
業の利用実績はほとんどなかった。しかし、
オムロンが抱える問題を解く方法がSOA以
外には考えにくい。SOAを利用して情報シ
ステムを刷新してグローバルNo.1へのポジシ
ョンシフト戦略を推進するというオムロンの
選択は非常に難しいものだったに違いない。

4	 業務プロセスの仕分け
SOAにより情報システムを構築するには、

多様な事業への対応やさまざまな国・地域ご
との要件を取り込んできたことで複雑化した

図3　オムロンのIT構造改革

2004年 2006年 2008年 2010年

SOAによる情報システム刷新

IT構造改革

SCM改革

ITO・BPO（中国）
ITO　（日本）

ITコスト削減
2.4%

20%

1.8%

50%

注）BPO：ビジネスプロセス・アウトソーシング（外部委託）、ITO：ITアウトソーシング、SCM：供給連鎖管理

売上高ITコスト比

新規開発割合
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情報システムをまず整理しなければならな
い。そのために業務プロセスを仕分けること
が必要となる。

業務プロセスを仕分けて合意形成するのは
難しい。競争優位の源泉かどうかの線引きを
どこでするか、線引きをするのは誰か。それ
にはIT組織と現場の精鋭、特に少数精鋭で
対応するのがよい。

仕分けの視点は、当該機能が「競争優位の
源泉であるかどうか」、すなわち、情報シス
テムを「CMO」という考え方に沿って仕分
けた。Cとはコモン（Common）で、製造業
に共通し、オムロンの競争優位の源泉にはな
っていないシステム機能である。Mとはモジ
ュール（Module）で、オムロンの競争優位
の源泉であるシステム機能である。Oはオプ
ション（Option）で、事業や国・地域の違い
で生じるシステム機能である。

企業の競争優位の源泉となる業務プロセス
とは、同プロセス全体のなかでどの程度の割
合を占めるものであろうか。業種や個社で違
いがあるだろうが、少なくて２割、高くて４
割というところか。またIT投資額の割合は
どうなるだろうか。こちらは逆に高くて８
割、少なくて６割といったところか。近年、
企業におけるERPパッケージやASP（アプリ
ケーション・サービス・プロバイダー）の活
用の習熟度が徐々に上がってきており、IT
投資判断における判断基準ができつつある。

5	 ERPパッケージとSOAの活用
新しい情報システムは、CMOで仕分けた

機能を組み合わせて構築した。すなわち、コ
モンの機能は上述のようにERPパッケージに
実装し、モジュールとオプションは、個別に

開発した。ERPパッケージはオラクルの
「Oracle E-Business Suite（EBS）」を採用し
た。EBSの利用に際しては、カスタマイズを
一切しない方針とした。とはいえ、カスタマ
イズを一切しないことにしてしまうとオムロ
ンの競争優位の源泉である機能が実現できな
くなってしまう。そこでそうした機能が求め
られるケースには、通常のようにERPパッケ
ージのカスタマイズやアドオン（追加プログ
ラム）で対応するのではなく別の機能として
開発し、それをSOA基盤上でERPパッケー
ジと連携させるようにした。これらの工夫に
よってオムロンは、ローコストでありながら
も、自社の競争優位を損ねることのない情報
システムを手に入れることができた。

また、これによりERPパッケージのバージ
ョンアップ対応に苦しめられることも回避で
きる。過去、さまざまな企業がERPパッケー
ジを導入してきたが、アドオンやカスタマイ
ズを行ったために、バージョンアップ時に発
生する修正対応やデグレードテストなどで苦
労している。ERPパッケージとSOAをうま
く活用することで、このような苦労から解放
される可能性がある。

6	 ものづくり革新の始まり
2010年５月、オムロンは新たな情報システ

ムを構築し、柔軟性と拡張性に優れたビジネ
ス基盤を手中にした。この情報システムが、
これからのオムロンの事業を支えていく。速
度の増す事業の環境変化に遅れることなく、
しかもグローバルに展開されるオムロンの事
業をこの情報システムが支えるのである。新
興国に対してもローコストでの展開が可能に
なった。
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この新しい情報システム構築の担い手にな
っているのは、現場から集められたメンバー
とIT組織のメンバーが手を組んだハイブリ
ッドの組織、すなわちSCM改革センターと
IT革新センターからなる「ものづくり革新
本部」である。IT組織だけでは、競争優位
の源泉という観点からの業務プロセスの仕分
けはできなかったであろう。また、現場の組
織だけではSOAという新しい技術を使いこ
なせなかったと考えられる。

オムロンが手にした新しい情報システム
は、グローバルNo.1へのポジションシフト戦
略というビジョンを実現するために、現場組
織とIT組織が連携を強化した成果と考えら
れる。オムロンのものづくり革新の挑戦はま
だ続く。2012年の完成を目指して受注、在
庫、出荷のシステムのIT構造改革も同時に
進行中である。

Ⅲ	 ITによりサービス展開速度の
	 極限を追求するNTTドコモ

移動体通信業界、いわゆる携帯電話会社間
の競争が激しさを増すなか、NTTドコモは
競合他社に顧客を奪われてシェアを落とし、
１人当たり月間収入は低下し、経常利益は
2003年度をピークに伸び悩んでいた。そこで
2008年、NTTドコモは「新ドコモ宣言」を
発表した。顧客を競合他社に奪われないよう
にするために、概略として、

● 既存顧客重視
● 顧客主導
● サービス・パフォーマンス主導
──の戦略を打ち立て、それを世の中に広

く宣言したのである。

顧客を奪われない、あるいは取り戻すため
には、顧客および消費者の望む端末を市場に
投入し続け、彼らの望むサービスを低価格な
料金で提供し続ける、すなわちサービス価格
競争で勝ち抜く必要がある。このサービス価
格競争においては、価格そのものよりも、サ
ービス開始までの速度がビジネスを大きく左
右する。

2007年、NTTドコモは、新しい料金系シ
ステムを稼働させた。システムの機能追加や
機能変化をいち早く実現し、料金プランや割
引サービスにおける競争を勝ち抜くためであ
る。以下、同社の具体的な取り組みを論じる。

1	 シェアを奪われるNTTドコモ
近年10年は、NTTドコモにとって苦しい

10年であった（次ページの図４）。
携帯電話・PHSの契約数は、2000年の6000

万から07年には１億を超え、業界全体として
は増加してきた。ただし、2000年代の初めま
では年間1000万のオーダーで増加していた
が、02年以降は500万のオーダーの増加にと
どまるようになってきた。携帯電話各社の契
約数は増加し続けてはいるものの、シェアと
いう点で見ると、NTTドコモは落とし続け
てしまった。また、各社の１契約当たりの月
間売上高は低下し続けた。

KDDI（au）とソフトバンクモバイルの売上
高と経常利益が伸び続けるなかでNTTドコ
モの売上高は減少、経常利益は番号ポータビ
リティ制が始まった2005年度に落ち込んだ。

NTTドコモはそうした状態に手をこまね
いていたわけではない。機能の拡充として、

「おサイフケータイ」「ｉチャネル」「プッシ
ュトーク」「ｉコンシェル」を、割引サービ
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ス面では、「パケ・ホーダイ」「ファミ割」
「ひとりでも割」などを投入した。機種の拡
充では、「新ドコモブランド」を打ち出して
新端末を投入し、「Xperia（エクスペリア）」
などスマートフォン（高機能携帯電話端末）
にも力を入れてきた。

2	 新ドコモ宣言
2008年に山田隆持氏が代表取締役社長に就

任し、前述の新ドコモ宣言を発表した。宣言
のなかでは、「お客様との絆を深めること」

「そのためにお客様の声をしっかり受け止
め」「その期待を上回る対応を図る会社に変
わること」を宣言した。ロゴはドコモレッド
の「docomo」に刷新された。

2009年には「ドコモの変革とチャレンジ」
を発表した。年間の契約数の増加スピードが
1000万から500万になったこと、および契約
数が日本の人口に迫ったことから市場は成熟
期に入ったと判断し、既存顧客重視、顧客主
導、サービス・パフォーマンス主導に戦略の
軸足を移したのである。そこでライフスタイ
ルで選べる端末のラインアップを整備し、「ド

コモ スマートフォン」を追加した。さらに48
時間以内の訪問対応サービス「ケータイてん
けん」などのアフターサービスを設け、「パ
ケ・ホーダイ ダブル」と「Biz・ホーダイ ダ
ブル」を統合し、顧客のニーズによりマッチ
した、わかりやすいサービスを充実させた。

3	 新料金の投入期間の短縮
コモディティ（日用）商品やコモディティ

サービス、新しい商品は、出してもすぐにま
ねされる宿命にある。そのため企業は新商
品・新サービスを次々に投入しなければなら
ず、こうしたサービス競争が激しくなると消
耗戦に突入する。そこにサービス価格競争に
伴うもう一つの戦いが生まれることになる。

携帯電話会社が新料金プラン（新サービ
ス）を投入するには、企画、広告、販売教育
などのプロセスを経る。販売や契約の多くは
代理店を通して行われ、それらの代理店は
NTTドコモだけではなく、KDDIやソフトバ
ンクモバイルも扱っているため、新料金プラ
ンは代理店に説明した時点で公になってしま
う。携帯電話業界のもう一つの戦いとは、新

図4　携帯電話会社別の業績推移
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料金プランの発表と実際の販売時期・契約受
付時期のタイムラグを少なくして情報漏えい
の影響を防ぎ、さらに競合他社の動きを察知
したら、彼らよりも早く対抗料金プランを投
入することである。

新料金プランを投入する場合にネックにな
るのは、情報システムの開発やテストにかか
る時間である。これらに時間がかかっていて
は、契約受付時期の開始が遅れる。また、競
合他社が次々に投入してくる料金プランに個
別に対抗していると、情報システムもこうし
たことに対応しなければならず消耗戦にな
り、それを繰り返していては、戦況をひっく
り返すことはできない。そのためにも、新料
金プランの発表から契約受付時期までの短縮
化が重大になる（図５）。

4	 料金系システムの再構築・
	 構造改革

2007年にNTTドコモは新しい料金系シス
テム「Mobillis」を稼働させた。パラメータ
を変更し、料金プランや割引サービスの内容
を改定できるようにしたものである。新しい
情報システムでの携帯電話の割賦販売メニュ
ーの作成には３カ月かかるが、古い情報シス
テムのままの場合、期間は倍以上、費用も大
きくなるといわれている。

新しい料金系システムの再構築、構造改革
の柱となったのは、①情報システムのオープ
ン化、②料金プランのテーブル制御方式化、
③機能の部品化と構造化、④ユーザーインタ
ーフェースの標準化──と考えられる。特に
新料金プランの発表から契約受付時期までの
短縮化で重要なのは、②の料金プランのテー
ブル制御方式であろう。

料金プランのテーブル制御方式化とは、想
定される料金プランをパターン化・数式化
し、その数式や数値をデータベースのテーブ
ルに格納しておき、新しい料金プランができ
たときにはテーブルに格納されている数値を
変更するだけでよいようにすることである。

しかし、初めからすべての料金プランをテ
ーブル制御方式化することは困難であり、定
期的に料金プラン分析し、また将来の新しい
料金プランまでを想定し、そのうえでテーブ
ル制御方式を考えなければならない。また、
携帯電話の料金プランの設定にはさまざまな
要素があるためすべてをテーブル制御方式に
対応させることはできないが、２割や３割な
らば対応できると考えられる。

なお、③の機能の部品化や構造化は、これ
によって機能が追加しやすくなり、テストも
容易になる。さらに④ユーザーインターフェ
ースを標準化することは、代理店の教育時間

図5　NTTドコモの新料金プラン・新サービス投入期間の短縮化
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の短縮化や顧客対応時間の短縮化、入力ミス
の防止にもつながる。ちなみに、①の情報シ
ステムのオープン化は、契約数の増加に応じ
てハードウェアの性能をスケーラブルに変え
ることができ、コスト適正化が図れる。

5	 IT構造改革を支えるIT組織
NTTドコモがこのような情報システムの

構造改革に果敢に取り組んだのは、西川清二
執行役員の率いる強力なIT組織、情報シス
テム部である（表３）。

NTTドコモの情報システム部は、これま
で２つの大仕事を成し遂げてきている。顧客
管理システム「ALADIN」、企業情報システ
ム「DREAMS」である（図６）。

これらの大仕事を成し遂げる過程で情報シ
ステム部には、全社横断のシステム構築にお
いては重要な役割を果たさなければならない
という使命感が醸成され、これまでの成功に
よって自信が生まれたと考えられる。

全社横断の情報システムを再構築すると
き、現場のさまざまなニーズに個別に対応し

ていては構築することはできない。それがで
きるのは、全社横断の視点を持ったIT組織
だけである。ただし、IT組織が、全社横断
の視点から抜本的な業務改革を提案し、現場
の合意を取り付けるためには、関連する業務
フローを現場と同等あるいは現場以上に熟知
し、合理的かつ具体的な改革案を示さなけれ
ばならない。そのような意識を持って知識を
向上し行動することを、大仕事を成し遂げる
過程を通してNTTドコモの情報システム部
は身につけてきたのだろう。

また、これには経営の関与が重要である。
経営は、経営環境の変化に基づいてIT投資
の重点対象を移し、予算配分や人的リソース
配分を機動的に変えさせなければならない。
さらに経営は、全社横断の改革案の是非につ
いて最終決定の責任を負わねばならない。
NTTドコモは、経営の積極的な関与と強い
情報システム部によって、料金系システムの
再構築を遂行できたのだろう。

6	 2010年新春
2010年の新春に象徴的な出来事が起きた。

2010年１月21日、KDDIが学生向けの新しい
割引料金プランを明らかにし、２月９日から
受付を開始すると発表した。これに対して
NTTドコモは１月28日に対抗料金プランを
発表し、２月１日から受付を始めた。ちなみ

表3　NTTドコモの「打ち手」

経営課題 既存顧客を奪われず、取り戻す経営

IT ● 情報システムの構造改革・テーブル制御方式化
● 先行投資・先行開発

IT推進 業務と情報システムを熟知したIT組織

ベンダー NTTデータ、富士通など

図6　NTTドコモのシステム構築

1995年 2000年 2005年 2010年

「Mobillis」
料金系システム

市場の急拡大 市場の成熟 事業者間競争激化

「ALADIN」
顧客管理システム

顧客管理 社内情報基盤整備 柔軟な料金設定

「DREAMS」
企業情報システム
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にソフトバンクモバイルの対抗料金プランは
２月３日発表、翌４日受付開始であった。

この結果、2010年２月の月間契約純増数で
NTTドコモがトップになり、さらに同年年
間の契約純増数でも前年比38.5％の契約純増
数を確保した。

Ⅳ	 競争優位に向けたITの活用と
	 IT組織の強化

三井物産は古い情報システムが事業の足か
せになっていることを懸念し、柔軟性、拡張
性のある情報システムにつくり直した。そし
て、より強い三井物産、輝いて魅力ある三井
物産を目指そうとしている。それを支えたの
は、IT組織および経営とITとをつなぐ経営
企画部の連携であった。オムロンは、主要事
業でナンバーワンポジションを確保するため
の手段としてITの構造改革に着手し、やは
り情報システムを刷新した。それを支えたの
はIT組織と現場とが融合した組織であった。
NTTドコモは激しいサービス競争を勝ち抜
くために、新しいサービスに柔軟に対応でき
るようにIT投資を行った。それを支えたの
は、強力なIT組織であった。

いずれの企業も、自らの競争優位を確立す
るために、ROI（投資収益率）を超えたとこ
ろで、あるいはROIを度外視したところでIT
投資への意思決定がなされた。それを支えた
のは、経営や現場との連携を強化したIT組
織と考えられる。

今後さまざまな企業が、経営の根幹にかか
わる部分においてITの活用方法を考え直さ
なければならなくなるであろう。そのときに
向けてIT組織には、経営や現場との連携を

高めていく力がますます求められる。

参 考 文 献

1	 「主張するCIO──三井物産執行役員CIO情報戦
略企画部長 粟田敏夫氏・現場からの抵抗を乗り
越えて目指すのは分権と集権のバランス」『日経
情報ストラテジー』2006年９月号、日経BP社

2	 「特集 有力15社で知る2010年の情報化『迅速、
厳選、経営指向に活路』」『日経コンピュータ』
2010年１月６日号、日経BP社

3	 「特集『CIOオフィス』を創る──情報化推進体
制を変える」『日経コンピュータ』2010年４月28
日号、日経BP社

4	 「主張するCIO──オムロン執行役員業務改革本
部長 樋口英雄氏・勝ち組企業のノウハウを徹底
調査　背伸びした“24時間配送” の目標やり抜
く」『日経情報ストラテジー』2007年４月号、日
経BP社

5	 「戦略的経営革新のススメ──石黒不二代のCIO
は眠れない・不要なサービスを削減 IT部門の予
算を半分に」『日経情報ストラテジー』2009年５
月号、日経BP社

6	 「改革の勘所　変化に強いシステム　オムロン　
SOAで業務プロセスを整理──コア、ノンコア
を徹底仕分け」『日経コンピュータ』2010年７月
７日号、日経BP社

7	 「戦略研究ITビジネス革新──NTTドコモ“リ
アルタイム経営”を完成　次は顧客系強化で攻
める」『日経コンピュータ』2007年４月30日号、
日経BP社

8	 「主張するCIO──NTTドコモ執行役員 情報シ
ステム部長 西川清二氏・現場目線の改善はIT部
門だからこそシステムは稼働させてからが本当
の勝負」『日経情報ストラテジー』2008年２月
号、日経BP社

著 者

譲原雅一（ゆずりはらまさかず）
プロセス・ITマネジメント研究室長
専門は情報戦略、IT組織戦略



22 知的資産創造／2011年3月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2011 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

ITデバイスを活用した経営管理の高度化

CONTENTS Ⅰ　経営の意思決定支援に求められる情報システムとITデバイスとの情報連携
Ⅱ　業務利用が進むITデバイスの３つの活用局面
Ⅲ　経営意思決定支援に求められる情報システム

1	 リーマン・ショック後に落ち込んだ投資が回復基調にあるなか、経営の意思決
定にIT（情報技術）の活用を検討する企業が増えている。しかし、実態は思
うほど進んでいない。意思決定に必要な「現場情報」が業務システム内に取り
込まれていないためである。

2	 現場情報を取り込むために、GPSやICタグなどのデバイスを活用する企業が出
てきた。その背景には、「組込みシステム」の進化がある。

3	 組込みシステムは、業務システムとは異なる発展を遂げてきた技術であるが、
カーナビゲーションなどの高機能化により、業務システム向けソフトウェアと
同じ技術が使用されるようになり、こうした情報連携を可能とする「ITデバ
イス」と業務システムとを連携させることが、以前に比べて容易になった。

4	 ITデバイスの活用局面は、①端末の小型化、②センシング技術の活用、③設
計・生産業務への適用──の３つに分類できる。いずれの局面においても、IT
デバイスと業務システムとの紐づけ方法を工夫することで、現場情報を業務シ
ステムに効率的に取り込むことが可能になる。

5	 ここで集められた現場情報を経営管理に結びつけるには、ITデバイス情報、
業務システム、経営管理システムを連携させる仕組みが必要である。しかし、
その実現の障害となるのは、技術ではなく、各業務の現場とITの両面に精通
した人材の確保である。情報システム部門はこの状況をむしろチャンスと捉
え、人材のシフトと経営へのIT活用を積極的に提案すべきである。

特集 多様性の時代におけるIT経営

要約

舘野修二
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Ⅰ	 経営の意思決定支援に
	 求められる情報システムと
	 ITデバイスとの情報連携

1	 ITを活用した経営管理ニーズの
	 高まり

2008年秋のリーマン・ショックをきっかけ
とした世界的不況で、09年のIT（情報技術）
投資水準は一時的な落ち込みを見せたもの
の、中国をはじめとする新興国市場に牽引さ
れた景気回復を受け、徐々に復活のきざしを
見せている。こうしたなか、企業のIT活用
の対象は従来と異なる様相を呈している。

2010年にJUAS（日本情報システム・ユー
ザー協会）がITのユーザー企業を対象に実
施したアンケート調査の結果によれば、今後
取り組みたいIT活用対象として、「業務プロ
セスの効率化を目的としたIT活用」を抑え
て、「経営情報管理への取り組み施策」が
23.5%で１位となった。これは野村総合研究
所（NRI）のシステムコンサルティング部門
の引き合い案件の傾向とも一致しており、
2010年に入ってIT中期計画の案件の多くが、

「経営の意思決定支援」を主要テーマに挙げ
ている。

この背景にあるのは、市場環境のめまぐる
しい変化に対応するため、重要な意思決定を
かつてないスピードで下す必要が出てきたこ
とであろう。たとえば、グローバルに拠点を
展開する企業では、地域と製品の組み合わせ
で、販売・在庫・損益のタイムリーな把握が
必要になる。また、生産拠点の再配置によっ
て拠点間・グループ会社間の取引は複雑化す
る傾向にあり、連結ベースでの製品損益の把
握は各社の共通課題の一つとなっている。

2	 期待に反して進まない意思決定
	 支援システムの導入

しかし、このような経営ニーズがあるもの
の、意思決定のための情報システムの導入は
必ずしも進んでいるとはいえない。IT分野
の調査・コンサルティング会社ガートナーの
2010年 の 市 場 調 査 報 告“Market Share: 
Business Intel l igence, Analytics and 
Performance Management Software , 
Worldwide, 2009”によれば、意思決定支援
システムのエンジンとして使われるビジネ
ス・インテリジェンス製品（企業に蓄積され
たデータを集約・整理・分析し、経営上の意
思決定に役立てるソフトウェア製品）の市場
は、ここ数年４%前後の伸びにとどまってお
り、未成熟な製品分野としては決して高い成
長率とはいえない。

かつて「経営コックピット」と呼ばれるシ
ステムがもてはやされた時期があった。これ
は、売り上げをはじめとする主要な経営指標
の予実績の進捗を、グラフやチャートで視覚
的に表示し、業績をリアルタイムに把握する
ことをねらったものである。しかし、このシ
ステムがいまひとつ受け入れられていない最
大の理由は、経営指標の変化はわかるもの
の、その変化の原因まではわからないことに
ある。原因がわからなければ、必要な対策は
打てない。また、結果の数値だけを見ていて
も将来のことはわからない。もはや過去の傾
向から市場の動きを予測できる環境ではない
からである。

経営指標の変化の原因や将来の動きを予測
するためには、商談やクレーム情報などの営
業の最前線の状況や、生産・物流の実態に踏
み込んで分析する必要がある。しかし、現在
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の業務システムは「取引」を中心に構築され
てきているため、現場のこのような生きた情
報が部分的にしか蓄積されていない。経営の
IT活用の視点からは実は現場情報の収集が
課題となっているのである。

3	 経営のIT活用の鍵はITデバイス
	 を活用した現場情報の収集

商談や生産進捗・品質などは、営業や工場
など各部門に閉じて管理されていることが多
い。現場情報は、経営管理にとっては必要な
情報であっても、取引や会計などに直接影響
を与えるものではないため、システムへの入
力作業は現場での抵抗感が大きい。また、伝
票のように情報が定型化されていないことか
ら、人手を使って入力ができたとしても、情
報の内容や精度をそろえるのが難しいといっ
た側面もある。そのためいくつかの企業は、
ICタグや小型端末などを利用して現場情報
の収集に取り組み始めている。

ある工作機械メーカーでは、製造工程ごと
の作業時間を把握することを目的に、作業員
の身分証（ICタグカード）を活用している。
それまでは作業日報に時間などを記入してい
たために勤怠管理の時間とずれたり、作業を
中断している時間が記録されないなどの問題
があった。そこで作業場所の入口で身分証を
かざしてから組立作業に入るようにしたこと
で、勤怠入力と作業日報への記入の手間を省
けると同時に、工程ごとの作業時間を正確に
把握できるようになった。

また大手中古車販売会社では、営業社員の
持つ小型端末上で中古車の検索（使用履歴や
類似仕様の在庫検索）から見積もりまでを一
貫して可能にしている。実車の前で商談がで

きる利便性を営業社員に与えつつ、顧客分析
に必要な情報を同時に蓄積することができ
る。

このような取り組みは局所的に行われてい
るものの、経営管理の視点から全社的に展開
するところまでは至っていない。しかし、
ICタグや小型端末、GPS（全地球測位システ
ム）を搭載した小型機器を活用して現場情報
の収集が進めば、経営が現場を把握するうえ
での貴重な情報源となるはずである。このよ
うな情報連携を可能にする小型機器を「IT
デバイス」と呼ぶことにする。

　
Ⅱ	 業務利用が進むITデバイスの
	 ３つの活用局面

1	 開発技術の進化による
	 ITデバイスの業務利用

ITデバイスの民間利用は、GPSを利用した
カーナビゲーションシステム（1995年前後
〜）や、東日本旅客鉄道（JR東日本）の

「Suica（スイカ、2001年〜）」など、すでに
10年を超える歴史を持つが、ここにきて業務
システムでの活用が進んできた背景には、
ITデバイスを業務設備や小型端末に組み込
んで制御するためのソフトウェア技術の進化
がある。なお、業務システム向けのソフトウ
ェアと区別するため、ITデバイス向けのソ
フトウェア群は「組込みシステム」と呼ばれ
ている。

この組込みシステムに求められる要件は、
小さくて軽く動くこと、非常に短い時間間隔
で遅延なく制御できることである。そのため
の基本ソフトウェアとして、いくつかの組込
み用オペレーティングシステム（以下、組込
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み用OS）が開発されている。組込み用OSは
1980年代前半に市場に登場してきており、ト
ロン協会の調査結果によれば、国内では

「ITRON」が最も多く使用されている（2008
年現在。トロン協会は2010年１月に解散、活
動はT-Engineフォーラムが引き継ぐ）。

1980年代はメインフレームと呼ばれる大型
のコンピュータシステムが業務システムとし
て導入された時期に重なるが、業務システム
と組込みシステムは目的も用途も異なるた
め、それぞれ独自の進化を遂げてきた。組込
みシステムは機器の制御目的に開発されてお
り、一度開発されると、機器の仕様が変わら
ないかぎり基本的に変更されない。業務要件
に応じて頻繁に変更される業務システムと
は、技術的な条件が全く異なるのである。し
たがって、業務システムの設計者にとって、
組込みシステムとの連携は大きな壁であっ
た。

しかし、1990年代後半に入ると組込みシス
テムの開発方式が変化してきた。図１は、組
込みシステムのソフトウェア規模と開発方式
の変化を示したものである。

棒グラフは組込みソフトウェアの規模別割
合を示しており、ソフトウェアが年々大型化
してきていることがわかる。これは、カーナ
ビゲーションなどの一般消費者向け機器が高
機能化してきたためと考えられる。そして高
機能化は開発方式にも影響を与えている。１
つは、インターネット接続技術や画面操作機
能など業務システムで蓄積されてきた技術
が、ITデバイスにも求められるようになっ
てきたことである。このため、業務システム
で使用される汎用OS（図１注参照）の使用
比率が上昇している。

また、高機能化に伴ってソフトウェアの内
部構造が複雑化してくると、業務システムが
持つソフトウェアの部品化技術も必要になっ
てくる。現在は、組込みシステムの開発でも
性能や効率性よりも品質と生産性が重視され
る傾向にある。そのため、かつて主流であっ
たアセンブラ言語はほとんど使用されなくな
り、業務システムの開発と同じプログラミン
グ言語を使用する比率が増えてきている。

業務システムで蓄積された技術が組込みシ
ステムにも取り込まれた結果、業務システム
のエンジニアがITデバイスのソフトウェア
開発に参画しやすくなってきた。たとえば、
アップルとグーグル製のOSが上位を占める
スマートフォン（高機能携帯電話端末）のソ
フトウェアは、どちらも業務システム向けの
スキル（技能）さえあれば開発ができる。こ
のため各社が提供するソフトウェアの流通市
場には、きわめて短期間のうちに、ゲーム関

図1　組込みシステムのソフトウェア規模と開発方式の変化

注）「汎用OS」はPOSIX、UNIX、Linux系およびWindows系OSの合計
出所）トロン協会「組込みシステムにおけるリアルタイムOSの利用動向に関するアン
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連を除いても膨大な数のアプリケーションソ
フトが登録される状況となっている。

　
2	 ITデバイスに期待される
	 ３つの活用局面

業務システムと組込みシステムの開発方式
の差が小さくなったことで、ITデバイスま
で含めた業務システムを設計できる可能性が
高まってきた。現場情報の収集への活用とい
う視点からITデバイスに期待する事項を整
理すると、

①端末の小型化
②センシング技術の活用
③設計・生産業務への適用
──の大きく３つに分類できる。

（1）	 端末の小型化

端末の小型化により、売場や外出先での商
談や在庫検索など、パソコンでは持ち運びし
にくい状況でも現場情報の収集が可能にな
る。現在、スマートフォンやパッド端末（タ
ッチパネル付き小型端末）の活用が多方面で
検討されている。それらには利便性に主眼の
置かれた活用検討例が多いが、経営分析の視
点からは、商談段階の情報をデジタル化し、
マーケティング分析に活用できることにも注
目する必要がある。

（2）	 センシング技術の活用

センシング技術については、位置、画像、
温度といった情報を測定するセンシングデバ
イスの低価格化が進んだことにより、産業設
備や特定用途向け製品以外の分野での活用が
検討されている。

たとえば、GPSの業務活用はこれまで物流

業者の配送管理用途が中心だったが、位置情
報を製品や購買・販売促進情報と連携させよ
うとするサービスはさまざまな業種で検討が
進んでいる。建機（建設機械）大手のコマツ
は、出荷する建機車両にGPS端末を取り付
け、それらの稼働情報を自動的に収集してい
る。GPSからの各種稼働情報は、部品の交換
時期や修理手配を顧客や販売代理店に通知す
るサービスに使われると同時に、各地域の建
設需要を予測する貴重な経営情報としても活
用されている。

イメージングセンシングの分野も、CCD
（電荷結合素子）やCMOS（相補型金属酸化
膜半導体）の低価格化と画像解析技術の進歩
により応用の幅が広がった。JR東日本グル
ープが2010年から展開している「次世代自動
販売機」は、自動販売機上部に取り付けられ
たイメージセンサー（撮像素子）が利用者の
性別と年代を自動判定し、大型タッチディス
プレイ上にお奨め商品を表示する仕組みとな
っている。内部には、イメージセンサーと画
像認識技術のほか、商品・在庫・POS（販売
時点情報管理）などのデータベース、ICカ
ード決済、無線インターネット技術などが組
み込まれており、顧客属性や在庫状況をリア
ルタイムに収集することを可能にしている。

そのほか、温度や化学・力学などのセンシ
ングデバイスは、産業設備用途だけではな
く、スマートホーム（高機能家電製品）の分
野でも検討されている。これも単に製品の機
能の一部としてだけではなく、センシング情
報と顧客・製品情報とを連携させることによ
り、販売後の消費者の利用実態を把握するこ
とが可能になる。

現在、電力会社で試験的に導入が進められ
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ている「スマートグリッド（次世代送電網）」
構想も、センシング情報から新たなサービス
を生み出す仕組みである。本来、料金計算の
ために設置した検針器からの情報をリアルタ
イムに収集することで、エネルギーを動的に
再配分できるようになる。

図２はスマートグリッド構想における宅側
の設置機器の内部構成を示したもので、「ス
マートメーター」と呼ばれる検針器（通信機
能付き電力量計）と宅内サービス端末、そし
て情報センターがネットワーク（インターネ
ット）で接続されている。スマートメーター
の計量センサーの情報は、情報センターに送
られるとともに宅内サービス端末にも送ら
れ、利用者は料金や時間帯別の電力使用量の
推移などを確認できる。

ITデバイス活用という視点からは、エネ
ルギーの動的な配分だけでなく、宅内サービ
ス端末の活用方法にも注目すべきである。宅
内サービス端末は、事業会社にとって貴重な
顧客接点機会ともなるため、顧客属性と組み
合わせたサービスの提供が期待できる。たと
えば、エコロジー関連商品の提案や保守通知
など、販売促進やアフターサービスと連携し

た活用が考えられる。
センシング技術の活用は、顧客への利便性

を高めつつも、消費者ニーズや利用実態の収
集を考える必要がある。それには製品・サー
ビスの企画段階で、情報活用の視点を含めた
検討が求められる。

（3）	 設計・生産業務への適用

製造業の業務システムは、調達・生産・販
売をつなぐサプライチェーン（供給連鎖）管
理と会計への実績計上を中心に構築されてき
た。これに対し、設計や生産にかかわるシス
テムは、製品特性や製造方法に依存するた
め、業務システムとは切り離されて個別に導
入されることが多い。しかし、リーマン・シ
ョックを境に、サプライチェーン管理と設
計・生産業務をタイムリーに連携させて、需
要の変化に柔軟に対応していくことが求めら
れるようになってきている。

たとえば半導体産業では、製品設計から量
産までのリードタイム（所要時間）短縮が常
に求められており、設計や生産技術を中心と
したエンジニアリングチェーンプロセスと、
量産を担うサプライチェーンプロセスのきめ

図2　スマートメーターの内部構成例
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細かい連携が課題となっている。特に両プロ
セスの接点となる製造プロセスの情報連携が
中心的な課題となる（図３）。

このため、半導体製造をはじめとする装置
を中心とした製造業種では、ビジネスデータ
と装置実績情報とを自動連携させる取り組み
が行われており、国際標準ANSI／ISA-95規
格はその一つである（図４）。同規格では、
計画から製造に至るプロセスを、①ビジネス
層、②製造オペレーション層、③デバイス層
の３層の機能として定義しており、各層の接

続およびデータ交換の標準を規定している。
各装置メーカーとソフトウェアメーカーが標
準仕様に準拠した製品を開発することによ
り、さまざまな装置を組み合わせた生産工程
においても、ビジネス層とデバイス層の情報
連携を低コストで実現することがねらいであ
る。こうした標準化のニーズは以前からあっ
たものの、これまでは業務要件に応じた柔軟
なデータ連携方式が技術的な制約となってい
た。ここにきてISA-95に準拠した製品が各メ
ーカーから出荷されてきている背景には、組
込 み ソ フ ト ウ ェ ア の 進 化 に よ り、XML

（eXtensible Markup Language） やHTTP
（Hypertext Transfer Protocol）といったイ
ンターネット関連技術を制御デバイスに容易
に組み込めるようになったことがある。

機械組立製造業や中小製造業は自動製造工
程が少ないため、ITデバイスは作業員の生
産実績を電子化する手段としての活用が期待
される。製造工程ごとの作業実績は、大手製
造業でも生産日報などの紙や工場内のパソコ
ンに記録されていることが多い。記録の仕方
や項目は工程ごとに異なるため、生産進捗や

図4　ANSI/ISA-95の概念図
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在庫などの正確な状況を把握しようとすれば
「現場」に行かざるをえない。

これまでこうした現場情報の管理は、電子
化にかかわる作業負荷やシステムの導入費が
障害となってきたが、ITデバイスの低価格
化により状況は改善しつつある。作業の開
始・終了時にID（識別符号）カードや２次
元バーコードを読み取る方法に加え、ICタ
グを作業指示書や工程間の仕掛品梱包に添付
する方式も提案されている。ICタグを使用
すると、在庫品の製造工程履歴管理や材料ロ
ット（最小製造単位）の調査にも活用できる
ため、単に情報収集の目的だけでなく、現場
のニーズにも応えることができる。

Ⅲ	 経営意思決定支援に求められる
	 情報システム

1	 ITデバイスと経営を結びつける
	 情報システムのあり方

ITデバイスを活用してこのように収集さ
れた現場情報を経営の意思決定に結びつける
ためには、どのような情報システムが必要に

なるだろうか。
最初のステップとしては、各情報項目の意

味や収集できる範囲、頻度などを定義し、業
務データとの紐づけ関係を管理する仕組みが
必要となる。現場情報には取引や制度のよう
な決められたルールがないため、情報の定義
と統制にはこれまで以上に気をつかわなけれ
ばならない。このような情報項目の諸元を管
理する仕組みは「メタデータ管理」と呼ばれ
ている。メタデータ管理は、個々に散在した
マスターデータ（商品や取引先など）を統合
するための仕組みとしても検討されており、
複雑化した情報システムの再編には欠かせな
い存在となっている。マスターデータ情報と
ITデバイス情報とを同じメタデータ管理の
仕組みで実現することができれば、強力な情
報基盤を築くことができる。

次に必要なのは、ITデバイス情報を経営
の意思決定支援に活用するための指標に変換
する仕組みである。売り上げ・利益といった
財務指標をITデバイス情報に紐づけるには、
継続的に観測できる共通的な分析指標を設定
することが求められる。たとえば商談情報や

図5　分析指標を介したITデバイス情報と財務指標の連携例
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顧客とのコンタクト履歴などの情報を「売り
上げ」の分析に活用するには、製品企画や販
売促進計画と連動したマーケティング指標に
変換できなければならない。前ページの図５
は営業・販売に関連するITデバイス情報を
売上指標と関連づけた例である。この例で
は、各業務プロセスにおいて製品別、客層
別、チャネル別の分析指標を設定し、それぞ
れにITデバイス情報を紐づけることによっ
て、売り上げとITデバイス情報の動きを連
携させている。

同様に生産関連のITデバイス情報は、時
間帯別の設備稼働率や生産リードタイムなど
のQCD（品質・コスト・納期）指標に変換
することができ、生産管理や品質管理プロセ
スの管理指標を通じて原価・利益の財務指標
に結びつく。

このように、ITデバイス情報、業務プロ
セス、財務指標の３者を紐づけることによっ
て、トップマネジメントと各業務プロセスマ
ネジメントの双方が、共通の指標を持って経

営管理を行うことが可能となる。
さらには、情報を絞り込む仕組みも検討す

る必要があるだろう。トップダウン的なアプ
ローチとしては、財務指標レベルから各業務
プロセスへ段階的に詳細化させていき、必要
となる現場情報を抽出する仕組みがある。従
来の経営管理と同じプロセスで各業務部門の
報告にかかる時間が大幅に短縮できるため、
スピーディな意思決定に貢献できる方法であ
る。しかし、IT活用の成果がより発揮でき
るのは、現場情報の変化点をタイムリーに通
知する仕組みであろう。たとえば、各営業拠
点の商談案件数の変化点を把握できれば、取
引発生前に市場の動きを読むことが可能にな
る。膨大な現場情報のなかから経営が知るべ
き情報を抽出する技術にこそ、IT活用の本
質があるといえる。

2	 経営のIT活用における
	 情報システム部門の課題

図６は、上述の観点を踏まえて情報システ

図6　経営のIT活用における情報システムの全体像
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ムの全体像を示したものである。ここで課題
となるのは、情報システム部門に求められる
役割の大きさとその実行能力とのギャップで
ある。

先にメタデータ管理の仕組みの必要性を述
べたが、ITデバイス情報を全社共用データ
とするためには、メタデータ定義に基づい
て、関連する業務プロセスとのデータ連携方
法を取りまとめていかなければならない。

また、情報システム部門はITデバイスの
活用提案と実現性検証の主体者としても期待
される。たとえば、従来、工場内のシステム
開発は生産技術部門の役割であったが、28ペ
ージの図４におけるMESを実現しようとす
れば、情報システム部門の参画が欠かせな
い。サプライチェーン管理の業務システム要
件を取り込む必要があるからである。そのた
めには、各現場の業務経験と、ITデバイス
や組込みシステムに関するIT知見の両方を
備えた体制が要求される。しかし、情報シス
テム部門の多くは、ITインフラの整備と業
務システムの保守対応に手が取られがちであ

り、上述の体制を確保できるところは少な
い。ITデバイスを個別に活用することはで
きても、経営管理情報として活用するところ
まで「やりきれる人がいない」というのが実
状であろう。

しかし、これは必ずしも悲観する状況では
ない。業務システムの多くは、すでにERP

（統合業務ソフトウェア）パッケージへ移行
しつつあり、ITインフラの外部委託化を進
めているところも多い。情報システム部門
は、企業の差別化に直結する汎用化の難しい
領域にシフトしていくことが求められてい
る。本稿で述べた現場情報の経営活用はその
一つになるのではないか。この機会を、経
営、業務、ITを語れる人材を増やし、新た
な体制に生まれ変わるチャンスと捉えるべき
であろう。

著 者

舘野修二（たてのしゅうじ）
システムデザインコンサルティング部長
専門は小売・製造業における業務分析とシステム化
戦略の策定
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「Gen-Y」世代が主力ユーザー
となるときのIT

CONTENTS Ⅰ　環境変化に対する日本企業の取り組み
Ⅱ　Gen-Yが中核となる社会におけるITのあり方
Ⅲ　Gen-Y時代に向けた企業のIT戦略

1	 日本におけるITサービス産業は、顧客である各企業のコスト削減策によって
成長が伸び悩み、また各企業のIT（情報技術）部門や情報子会社も有効に機
能せず、これらも企業の成長の足かせとなって伸び悩んでいる。

2	 環境変化に対する各企業の取り組みは、コスト削減よりもトップライン（売上
高）を伸ばす施策を重視する流れに変化してきており、顧客一人ひとりを見た
「多様性への対応」を推進する動きが見られる。

3	 顧客の多様性対応に伴い、それを支える情報システム、とりわけアプリケーシ
ョンソフトのライフサイクルが短くなると考えられる。また、数年後に企業の
主力顧客となる「Gen-Y（ジェネレーションY）」の世代（1981～2000年生ま
れ）の振る舞いは、企業の情報システムに影響を与える一つの要因になろう。

4	 その時代の情報システムの開発スタイルは、金融機関やバックオフィスなど、
品質重視やライフサイクルの長いシステムと、より顧客接点の近いシステム
の、異なるライフサイクルに応じてマネジメント方法を選択する必要がある。

5	 Gen-Yが主力ユーザーとなる時代の情報システムを実現するうえでクリアすべ
き課題として、短いライフサイクルで情報システムを実現するスキル（技能）
を持った「開発者の確保」と「外部サービスの目利き」の２つがあると考えら
れる。経営戦略とIT戦略が多様性への対応に向けてともに動き出すために、
自社の情報システムをあらためて再点検し、数年後に向けた準備のアクション
を取るべき時期に来ているであろう。

特集 多様性の時代におけるIT経営

要約

古川昌幸
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Ⅰ	 環境変化に対する日本企業の
	 取り組み

1	 伸び悩む日本のITサービス産業
2008年９月のリーマン・ショック以降、日

本の各企業はコスト削減に積極的に取り組
み、IT（情報技術）への投資もその対象と
なるなかで、20％近く削減されてきた。この
内訳を見ると、新規開発の停止と既存の情報
システム対する維持管理費用の削減である。
この流れを受けて、日本のITベンダーの多
くは、2010年度第２四半期の売り上げが前年
同期比で３％前後、大きな事業者では７％を
超える減収となった。また、営業利益につい
ては、富士通を除き20 〜 30％近くの減益と
いう事業者が多く、厳しい結果となっている

（表１）。
一方で海外の状況を見ると、ITサービス

市場の売り上げは2010年から2.9％増と、わ
ずかではあるものの増加傾向に転じると調査
会社のガートナーは予測している。実際に、
アジアでは中国がいち早く回復基調に乗り、
IT投資の新たな牽引役を果たしている。ま
た北米においても、米国の回復が本格的では
ないとはいえ、回復基調に移行するのに伴い

IT投資も増加すると予想されている。こう
した世界の情勢のなかでは、日本だけが取り
残された状態にあるように思える。

日本のITサービス提供側が苦戦するなか、
各企業はITにどのように対処しているので
あろうか。各企業はコスト削減のみを追求
し、ITに投資していないのかというと、そ
うではない。仮想化技術やクラウドコンピュ
ーティング環境への移行など、ある程度の投
資を伴う維持管理費用削減策を実施している
のである。野村総合研究所（NRI）が毎年実
施している「経営戦略におけるIT（情報技
術）の位置付けに関する実態調査」（以下、

「実態調査」）の2010年の結果からも、IT投
資の目的として「業務の改善」を重視する企

表1　主要なITベンダーの2010年度第2四半期決算の状況
（単位：百万円）

売り上げ 営業利益

NTTデータ 533,727（＋0.2％） 25,397（▲24.1％）

ITホールディングス 154,009（＋4.8％） 4,667（▲19.6％）

野村総合研究所（NRI） 162,106（▲2.9％） 16,009（▲27.5％）

日立製作所（ソフト・サービス） 520,100（▲1.6％） 30,700 （▲1.6％）

富士通（サービス） 1,129,100（▲3.8％） 38,500（＋12.2％）

NEC（ITサービス） 370,981（▲3.0％） 3,543（▲66.1％）

日本ユニシス 116,531（▲7.4％） 1,386 （▲1.1％）

注 1）カッコ内は前年同期比
　 2）IT：情報技術
出所）各社IR（投資家向け広報）情報より作成

図1　IT投資の目的・目標

出所）野村総合研究所「経営戦略におけるIT（情報技術）の位置付けに関する実態調査」2010年
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業が66.8％と、こうした動きを裏づける結果
が表れている。また、経営状態を事業横断的
に把握するための「経営管理の高度化」が
46.3％と続いている（前ページの図１）。

2	 成長の足かせになるIT部門
昨今、企業の成長にとってITの効果的な

利活用は不可欠といわれているが、実際に利
活用を推進する立場のIT部門や情報子会社
は、自身が抱えている課題についてどのよう
な見方をしているのだろうか。筆者らがその
長であるCIO（最高情報化統括責任者）への
インタビューを実施した結果、以下のような
問題認識を持っていることがわかった。

● ITベンダーにアウトソース（外部委託）
してから、自社のIT人材の高齢化や減
少、業務ノウハウの流出などが進んでい
る（製薬）

● IT本部の評価視点は「自社ITが業務改
革に貢献しているか」であり、実際に貢
献しているかどうかは、結果としての会
社業績で評価している（精密機械）

● 情報子会社の強化も含め、中期計画を今
年度中に検討したい（小売り）

● 一昔前までは、SE（システムエンジニ
ア）がシステムを勝手につくって業務を
合わせてきたが、今はそうもいかない。
さまざまなユーザーが使う場面を想定
し、「使える」システムをつくらなけれ
ばならないと感じている（放送）

● IT部門のあり方や人材をどうするかを
あらためて検討している。情報子会社
は、発注者の言いなり状態でやってきた
が、発注者が厳格に要件定義ができない
なか、結局使えないシステムができ上が

ってしまっている（電力系）
これらの声をまとめると、CIOは、①IT人

材に対する質・量の不足、②業務知識の不足
によるITの事業貢献への未充足、③IT部門
の自立──といった３つの課題への対応が必
要と考えているといえるだろう。これらの課
題が原因となって、日本企業のITは事業の
変化のスピードに対応するのに必要なリソー
ス（経営資源）やスキル（技能）が十分では
なく、企業の成長の足かせになっていると考
えられる。

3	 多様性への対応が経営課題に
事業環境の変化の主役である顧客の視点か

ら、企業はどのように変化すればよいのかを
考察してみることで、ITに対する取り組み
方も鮮明になってくると考えられる。

一般的に企業の成長においては、業務改善
など「ムダ取り」をしつつ、新たな商品やサ
ービスの開発などトップライン（売上高）を
伸ばす施策も並行させる。本稿には未掲載で
あるが、前述の「実態調査」によると、経営
戦略において最も取り上げられたのは「営
業、販売、マーケティングに係わる方向性

（81.6％）」であり、前年（2009年）よりも7.0
ポイントも増加している。

また、これらの企業が積極的に取り組んで
いる経営施策は、「付加価値の高い商品・サ
ービスへのシフト（26.0％）」「営業現場にお
ける情報活用力の強化（25.2％）」「市場やニー
ズに応じた商品・サービスの多様化（24.0％）」
であり、顧客一人ひとりをよく見て分析し、
それぞれに合った商品・サービスのターゲテ
ィングをきめ細かく行うことで売り上げを伸
ばしていこうとしている姿勢がうかがえる。
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すなわち、トップラインを伸ばすためのキー
ワードは「多様性への対応」にあると筆者は
考えている。

この「多様性」に関しては、メディアの世
界でも興味深い現象が観測された。たとえば
2010年に実施された民主党の代表選挙におい
て、党代表にふさわしい人物として世論はど
のような見方をしていたのだろうか。新聞・
テレビなどのマスメディアによる世論調査で
は、60％強が「小沢氏不支持」と報じた。一
方、ブログや「Twitter（ツイッター）」など
のネットメディアでは、60％強が「小沢氏支
持」であった。都市部と地方ではメディアに
対する信頼度も異なるほか、インターネット
の利用状況も年代によって異なるため、ネッ
トメディア上の個人の声が世論をどれだけ反
映しているかについては検証の余地はある。
しかし、マスメディアが保守的・守旧的な印
象があるのに対して、ネットメディアでは変
化を望んでいるという印象を与えた現象とい
える。

また、尖閣諸島沖での中国漁船との衝突事
件の映像がインターネットに公開されたこと
も、その投稿者が既存のマスメディアとは異
なる価値観のもとで取った「振る舞い」を示
す象徴的な事例といえる。このことは、「ネ
ット社会」が「脱マスメディア」を指向し、
多様性へ対応していくことを要請していると
いえるのではないだろうか。そして、これら
のネットメディアの台頭の原動力となってい
るのが、クラウドコンピューティングのテク
ノロジーであり、「iPhone（アイフォーン）」
やOS（基本ソフト）に「Android（アンド
ロイド）」を採用したスマートフォン（高機
能携帯電話端末）の登場である。

こうした情報家電や、あるいは行政サービ
スなどに見られるように、日本が今後ネット
社会へ移行していくことを考えると、そこか
ら要請される多様性への対応は必然の流れで
ある。また、前述の「実態調査」に見られる
ように、企業もその成長を多様性への対応に
求めていくと考えられ、その主力ユーザーの
価値観や行動様式を観察することが重要であ
る。それにはITが大きく関与することとな
り、IT部門が多様性への対応に注力するこ
とで、企業成長の足かせから外れるヒントが
得られることになるのではないであろうか。

Ⅱ	 Gen-Yが中核となる社会に
	 おけるITのあり方

1	 Gen-Yの特徴
ネット社会への移行を見すえ、今後の10年

間を一つの区切りとして想定したときに、企
業が観察すべき対象は誰なのか。筆者は
iPhoneや「iPad（アイパッド）」、Android端
末、クラウドコンピューティングなど新しい
技術の使い手の中心は、1981〜2000年に生ま
れた「ジェネレーションY（Generation-Y）」

（以下、Gen-Y）と呼ばれる世代であると考
える。その人口規模は約2600万人であり、ベ
ビーブーマー世代（1946〜64年生まれ）や

「ジェネレーションX」（1965〜80年生まれ）
とほぼ同数である。

2010年時点でGen-Yは10〜30歳であるが、
10年後には20〜40歳となり、この世代が企業
の成長を牽引する主力顧客になっていく。そ
こでGen-Yの特徴を分析することによって、
社会やITがどのように変化していくのかを
考察し、彼らの果たす役割が何であるのか、
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併せてそのときの情報システムはどうあれば
よいのかを論じる。

まずGen-Yの行動様式を観察すると、彼ら
にとって「当たり前」として捉えられている
ことが３つある。

１つ目は、「どこでもインターネットが使
えること」である。Gen-Yが物心ついたとき
から、インターネットや無線LANなどが当
たり前のように存在し、企業内だけでなく家
庭内にも普及していた。授業でインターネッ
トを利用することをカリキュラムに組み込ん
でいる小学校も多い。

２つ目は、「インターネットを通して人間
関係を構築していくこと」である。携帯ゲー
ム機や携帯電話端末・スマートフォンなど、
無線（Wi-Fi）対応や3G（第３世代携帯電話）
機器でインターネットにつながることはGen-Y
にとっては当然であり、現実世界の友人だけ
でなく、インターネットの世界での遊び仲間
すら、自宅に居ながらにして増えていく体験
をしている。インターネットを通したこうし
た人間関係の構築は、「Mixi（ミクシィ）」
やTwitter、「FaceBook（フェイスブック）」
に代表されるソーシャルネットワーキングの
普及によってより一般的になりつつある。

３つ目が「必要なものはダウンロードして
使うこと」である。iPhoneやiPadの普及によ
って、アプリケーションソフトや書籍、音楽
などいわゆる「コンテンツ」は、自分の好み
でダウンロードして利用する方法が習慣化し
つつある。

企業のITサービスは、Gen-Y世代における
この３つの当たり前にもとづく振る舞いが習
慣化していくことを前提にデザインしなけれ
ばならない時代になると推測される。

2	 ITの世界において
	 Gen-Yが果たす役割

ITサービスを提供する側からすれば、
Gen-Yの振る舞いはどのように映るのだろう
か。最初にいえることは、彼らは、携帯電話
端末やiPadがあればたいていの用事を済ます
ことができる人々だということである。

たとえば、インターネット証券のオンライ
ントレードを利用して株式の売買をしている
ユーザーを見れば、裏側にあるトレーディン
グの情報システムには関心がなく、自分にと
って有益な情報がいかに提供され、いかに早
く約定できるかに関心がある人々である。デ
イトレーダーなら操作は自宅のパソコンから
になろうが、時間に制約のあるサラリーマン
であれば、オンライントレードを携帯電話端
末から手軽に利用できることが望ましい。そ
ういった意味では、インターネットがつなが
ることが当たり前の世代とは、誰かがつくっ
たコンテンツ（IT）を利用することに慣れ
ている人々であるといえるだろう。

アプリケーションソフトを利用する際、
Gen-Yは携帯サイトやiPhone向けアプリケー
ションソフトを販売する「AppStore（アッ
プストア）」などから自分の端末にダウンロ
ードする。まずは無料のアプリケーションソ
フトをダウンロードし、気に入れば有料版を
ダウンロードするといった振る舞いをする。
同じアプリケーションソフトであっても無料
版は有料版に比べて利用できる機能に制約が
設けられている。アプリケーションソフトを
提供する企業側にとっては、無料版でいかに

「気に入ってもらえるか」が、有料版を多く
ダウンロードしてもらうための鍵となる。

一方、無料版であればアプリケーションソ
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フトに多少の不具合があってもクレームとな
るケースは少なく、企業側にとって無料版の
ユーザーは、むしろ不具合の報告を無償でし
てくれるありがたい人々である。ただし、
Gen-Yは、無料であるがゆえに自らの評価に
他のユーザーの評判も加味し、評判の良いア
プリケーションソフトにどんどん取り換えて
いく「浮気な人々」でもある。

なぜこのようにアプリケーションソフトを
次々と取り換えていくことができるのか。そ
の理由として、データがインターネット上の
サーバー（以下、クラウドサーバー）側に存
在していることが大きい。

一例としてTwitterを取り上げてみよう。
TwitterはパソコンからTwitterの公式Web
サイトにアクセスし、Webインターフェー
スで利用する。また、ツイッター（企業）
は、Twitter（サービス）にアクセスするた
めのAPI（アプリケーション・プログラム・
インターフェース）を公開しているため、
Twitterを利用するためのクライアントアプ
リケーションソフトを誰でも自由につくるこ
とができる。インターネットに流通している
のはこのクライアントアプリケーションソフ
トである。自らが発したメッセージや自分が
フォローしているアカウントなど、個人的に
設定した情報は、ツイッターのクラウドサー
バー側に記録されているため、クライアント
アプリケーションソフト側で保有している情
報は、Twitterのアカウントとパスワードだ
けである。この情報にしても、毎回サインイ
ンするのが面倒であるために保有している情
報にすぎない。

では、Gen-Yが数年後に社会の中核を占
め、Twitterを含めさまざまなITサービスを

利用する主力ユーザーとなるとき、Gen-Yの
振る舞いはアプリケーションソフトやITサ
ービスを提供する企業側にどのような影響を
与えるのだろうか。

クライアントアプリケーションソフトは、
その機能を着実に向上させていかなければ、
評判の良い他の同ソフトにすぐに置き換えら
れ使われなくなってしまう。すなわち、開発
したプログラムは短期間にどんどん置き換え
られていく、またはスクラップアンドビルド
のように、つくってもすぐに破棄しなければ
ならない事態が繰り返されることになる。こ
のことは、アプリケーションソフト開発に時
間とコストをかけることができなくなること
を意味しており、６カ月や１年かけて開発し
ても、その寿命が数カ月しか持たなければ、
いくら開発しても開発側が追いつかない状況
に陥る。

また、短期間で開発コストを回収せねばな
らず、大きなコストをかけて充実した機能を
提供しようとする試みは、逆にリスクが高ま
る。一般的に、顧客の多様性に対応すること
は新たなサービスの市場投入になるため情報
システムのライフサイクルの短縮化につなが
るが、そのユーザーであるGen-Yの振る舞い
が短縮化にさらに拍車をかけると考えられる。

これまでは、企業の顧客としてのGen-Yの
振る舞いを見てきたが、企業内のユーザーで
ある事業部門やITベンダーへの発注者とし
てのIT部門にもGen-Yは存在し、企業内情報
システムの開発に対してもGen-Yの振る舞い
が影響を与えることになる。

実際、ある企業が工事手配管理システムの
構築に際して提案要請を行ったときの事例を
紹介する。この情報システムが対象とする業
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務のポイントは、工事担当者の作業スケジュ
ールを調整し、作業が予定どおり進捗するよ
うにその分の要員を手配することであり、工
事担当者のスケジュールを管理する機能が求
められた。

この提案要請に対して大手のSI（システム
インテグレーション）ベンダーＡ社はプログ
ラムを一から開発するスクラッチ開発を、開
発期間６カ月、予算30億円で提案した。一
方、中堅のSIベンダーＢ社は、外部サービス
であるSalesforce.com（セールスフォース・
ドットコム）を利用し、不足している機能の
追加開発を、開発期間３カ月、予算３億円で
提案した。稼働後のランニングコストや維持
管理費用を考慮すると、一概にＢ社が安いと
はいえないが、初期コストやサービスインま
での期間に着目するならば、単に機能の充実
度合いや品質だけで、両社の差を合理的に説
明できない。今後、このように、外部サービ
スを使って早く安くつくることに抵抗のない
Gen-Y世代の特徴のような開発がますます増
えていくと予想される。

同様な動きに「コンシューマーライゼーシ
ョン」がある。この意味は、コンシューマー

（消費者）向けの技術が企業の情報システム
に取り込まれていくことを表している。1980
年代後半に起こったメインフレームからクラ
イアント・サーバーの時代への変化も、これ
まで個人が利用していたWindows（ウィン
ドウズ）パソコンが企業内で利用されるよう
になったからであり、2000年前後のWebコ
ンピューティングの時代からは、インターネ
ットやWebが企業の情報システムとして利
用されるようになった（図２）。そしてクラ
ウドコンピューティングの時代に突入しよう
としている現在、前述したGen-Yのような振
る舞いが、企業の情報システムでも「当たり
前」の時代になっていくことが十分予想され
る。

3	 Gen-Y時代の情報システムは
	 「3S＋C」

Gen-Yが主力ユーザーとなる時代における
企業の情報システムの姿はどうあるべきなの
か。携帯電話を端末として使用している事例
として、筆者が2010年５月に米国のアップル
ストアでiPadを購入したときに体験した実例
を紹介する。

図2　コンシューマーライゼーション

注）EA：エンタープライズ・アーキテクチャー、SOA：サービス・オリエンテッド・アーキテクチャー
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米国のアップルストアも、店舗自体は日本
国内と同様に、iPadを含めたアップルの商品
が展示され、手に取って操作を確認できるよ
うになっており、数名の店員が商品説明のた
めにフロアにいる。

店員にiPadを購入したいと伝えるとバック
ヤードに行き、商品の入った箱を持ってきて

「これでよいか」と確認を求めた。「OK」と
伝えると店員は腰にぶら下げたiPhoneを取
り出し、箱のバーコードをスキャンした。
iPhoneの画面には商品名と金額が表示され、
店員はそれを見せて筆者に確認させた後、筆
者 か ら ク レ ジ ッ ト カ ー ド を 受 け 取 る と
iPhoneに取り付けたクレジットカードリー
ダーで読み込んだ。カード会社とオーソリチ
ェック（与信照会）をした後、店員は筆者に
iPhoneを渡し、画面に指でサインするよう
に求めた。サインを済ませると店員は商品を
包装するために近くのテーブルに行き、その
テーブルの下に取り付けられた小型のプリン
ターで印刷したクレジットカードのレシート
とともに、包装された商品を筆者に渡し、そ
れで終わりであった。

すなわち、このアップルストアにはキャッ
シャーやPOS（販売時点情報管理）レジスタ
ーはなく、iPhoneとカードリーダーのアダ
プターでレジの機能を実現してしまってい
る。もちろん、小銭を扱うような店舗ではレ
ジレス店舗の実現は無理であるが、クレジッ
トカードでの購入が中心となる価格帯の商品
を扱う業態の店舗であれば、アップルストア
のこの方法は日本でも十分実現可能であろう。

この事例が特徴的なのは、普段自宅のパソ
コンや携帯電話端末などからインターネット
を利用してクレジットカードで商品を購入す

るスタイルに慣れた消費者が、実店舗でも同
じ感覚（スタイル）で商品を購入できること
である。また、隠れた利点として、レジに並
ぶことがないため、途中で「気が変わる」時
間を消費者に与えないことも、店舗側にとって
効率を高める要素になっていると考えられる。

これは、Gen-Y時代の情報システムの先進
事例であるが、このような情報システムを今
後構築していくためにはどのようにすればよ
いのだろうか。求められる要件を、①システ
ム構成、②開発方式、③利用技術、④開発体
制──の４つの視点で整理したい。

（1）	 システム構成

システム構成に求められる要件としては、
ライフサイクルの短いアプリケーションソフ
トを次から次へとサービスインしても、既存
の情報システムに与える影響は局所化されて
いるということである。すなわち、SOA（サ
ービス・オリエンテッド・アーキテクチャ
ー）を採用していることである。

しかし、日本企業の情報システムの多く
は、これまで、機能による競争力強化の実現
にとって最適な開発を行ってきたことから、
情報システム同士が密結合となっている場合
が多く、サービス単位での切り分けが難しい
構造になっている。そのため、SOAに移行
するには、全面再構築という一時的に大規模
なコストが発生し、SOA化になかなか踏み
切れない企業が多いというのが実状である。
ただし、事業環境の変化が今後も続いていく
ことを考えると、いつかは乗り越えなければ
ならないハードルであり、このハードルをう
まく乗り越えるためには、現行の情報システ
ムを「可視化」「標準化」しておくことが肝
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要である。
では、可視化はどのようにすればよいので

あろうか。人事や会計といったどの会社でも
比較的共通する業務、および顧客からの受注
以降、精算までの業務、そして経営管理のた
めの業務を対象とした情報システムから構成
されるものを、ここでは「バックオフィス系
システム」と呼ぶ。一方、営業や販売、顧客
管理など、顧客とチャネルするシステム群を

「フロント系システム」と呼ぶことにする。
加えて、フロント系システムとバックオフィ
ス系システムをつなぐためのデータ群を「セ
ントラルデータベース」と呼ぶ（図３）。

この３つのカテゴリーで現行の情報システ
ムがどのように配置されているのかを可視化
することによって、本来切れ目を持たせるべ
きところが密結合になっていないか、セント
ラルデータベースに格納すべきデータがシス
テム固有のデータベースとして点在していな
いかなど、SOA化に当たって手をつけなけ
ればならない対象があぶり出される。

一方、標準化については、ハードウェアや
採用製品といったシステム基盤の標準化も必
要であるが、SOA化に向けてはセントラル

データベースとフロント系システム、あるい
はバックオフィス系システムとのデータのや
り取りにかかわるインターフェースを標準化
する必要がある。これは、フロント系システ
ムのアプリケーションソフトが商品単位やサ
ービス単位に構成されるのに対して、バック
オフィス系システムは企業内の組織単位と結
びつきやすいからである。したがって、デー
タの取り扱いに関して基準とする時間や単位
が異なるため、データへのアクセスルールを
定めておかないとセントラルデータベース自
体が複雑化し、管理が難しくなる。このため
の標準化が、業務改善や維持管理を容易にす
るという点でもその意義は大きい。

また、サービスを提供するアプリケーショ
ンソフトにアクセスするためのインターフェ
ースを標準化し公開することで、情報システ
ムの利用者である顧客や社員が利用するクラ
イアントアプリケーションソフトを自由につ
くることができ、情報システムの利用率が高
まって、結果として多くのトランザクション
を生む土壌ができ上がると考えられる。

（2）	 開発方式

開発方式は現在でもウォーターフォール型
やスパイラル型、アジャイル型など複数存在
し、情報システムの特性によって使い分けら
れている。しかし、Gen-Y時代に入るとアプ
リケーションソフトのライフサイクルが短く
なることから、短時間での開発を実現する開
発方式を身につけなければならなくなる。一
般的に情報システムの開発は、品質（Q）、
コスト（C）、納期（D）の３つの条件の優先
順位を定めて計画を策定する。金融機関では、

　Ｑ＞＞Ｃ≧Ｄ

図3　SOAを意識した情報システム構成イメージ
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の優先順位が一般的であり、流通やサービ
ス業など売上高におけるIT投資額が１％未
満の業種では、

　Ｃ≧Ｄ＞Ｑ
となることが多い。これがGen-Y時代にな

ると、顧客向けのサービスは、
　Ｄ≧Ｃ＞Ｑ
に変化すると考えられる。すなわちGen-Y

時代とは、他社に先駆けてサービスインして
少しでも先行者利益を確保することを最大の
目標とし、サービスがコモディティ化（日用
品化）した瞬間に新たなサービスを投入する
というサイクルでビジネスを成長させていく
モデルに変化する。

このモデルにおいては、多機能・高品質な
情報システムは全く意味をなさない。ある程
度の水準の品質であれば、あとは頻繁なアッ
プデート（改修）により機能や品質を徐々に
高めていく戦術を取る。このスピード開発の
究極の期間として、開発の意思決定をしてか
らリリースまで最終的に72時間になるのでは
ないかと筆者は考えている。

現在、このモデルに一番近い業態は携帯電
話のキャリア（通信事業者）である。複雑な
多数の料金プランによる割引競争は、まさに

「浮気な」Gen-Yがメイン顧客である携帯電
話のキャリアならではの動向といえる。2010
年の「学割サービス」は、４月に中学や高校
への入学を控えた学生向けのプランのサービ
スを２月に開始する必要があった。この新サ
ービスを他社に先駆けて１月下旬に発表した
Ａ社がサービスインしたのは２月上旬であっ
た。Ａ社に遅れること１週間でＢ社が対抗サ
ービスを発表し、２月１日にはサービスを開
始した。発表からサービス開始までおよそ３

日間である。さらにＢ社の発表に遅れること
１週間でＣ社が対抗サービスを発表し、翌日
の２月４日にはサービスを開始した。

結果、一番最初に発表したはずのＡ社のサ
ービス開始が一番最後となってしまった。Ｃ
社のケースは、業務を現場に展開するスピー
ドの速さの勝利といえるだろうが、Ｂ社の場
合は業務を現場に展開するスピードと情報シ
ステム開発のスピードを同期させながら進め
た好事例といえる。Ｂ社のケースは実際に72
時間で情報システムを開発したのではなく、
事前に今後想定されるサービスを準備してお
り、Ａ社が発表したサービスの内容を受けて
初めてＢ社の対抗サービスが確定したことを
考えると、Ｂ社にはスピード開発の土壌がす
でにそろっていたといえるだろう。

スピード開発を実現するには、プロジェク
トの粒度を従来の考え方から変える必要があ
る。たとえば、従来ならば１つとして組成し
たプロジェクトを20個のマイクロプロジェク
トにすることで、１つのマイクロプロジェク
トが稼働するまでの時間を短縮することが可
能となる。また、従来の情報システム開発に
おいては、工程ごとに設計書や計画書などの
ドキュメントを多数作成し、レビューを重ね
ることで品質を確保したり、WBS（Work 
Breakdown Structure：作業分解図）による
進捗管理をしていたが、いくらマイクロプロ
ジェクトにしたからといって、これらすべて
を同じようにこなしていたのではとても時間
が足りない。一部のドキュメントの作成など
いくつかの手順は後回しにしなければならな
い。ただし、プロセスの証跡が求められる金
融機関では、手順の後回しができないため、
スピード開発は適さないといえる。
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（3）	 利用技術

ライフサイクルが短くなるなかで、コスト
を抑えた情報システムを構築するためには、
開発期間を短くする、すなわち開発量を減ら
すことを考えなければならない。そのために
は、パッケージ製品を活用したり、外部サー
ビスを活用することで自社開発量を減らすこ
とになる。ガートナーの調査によると、日本
のSaaS（サース：Software as a Service、サ
ービス型ソフトウェア）市場は2010年から14
年の４年間の平均成長率（CAGR）は12.1％
で、14年の市場規模は484億円になると予測
されている。日本のITサービス市場全体の
伸び率が毎年平均１％であることを考える
と、大きな成長領域であることがわかる。

海外でも中堅企業を中心に、すでにこの流
れが定着化する動きを見せている。米国でヘ
ルスケアサービスを事業とするＳ社は、新た
なCIOを迎え、外部サービス（SaaS）を積極
的に活用してITコストを低減した。同社の
CIOは自社開発に対してこのようにコメント
している。
「自分でつくればリスクもあり、それを維持
管理しなければならない。自社開発では、バ
ージョン１をつくると、通常バージョン２が
リリースされることはない。なぜなら、バー
ジョン１を維持管理するのに忙しいからであ
る。バージョン２や３に移行する金と時間が
ない」

また、外部サービスを利用しないことのデ
メリットについて、以下のようにコメントし
ている。
「もしSaaSを使っていなければ、ITスタッ
フがあと10人必要である。うち半分はハード
ウェアを含めたインフラの維持管理に充てな

ければならない。残りの半分はアプリケーシ
ョンソフト開発と維持管理に充てることにな
るだろう。そして今、SaaSで実現している
機能の30％程度しか完成していないだろう」

この新CIOのもと、Ｓ社は情報システムの
開発方法を大きく変えたことで、CIO就任後
１年半で、従来からのITスタッフの75％が
退職することになった。これまでのメインフ
レームでのウォーターフォール型の開発に慣
れきっているマインドセット（心構え）と、
新CIOが求めるマインドセットが大きく異な
ったためである。

このＳ社の事例のように、Gen-Y時代に向
けては、外部サービスを積極的に利用した情
報システムの開発は一つの解として有効と考
えられる。しかし、人材の流動化が米国ほど
激しくない日本では、ITスタッフのマイン
ドセットを切り替えないと生産性が上がら
ず、コストも削減できないという結果につな
がる。このように、日本のIT部門が解決し
なければならない課題はまだ存在する。

（4）	 開発体制

企業の成長に貢献するIT部門は、Gen-Y時
代に向けてどのような組織になるべきであろ
うか。それには、受け身体質になりがちな
IT部門が自立的かつ自律的な組織になるこ
とが求められており、そのためには２つのコ
ラボレーション（協業）ができる開発体制を
構築しなければならない。

１つは、IT部門とITベンダーのコラボレ
ーションによって新サービスの開発体制を構
築することであり、これの実現により事業部
門にビジネス価値を提供することができる。
このコラボレーションが求められる背景とし
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て、事業の拡大に伴って自社の情報システム
が大規模化・複雑化し、IT部門は情報シス
テム全体に精通する人材を持つことが困難に
なっている点がある。また、前述のように
ITコスト削減や開発スピードを上げるため
には、パッケージ製品や外部サービスの活用
は避けられない。もはやIT部門単独では新
サービスの開発どころか、自社の情報システ
ムを構築・維持していくことさえも困難な状
況にあるといえる。

この課題を解決するには、ITベンダーと
良質のパートナー関係を構築し、コラボレー
ションによって情報システム全体をカバーし
ていくという視点から、自社のITをマネジ
メントする組織に変貌させていくことが肝要
と考える。

もう１つは、IT部門が事業の展開スピー
ドの足かせとならないように、経営層や事業
部門と一体になった情報システムの開発体制
を構築することである。Gen-Y時代には、IT
によるビジネス価値の提供が常に要求される
ようになるが、ITだけでビジネス価値が創
造できる領域は限定的であり、その価値は経
営層や事業部門とのコラボレーションによっ
て創造する必要がある。たとえばIT部門が、
経営層に現在の自社のビジネスの状況をタイ
ムリーに示すことで経営層の意思決定のスピ
ードを上げるよう支援し、事業部門に対して
は営業活動のチャネルを広げ、新サービスを
提供することでトップラインを伸ばす支援を
する。

この２つのコラボレーションを実現する開
発体制を構築するに当たって、IT部門が考慮
すべきポイントは２つある。１つは、IT戦略
やIT中期計画が経営や事業部門とIT部門のコ

ラボレーションを実現する内容を記した成果
物になっていること、もう１つは、IT部門が
クリエイティブな業務に回帰することである。

IT部門にインタビューすると、以前のIT
部門には活気があり、新しい技術を使って情
報システムをつくり上げる楽しさがあった
が、現在は事業部門からの要請に応えるだけ
で精一杯で、かつトラブルを起こせないとい
うプレッシャーのなかで情報システムを構築
しているため、ストレスが大きく業務は楽し
くないという声が聞かれる。コラボレーショ
ンを単なる掛け声だけにしてしまうと、パー
トナーとなるITベンダーがIT部門のストレ
スのはけ口になるおそれもあり、それでは
IT部門は崩壊するのではないかという危機
感を強く感じる。これを回避するためにも、
IT部門はITのマネジメントだけでなく、以
前のようなクリエイティビティを取り戻すこ
とが重要な要素となってくると考える。

ここまで、Gen-Yが主力ユーザーとなる時
代の情報システムのあり方を４つの視点で論
じてきたが、キーワードは「SOA」「スピー
ド（Speed）開発」「外部サービス（Service）」

「 コ ラ ボ レ ー シ ョ ン（Collaboration）」 の
「3S+C」である（図４）。

図4　次世代の情報システムは「3S+C」

注）SaaS：サース（Software as a Service）

72時間 マイクロ
プロジェクト開発方式 スピード（Speed）

開発

システム構成 可視化SOA 標準化

外部サービス
（Service）

SaaS利用技術 クラウドコン
ピューティング

IT戦略・
IT中期計画開発体制 コラボレーション

（Collaboration）
クリエイ
ティブ回帰
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Ⅲ	 Gen-Y時代に向けた
	 企業のIT戦略

1	 情報システムがマネジメント
	 できなくなる日

2000年代初めから、ITマネジメントの分
野は、IT戦略、IT投資管理、IT組織管理、
情報システム管理──の４つの分野に体系化
され、現在この考え方は広く普及していると
いってよい。2010年以降20年に向けたトレン
ドでは、ITコストの削減要請は継続され、
情報システムはさらに複雑化していくと考え
られる。なかでも個々の開発プロジェクトは

マイクロ化し、短時間でのスピード開発が進
んでいくことを想定すると、従来のドキュメ
ントとレビューを中心としたプロジェクトマ
ネジメントの方法では、ライフサイクルの短
いプロジェクトに対しても多くの時間を必要
とし、そのための管理コストの比重も大きく
なる。そのため、いくつかの手順の簡略化を
考える必要が生じてくる。

従来のプロジェクトマネジメントは、開発
工程が上流から下流まで定められているウォ
ーターフォール型の開発モデルをもとに成熟
度を高めてきたが、Gen-Yが主力ユーザーの
時代になると、スパイラル型やアジャイル型
の開発スタイルが増加することが予想され
る。そのため、従来のプロジェクトマネジメ
ントの手法でプロジェクトをコントロールす
ることは難しい。システム全体を見れば、ウ
ォーターフォール型で開発する情報システム
とスパイラル型・アジャイル型で開発するシ
ステムとが混在することになるため、IT部
門は、それぞれの開発スタイルに適したプロ
ジェクトマネジメントを使い分けてコントロ
ールするようなスキルを身につけなければな
らない。

一方で、変化の少ない業務や金融機関のよ
うに、品質を担保しなければならない情報シ
ステムに対しては、従来型のITマネジメン
トが引き続き有効である。すなわち、自社の
情報システムのなかで、従来型でマネジメン
トするシステムと、Gen-Y時代に向けてスピ
ードとコスト優先でのマネジメントを行う情
報システムを選別しなければならない。第Ⅱ
章においてフロント系システムとバックオフ
ィス系システムという２つのカテゴリーに分
類したが、フロント系システム群はスピード

表2　ライフサイクルによるマネジメントのウェイトの違い

旧来型開発 72時間型開発

進捗管理 ● 成果物定義
● WBS（Work Breakdown 

Structure：作業分解図）作成

● タスクのパターン化
● チェックポイントによる
進捗確認

品質管理 ● 設計レビュー
● 品質管理項目
● 品質分析

● 最終レビューのみ
● バグの解消

コスト管理 ● 管理費目定義
● コスト実績収集、予実績管理

● 時間内で終われば追加コ
ストなし

リスク管理 ● 予見リスクの洗い出し
● リスクのモニタリング

● リスクが発現すれば、次
の72時間で対応

課題管理 ● 課題管理手順定義
● 課題の消し込みモニタリング

● 同左

変更管理 ● 変更要求管理
● WBS、コストへの反映

● 変更要求管理のみ

表3　少数精鋭チームの組成にかかわる試算

インハウス型 アウトソース型

IT組織規模 100人 20人
IT人材構成 企画・管理

インフラ
APL開発

10％
20％
70％

企画・管理
インフラ
APL開発

60％
10％
30％

新サービス対応 12～13人 1、2人
備考 IT投資比率から、新規：現行＝3：7

新規のうち60％が新サービス対応と想定
少数精鋭チーム構成 プロジェクトマ

ネージャー
サブリーダー
チームリーダー
パートナー

1人

4人
8人

24人

チームリーダー
パートナー

2人
6人

備考 チームリーダー：パートナー＝1：3

少数精鋭チーム数 8チーム 2チーム

注）APL：プログラミング言語の一種
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とコスト優先のマネジメント、バックオフィ
ス系システム群は従来型のITマネジメント
というように、システムのライフサイクルに
よって分類することが一つの解決策となりう
ると考える。このとおりであれば必ずしもプ
ロジェクトがうまくいくわけではないが、両
者の特性の違いは十分に配慮する必要があろ
う。表２にライフサイクルによるマネジメン
トのウェイトの違いを表してみた。

2	 Gen-Y時代の情報システムに
	 向けての課題と対処

ここまで、Gen-Y時代の情報システムの姿
について論じてきたが、実現に向けてはまだ
さまざまな課題が残されている。

１つは、開発者の確保である。開発スピー
ドを高めるためにプロジェクトを「細切れ」
にしたマイクロプロジェクトにした場合、企
画と開発でチームを分けていたのでは、両者
の認識を合わせる間に時間切れとなってしま
う。また開発においても、IT部門とパート
ナーで役割分担をしていたのでは、打ち合わ
せとレビューに大半の時間を費やすことにな
ってしまう。そのため、企画・開発一体とな
った「少数精鋭」型のチーム編成が求められ
ることになる。開発経験のある人材が不足し
ている現状のなかで、この少数精鋭チームを
どれだけ編成できるかによって、スピード開
発への対応力に差が生じることになる。

インハウスでの開発かアウトソース中心か
によっても、スピード開発への対応力は異な
ってくる。試算してみると、IT組織100人体
制のインハウス開発の場合は、少数精鋭チー
ムが８チームほど組成可能である（表３）。

一方、同20人ほどでアウトソース中心の開発
の場合では２チームほどしか組成できない。
この少数精鋭チームの人材をいかに早く確保
し、チーム数を増やしていけるかが企業の成
長スピードにも影響を与えることになるとい
えよう。

もう１つの課題は、外部サービスやパッケ
ージ製品を活用したシステム構築へ転換して
いくためには、有益（と思われる）サービス
を積極的に採用することができる「目利き」
の能力を手に入れることである。米国の
SaaS利用のＳ社の事例で見たように、これ
までの自社のシステム開発の制約にとらわれ
ない発想を活かす組織に転換しなければ、目
利きは育たない。そのためには、経営層が
ITの利活用について真に理解を示し、リス
クテイクできることが求められる。

最後に、本稿で示したGen-Yが主力ユーザ
ーとなる時代の情報システム像は、近い将来
確実にやってくると推測される。開発体制や
目利きなど人材の育成を考えた場合、その準
備にかけられる時間はあまり多くない。自社
の情報システムをあらためて再点検し、不足
している準備が何なのかを確認し、競合他社
に先駆けて手を打っていくといった判断が求
められていることを、CIOを含めた経営層は
認識すべきである。
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グローバルマーケティング組織改革
新 興 国 ニ ー ズ を 捉 え グ ロ ー バ ル 成 長 シ ナ リ オ 実 現 を 支 え る 仕 組 み

C O N T E N T S
Ⅰ　日系製造業が抱えている課題
Ⅱ　マーケティング組織改革の先進事例
Ⅲ　グローバルマーケティング機能に求められること
Ⅳ　グローバルマーケティング機能を確立するための各組織の役割
Ⅴ　グローバルマーケティング機能の強化に向けて

要約

NAVIGATION & SOLUTION

1	 世界経済の重心が新興国にシフトしている市場環境の変化を受け、日系製造業
は、商品企画・開発機能の現地化や、製品事業軸経営と地域軸経営のバランス
化、現地でのサービス展開に伴うマーケティング機能の強化など、グローバル
マーケティング機能の再設計の必要に迫られている。

2	 そのなかで、新興国事業で高い成長を実現しているシーメンス、ソフトウェア
統合のノウハウを全世界で標準化することでソリューション事業の横展開を進
めるIBM、顧客層軸でグローバルに市場展開する米国情報機器会社Ａ社の事例
は示唆に富む。

3	 マーケティング組織のグローバル化への改革の方向性には、①複数の事業部門
を横断する事業開発機能、②地域に軸を置いたマーケティング機能、③地域で
の成功事例を他地域に横展開するためのプラットフォーム機能──がある。

4	 グローバルマーケティング機能を確立していくためには、①本社のグローバル
マーケティング機能、②地域統括会社、③事業部門──の３つの役割を明確に
設計しなければならない。

5	 グローバルマーケティング機能強化のためには、①グローバル人財ローテーシ
ョンによる人財育成、②本社グローバルマーケティング組織、地域統括会社、
事業部門が参画するグローバルマーケティング会議の開催、③地域統括会社長
の権限強化と責任・権限の明確化の仕組み──が必要となる。

久保田洋介青嶋  稔
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Ⅰ	 日系製造業が抱えている課題

世界経済の重心は、中国やインドを中心と
した新興国に移っている。また、日系企業の
グローバル化の発展段階も、世界戦略商品の
グローバル展開という従来のステージから、
対象とする地域や価格帯の拡がりによる市場
拡大に伴う、より細分化された仕様の商品に
よるグローバル展開のステージへとシフトし
ている。

こうした市場環境の変化を受け、日系製造
業は、商品企画・開発機能の現地化や、製品
事業軸経営と地域軸経営のバランス化、現地
でのサービス展開に伴うマーケティング機能
の強化など、グローバルマーケティング機能
の強化と再設計の必要に迫られている。

1	 商品企画・開発機能の現地化
新興国の勃興により企業の地域別売上高構

成は大きく変化しており、今後もその傾向が
続くことになろう。販売というバリューチェ
ーン（価値連鎖）の川下の比率が変化するこ
とに伴い、マーケティングや商品企画、開
発、調達、生産、物流という川上の各バリュ
ーチェーンの見直しが必要となっている。

果たして商品企画・開発拠点は、日本を中
心とした先進国立地でよいのだろうか。自動
車や家電業界では、中国やインドなど主要新
興国市場でのマーケティング、商品企画・開
発拠点の設立がすでに進んでいる。他の業界
の企業にしても、両業界がユーザーの地域性
嗜好が高い特殊な事業だから新興国市場での
現地化を進めざるをえないのだ──と、他人
事として見ていてはならないと思われる。

多くの企業に共通するグローバル化の悩み

は、新興国での事業拡大に際して、ローコス
トのものづくりと品質のバランスをどのよう
に実現するかである。従来、日系企業は商品
品質の高さを強みとしてきたが、現在は、ロ
ーコスト化のために品質という聖域にどの程
度メスを入れるべきなのかという、高度な問
題意識が求められているのである。

その問題解決には、新興国で成功している
欧米や韓国企業を中心とする競合他社がどの
程度の品質で市場シェアを獲得しているのか
を調査し、新興国のユーザーが許容する品質
はどのレベルなのかというマーケットイン

（ニーズのくみ取り）での品質基準が構築で
きる体制が求められる。

2	 製品事業軸経営と地域軸経営の
	 バランス化

個別の製品事業部の壁を取り払い、複数の
事業を横断して市場開拓を強化していくこと
の必要に迫られている企業は多い。

たとえば、インフラ系製造業では、現地の
中央政府や地方政府との関係構築や働きかけ
が重要となるが、そうした機能は、個別事業
単位ではなく、地域という軸で事業横断的に
進めるのが有効であるケースが多い。

海外展開の進捗が事業部ごとに異なる企業
では、海外展開で先行する事業部の人脈やノ
ウハウを地域軸という斬り口で水平展開して
いく必要もあろう。新興国を中心に市場が存
在していることがわかっていても、事業部単
独の海外展開であったことからなかなか成果
が上げられず、欧米韓などの海外勢に市場シ
ェアを奪われている企業も多い。

特に新興国での事業はリスクも大きいた
め、事業部任せとせず、全社単位あるいは地
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域軸でリスクテイクしていく体制を構築しな
ければならない。

3	 製品輸出から現地サービス展開に
	 伴うマーケティング機能の最適化

日系企業ではこれまで、欧米を中心に、自
社の主要市場を見てから製品開発をし輸出す
るという日本発のグローバル化が中心であっ
た。しかし前述の新興国市場の拡大ととも
に、さまざまな業界で現地でのサービス化が
進んでいる。

たとえば事務機業界では、複写機やプリン
ターの製品輸出というビジネスモデルから、
各国に応じた機器の最適配置やIT（情報技
術）サービス化に変わってきている。それに
伴い、日本本社がグローバル全体を一極的に
所掌するマーケティング機能には無理が生じ
始めている。それに対応するには、現地統括
会社のマーケティング機能を強化してサービ
ス化を推進すると同時に、日本本社のグロー
バルマーケティング組織は、サービス化に成
功している地域のノウハウをグローバル規模
で共有化し、それを他地域に横展開するとい
う機能を強化しなくてはならない。

製品の販売であればその輸出入はわかりや
すいが、形のないサービスの他地域への横展
開となると一筋縄にはいかず、高度なマーケ
ティング機能が求められる。

また、重電などの業界でも機器の輸出にと
どまらず、EPC（Engineering、Procurement、
Construction）と呼ばれる現地での設計、調
達、建設といった付帯ソリューション（課題
解決）提供の要求が高まっている。EPCには
高度なプロジェクトマネジメントが欠かせ
ず、そのノウハウは、単独の事業部や地域に

閉じることなく全社で共有化されるべきで、
それには本社グローバルマーケティング組織
が中心となってノウハウの水平展開を推し進
めていく。

一方、調達の領域では、現地サプライヤー
（供給者）のネットワーク開拓なども事業部
と連携する形で本社グローバルマーケティン
グ組織が推進し、奏功している企業もある。
製品輸出だけでなくサービスの現地展開に伴
い、日系製造業にはマーケティング機能の見
直しと強化が求められている。

Ⅱ	 マーケティング組織改革の
	 先進事例

1	 新興国ニーズに徹底的に密着し、
	 商品企画・開発と密なる連携を
	 するシーメンス

ドイツのシーメンスは市場密着型のマーケ
ティングを展開している。同社の本社は現地
に根を張った各地域統括会社を通してマーケ
ティングを展開している。地域統括会社が地
域密着型のマーケティングを展開して顧客ニ
ーズ・現地ニーズを徹底的に探索・分析し、
現地発の商品企画と開発を行っているのであ
る。

日系企業の場合、通常は高い製品仕様を前
提に開発するが、シーメンスは製品仕様を、

● M1：超ハイエンド製品仕様・プロジェ
　　 クト

● M2：先進国向け仕様
● M3：BRICs（ブラジル、ロシア、イン

ド、中国）など新興国向け仕様
● M4：低所得層であるBOP注1向け仕様
──の４段階に分けている（表１）。つま
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り、同社は現地に根差したマーケティングを
展開することで、現地ニーズを見極め、それ
により展開する製品仕様を決定しているので
ある。

また、シーメンスは「シーメンスワン」と
いう大型の横断型事業により、各地域におい
ても事業横断的なマーケティングを展開して
いる。これは、ドイツ本社が重点地域をグロ
ーバルに決定し、たとえば中国の上海などの
重点地域に対して、事業部門単独では展開で
きない事業横断的な大型案件を、全社プロジ
ェクトとして展開していくものである。

同社は中長期戦略策定プロセスとして「メ
ガトレンド」を策定し、世界で起きる変化の
潮流を、

①都市化
②高齢化などの人口動態
③地球温暖化に代表される気候変動
④世界貿易額増加とグローバル企業の増大

などのグローバル化
──の４つの視点で15年程度先まで捉えて

いる。そのうえで、自社の市場はどこにある
のか、市場機会はどこにあるのかを捉えてい
る。

メガトレンドのなかでシーメンスが着目し
ているのは、都市化と人口動態、グローバル
化の動きである。人類の平均寿命は46.4歳 

（1950年）から72歳（2025年予測）と高齢化
し、それに伴い世界の医療需要は増加すると
見ている。また、2010年に69億人だった人口
は、2025年には80億人に増加し、その95%が
途上国の増加で、30年には60%の人が都市部
で生活すると予測している。

こうした予測に基づき同社が力を入れてい
るのが、BRICsを中心とする新興国向けの医

療機器事業「スマート（SMART）」である。
ス マ ー ト と は、Simple、Maintenance 
Friendly、Affordable、Reliable、Time to 
Market（簡単、メンテナンスがしやすい、
安価、高い信頼性、需要にタイムリーに対応
し供給）の略である。

前述のように、シーメンスは製品の仕様基
準をM1からM4までに分け、M3を新興国向
け製品仕様と定めている。特に医療機器は、
上述のように高齢化と都市化のトレンドを受
け、新興国での戦略事業となっており、中
国、インドを中心にスマート戦略を展開して
いる。

同社のグローバルマーケティング上、重要
な役割を果たしているのがコーポレートテク
ノロジー（研究開発部門）である。コーポレ
ートテクノロジーは中国やインドなどに開発
拠点を持ち、中国であれば農村部の診療所の
ニーズを徹底的に調査し、現地ニーズに対応

表1　シーメンス製品仕様セグメント

M1 ● 先進国向け、または高品質を要求し、かつ支払い能力のある企業向
けに、最高品質の製品とソリューション（課題解決）を開発、製造、
販売する。対象市場は先進国および高度なプロジェク卜

M2 ● M1と同じくハイエンド製品を開発、製造販売する。対象市場は先進
国であるが、その他の国の場合では、高仕様を要求する階層や政府
系プロジェク卜が対象

M3 ● SMARTの主要対象市場。 国別では新興国、特にBRICsに重点を置く。
シーメンスが新興市場として認識する国・地域は、中国、中央アジ
ア、インド、ロシア、ブラジル、その他の中南米諸国、東欧、中東、
アフリカ

● SMART向け製品として予算が制約される顧客である場合は「M3」
に該当

● しかし、先進国向けにもSMART仕様の製品を販売し、オプション
を追加してグレードアップできる拡張性を備えている

Ｍ4 ● 新興国にもBOPに該当する農村や地域が多数ある。今後は所得増
加と都市化、生活水準の発展を期待できる中国、インド国内など
BRICsや低所得国の農村部に比重を置く

注）BOP：ボトム・オブ・ピラミッド（稿末注1参照）、BRICs（ブラジル、ロシア、
インド、中国）、スマート（SMART）：Simple、Maintenance Friendly、Affordable、
Reliable、Time to Market（簡単、メンテナンスがしやすい、安価、高い信頼性、
需要にタイムリーに対応し供給）
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してCT（コンピュータ断層撮影）スキャナ
ーの単価を低減するなどし、中国における医
療機器事業でスマートを中心に高い成長を遂
げている。

こうしたマーケティング活動が示唆するの
は、ドイツ本国から地域のニーズを手探りで
調査し、それを基に本社が商品を企画・製造
して輸出、現地は販売とマーケティング活動
に専念するということをしていたのでは、急
変する新興国で市場シェアが取れないという
ことである。

需要の中心が先進国から新興国に移ってい
る現在にあっては、グローバルマーケティン
グ活動は、商品企画・設計開発と密に連携す
る必要がある。つまりシーメンスの事例は、
マーケティングと商品企画が共に現地に密着
した形で地域ニーズを把握し、それを迅速に
製品仕様に落とし込んで設計し、短期間のう
ちに量産するといった体制でないと、グロー
バルマーケティング展開はできないというこ
とを示している。

また、同社は、前述のようにシーメンスワ
ンという大型事業においては、事業部門横断
的なテーマ開発を地域軸主導で行っている。
今後大きく成長が見込まれる新興国の都市開
発などの重点戦略を本社のコーポレートテク
ノロジーが策定し、コーポレートテクノロジ
ーの出先である地域統括会社にシーメンスワ
ンの地域実行チームを組成する。

こうした事業では現地政府の有力人財との
人脈形成など、個別の事業に閉じずに事業横
断的な取り組みがなされ、それにより、シー
メンスが持つエネルギー、インダストリー

（FA〈ファクトリーオートメーション〉、交
通システム、照明事業）、ヘルスケア（医

療）といった分野横断的な事業開発が実現し
ている。

2	 ソリューション資産を全世界で
	 標準化する仕組みを構築したIBM

グローバルマーケティング機能を展開する
うえで多くの企業の課題となっているのが、
先進国を中心に比率が高まっているサービス
やインテグレーションの成功事例を、地域の
横展開にいかにつなげていくかである。

製品を販売するだけではなく、サービスの
比率を上げていくことは、多くの製造業でも
戦略目標となっている。つまり、モノだけを
売るのではなくサービスも含めて販売すると
いう戦略である。

IBMはグローバルで転用できるソリューシ
ョン資産について、その開発コストを米国本
社が一部負担するのと引き換えに、各地域会
社は開発投資効率を上げるために、本社にソ
リューションアイデアを積極的に開示する仕
組みを持っている。これは「グローバル標準
資産認定」と呼ばれる制度で、地域会社はそ
の地域の顧客ニーズを捉えつつ、そのソリュ
ーションを他地域に横展開できる可能性があ
れば、本社に対してソリューション開発申請
をする。本社は、グローバルで転用が可能な
ソリューションであれば、その申請をグロー
バル標準資産として認定し、開発コストを一
部負担し、グローバルで見たときの開発効率
を高めている。具体的事例に、日本IBMが開
発した「zCT」（システム変更負荷軽減サー
ビス）がある。

2008年10月、日本IBMは、メインフレーム
OS（基本ソフト）のバージョンアップ支援
サービスとして、ミドルウェア更新・アプリ
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ケーションソフト影響調査・移行テストなど
をパッケージ化したzCTを発表した。

本社に対して日本IBM側は、このzCTは
「バージョンアップが遅れているアジア諸国
の顧客に横展開できること」をアピールし、
本社からグローバル標準資産に認定されて開
発費用の一部が負担されたことで開発は６カ
月で完了し、コスト・時間ともに効率化・削
減が実現した。

多くの製造業は、グローバルでのサービス
の売り上げ比率を高めることを検討してい
る。これは、本社事業部門単体の売り上げに
は入らない現地での売り上げ比率が高まるこ
とを意味する。グローバルマーケティング機
能を高めるには、こうした現地サービスのカ
スタマイズ要望を集約する機能が必要になる
が、かといって要望にすべて本社で対応して
いたのでは、顧客ニーズへの迅速かつ低コス
トでの対応は難しい。

共通のプラットフォームは本社事業部門が
提供し、それを利用した地域向けカスタマイ
ズで他地域への横展開の可能性があるソリュ
ーションは本社が買い取り、それを他地域へ
も展開しているIBMの事例は示唆に富む。

3	 顧客層軸を徹底的に強化し、
	 グローバルに地域横展開を
	 進める米国情報機器会社Ａ社

Ａ社は情報機器事業を展開する米国系のグ
ローバル企業である。そのユニークなビジネ
スモデルにより、短期間で高いグローバルシ
ェアを獲得した。

同社の特徴は、顧客層軸でのソリューショ
ンを徹底したことにある。具体的には、米
州、 日 本 を 含 む ア ジ ア パ シ フ ィ ッ ク、

EMEA（Europe, the Middle East and 
Africa：欧州、中東・アフリカ）の地域統括
会社内において、個別地域軸の統制は最小限
とし、顧客層軸での地域横断的な展開を徹底
している。

同社の製品はほぼ単一であることから、ソ
リューション顧客層は対象者の規模による区
分となる。具体的には大企業（さらに業種
別）、公共機関、中堅企業、一般消費者の４
つの顧客層に分類される。

単一製品ということもあり、同社が得意と
する中堅企業顧客層のソリューションには地
域性がほとんどなく、インターネットと電
話、訪問販売のクロスセルのビジネスモデル
を横展開することが可能である。

中堅企業向けビジネスユニットの本部はシ
ンガポールにある。アジアパシフィックに所
属する日本法人のマーケティング人財は、日
本法人社長へのレポートラインはほとんど持
たず、シンガポールの中堅企業向けビジネス
ユニット長にレポートしており、グローバル
に散在する中堅企業向けマーケティング人財
の評価と人事権もシンガポール本部が握って
いる。

このようにＡ社が顧客層軸に重点を置くの
は、企業規模別ソリューションが他地域に横
展開しやすいということがある。単一製品の
ため同社に地域性の差異が少ないことは前述
のとおりで、そのことから、地域ごとの特殊
性を配慮して地域軸を強めるより、顧客層軸
による他地域への横展開を重視するほうがよ
りメリットが大きいのである。

そのため、同社は地域横断のノウハウ共有
を目的に、営業やマーケティングなど機能別
の各責任者を集めてグローバル会議を開催し
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ている。これは単に成功事例を共有するにと
どまらず、営業、マーケティングともに成績
が良い地域がグローバル会議のホスト役とな
り、成績が悪い地域に対してノウハウを伝授
しながら、成績が上がらない地域の底上げも
図っている（図１）。

Ⅲ グローバルマーケティング機能
 に求められること

グローバルマーケティング機能を確立する
には、

①製品単品販売ではなく、サービスや他の
商材と組み合わせてソリューションを展
開する事業部門横断の大型事業開発機能

②地域に軸足を置いたマーケティング機能
③地域での成功事例を他地域に横展開する

プラットフォーム機能
──を構築する。

1	 事業部門を横断する
	 大型事業開発機能

先進国においては、製品単品販売から脱却
し、サービスやインテグレーションを組み合
わせた形で提供していかなければ、もはや競
合他社と差別化するのは難しい。一方、新興
国でも、製品単体のマーケティングでは顧客
ニーズに十分な訴求はできない。

たとえば、新興国の病院建設需要は旺盛で
あるが、医療機器販売といっても、新規病院
にどのような機器を設備していくべきかとい
った設備配置のコンサルティングから、病院
全体のコンサルティングまで含めたニーズが
強い。同じようにFAのニーズも、最終目的
は生産ノウハウやライン設計にあり、FA機
器を単体で導入するのではなく、どのような
ライン設計にすれば生産性が高まるかといっ
たコンサルティングも含めた機器販売に対す
るニーズが高い。

先進国であれば、設備投資に対するこうし
たノウハウはある程度顧客側にあるため、顧
客が仕様を決めることができるが、新興国の
場合それは難しい。

グローバルマーケティング機能に求められ
ることとして、単に製品単品を販売するだけ
ではなく、顧客ニーズを理解し、顧客に対し
て設備投資の考え方や生産性を高めるための
設備全体の設計機能まで提供する必要があ
る。

製品事業部門単独で海外展開すると、製品
単品単位の事業展開にしかならない。しかし
ながら、複数製品でグローバル化をする場合

図1　米国情報機器会社A社における顧客層別マーケティング組織

注）APJ：Asia pacific & Japanの略（アジアパシフィックおよび日本）EMEA：Europe,
the Middle East and Africaの略（欧州、中東・アフリカ）、SMB：Small and Medium
Business（小・中規模ビジネス）
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は、製品同士を連携させることでソリューシ
ョン力が強化されたり、各製品事業部門の販
売やサービスを共有化することによって事業
基盤が強化されたりと、製品単品で海外展開
するよりも多くの売り上げを期待できるケー
スも多い。

複写機メーカーの製品である複写機、プリ
ンター、ソフトウェア、大型のプロダクショ
ンプリンターなどは、ばらばらにマーケティ
ングをしていたのでは営業効率が悪い。ま
た、これらの機器は製品単品購入されるので
はなくMPS（マネージド・プリント・サー
ビス）と呼ばれる被写機のシステム運用まで
含めて購入したいという顧客ニーズが強い。
このような場合、製品事業部門別にグローバ
ルマーケティング戦略を立案することはあま
りにも効率が悪い。グローバルマーケティン
グ機能のなかで、製品横断的なメニューの開
発や大口顧客への提案促進など、新たな事業
開発を行う機能が必要となるのである。

2	 地域に軸を置いた
	 マーケティング機能

グローバルマーケティング機能を構築して
いくには、製品、地域、顧客層といった３つ
の軸を置いて、そのなかでも地域軸を重点に
する。特に成長著しい新興国は地域性が強
く、その地域ニーズをいかに現地で理解し、
それを商品企画と開発にフィードバックさ
せ、現地仕様の商品を迅速に提供できるかが
非常に重要になる。

シーメンスのスマート事業やシーメンスワ
ン事業は、地域に軸足を置いた活動である。
またサムスン電子、LG電子の新興国での事
業も、地域に軸足を強めに置いた展開が成功

の秘訣となっている。
また、新興国でのブランドの浸透は、商品

ブランドではなく企業ブランドの浸透であ
り、それは同地域で事業展開していくための
事業基盤である。たとえば、大手家電メーカ
ーが商品別にチャネル開発をしていたのでは
効率が悪い。ブランド投資・チャネル開発な
どは商品軸ではなく、地域軸を強く持つこと
による横断的な事業でなければならない。

日系企業は技術面でのイノベーション（革

図2　地域軸マーケティングと現地企画による現地ニーズ基点での商品
　　 開発
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図3　現地ニーズの発掘と商品開発サイクル
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新）による差別化で市場を創造してきたが、
今後は地域に軸足を置いた顧客ニーズ訴求、
および顧客価値でのイノベーションで市場を
創造し、差別化していく（前ページの図２）。
現地でマーケティングと商品企画とが一体と
なって活動することによって、現地ニーズに
基づいた商品企画と開発やチャネル教育、サ
ービスのサイクルを回していく（前ページの
図３）。

3	 地域での成功事例を他地域に
	 横展開するプラットフォーム
	 機能

ある地域での成功事例がその地域だけにと
どまることで、他地域への展開が実現せず機
会損失が起こるケースは多い。

GE（ゼネラル・エレクトリック）が開発
した新興国向けの小型超音波診断装置は、先
進国でも販売したことで、新たな需要を生み
出した。これにはローカル・グロース・チー
ムと呼ばれる組織が新興国ニーズを深耕して
製品を開発し、新興国で成功した製品を先進
国の救急、災害現場、往診、僻地医療などに
も展開、その後、先進国市場でのその実績を
新興国市場にあらためてPRし、さらなる拡
販に成功している。

地域の成功事例をその地域にとどまらせず
他地域に横展開するには、そうできるよう、
カスタマイズの余地を残して製品を設計する
ことと同時に、地域での成功事例を他地域に
横展開させるための機能が必要である。

IBMのように他の地域で横展開の可能性が
あるカスタマイズ製品を本社が買い取り、標
準資産として他地域への横展開を促進するこ
とも有効な仕組みである。

複写機メーカーは一般に、カスタマイズ可
能なソフトウェアプラットフォームを機器上
に載せている。カスタマイズを実施するのは
現地であり、日本本社は現地でカスタマイズ
することが可能なソフトウェアプラットフォ
ームを提供しているだけである。

また、各地域の成功事例を本社が収集し、
他地域に展開できる場合は、本社が他地域へ
の横展開の旗振りをしている。

すなわち成功事例の横展開をするには、そ
のための機能、および現地ニーズに合わせて
ある程度カスタマイズできるプラットフォー
ムの両方がなければならないのである。

Ⅳ	 グローバルマーケティング機能
	 を確立するための各組織の役割

グローバルマーケティング機能を確立する
ためには、

①本社のグローバルマーケティング組織
②地域統括会社
③事業部門
──の３つの組織の役割を明確に設計しな

ければならない（表２）。

1	 本社グローバルマーケティング
	 組織の役割

複数製品の事業を有する企業の場合、製品
単独でのグローバル化では顧客起点でのマー
ケティングの実現は難しくなっている。グロ
ーバル展開を実現するには、事業部門横断的
な事業開発、成功事例を地域横断的に展開す
る地域横展開機能、事業部門に対する支援機
能としての本社グローバルマーケティング組
織──が必要となる。



55グローバルマーケティング組織改革

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2011 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

ケティング会議を開催し、地域統括会社長や
事業部門責任者を一堂に集めて、地域軸での
議論を行っている。

ここでは地域統括会社長が地域の市場動向
および事業機会をプレゼンテーションし、そ
の情報に基づいて、各事業部門が地域でどの
ように事業展開するのか、地域の個別大口顧
客に対して事業部門が連携して展開できるソ
リューションは何かについて議論している。
このグローバルマーケティング会議を通じ
て、事業部門最適の議論から地域での最適
化、および地域内部でのリソース（経営資
源）の共通基盤化を促進している。

一方、新興国での事業拡大は、グローバル
でのカントリーリスクの管理レベルの向上を
伴う。本社グローバルマーケティング組織
は、世界各国・地域という観点から、自社の
事業ポートフォリオ（配分）が適正なバラン
スになっているかに目配りする必要がある。
特に鉄道や電力などのインフラ系やその他の
受注型事業の製造業は、カントリーリスクと
事業規模を管理する必要性が高まっている。
そうした企業では、外部機関によるカントリ

本社グローバルマーケティング組織が担う
べき機能は、

● 事業部門単独では難しい地域マーケティ
ングに基づく事業横断的な事業開発の促
進

● 各地域での成功事例の横展開促進
● 現地ニーズに対応したカスタマイズが展

開しやすい、商品開発部門と連携したプ
ラットフォームの構築

──などである。
地域軸での地域戦略も、地域統括会社の機

能が立ち上がれば現地主導による展開も十分
に可能であるが、グローバル化初期の段階で
は、本社グローバルマーケティング組織が策
定支援をしなければいけない。つまり、グロ
ーバル化初期の段階では本社主導の展開とな
り、本社グローバルマーケティング組織は事
業部門の背中を押しながら地域での事業展開
を促進するとともに、地域統括会社が現地視
点で地域戦略を策定することを支援しなけれ
ばならない。

日本の家電メーカーＢ社は、本社グローバ
ルマーケティング組織主催でグローバルマー

表2　各組織と機能の関連

部門と機能 事業横断的事業開発機能 地域軸マーケティング機能 プラットフォーム機能

本社グローバルマーケ
ティング組織

● 事業部門単独ではできない事業
横断的事業開発テーマ決定と推
進

● グローバルからの各地域起点での
顧客ニーズ変化の分析と重点地域
の決定およびリソース割り当て

● 事業部門、地域統括会社との連
携による、地域ニーズに対応で
きるカスタマイズ可能なプラッ
トフォーム機能の構築

● 成功事例の横展開

地域統括会社 ● 地域における事業横断的事業開
発テーマの推進

● 地域での市場機会探索とマーケティ
ングインテリジェンス機能注

● グローバルマーケティング会議に
おける地域市場機会の提案

● 地域におけるマーケティング調
査などマーケティングインテリ
ジェンス機能の共通事業基盤化

事業部門 ● 事業横断的事業開発テーマに対
するリソース（経営資源）提供

● 把握できた顧客ニーズからの製
品開発へのフィードバックと現
地対応製品の企画

● 重点地域に対する現地へのリソー
ス投下と地域統括会社と連携した
現地ニーズの収集

● 事業別の現地でのマーケティング
機能の展開

● 各事業部門商品へのプラット
フォーム開発と搭載

注）マーケティングインテリジェンス機能（顧客および見込み客）を理解するための情報の収集と分析を行う機能
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ーリスクのスコアリングに加え、重点国につ
いては現地政府や金融機関へのヒアリングを
通して各国のリスクを評価し、リスクが高い
国に対しては目標利益率を高く設定したり、
事業投資のシーリング（限度）枠を設定した
りして、リスクとリターンのバランスを全社
的に図る。

2	 地域統括会社の役割
地域統括会社は地域マーケティングを展開

する主たる組織である。地域統括会社は、本
社グローバルマーケティング組織のまさしく
現地の出先として機能し、本社として、事業
に横串を通す共通基盤となる必要がある。

ブランド構築、地域でのマーケティング調
査、チャネル開発のための調査とチャネル開
拓機能などは、地域のシェアードサービス

（間接業務の集約化）として展開しなければ
ならない。

P&G（プロクター・アンド・ギャンブル）
が展開するGBS（グローバル・ビジネス・サ
ービス）部門は、シェアードサービスだけで
はなく、マーケティング調査機能も提供して
いる。GEのグループ企業である経営コンサ
ルティング会社ジェンパクトも同様である。
新興国を含め多くの国で事業展開をしていく
ためのグローバルマーケティング機能におい
ては、マーケティング調査などを製品事業横
断で行い、共通基盤化することが必要とな
る。また、地域の有力顧客との関係づくり、
政府との人脈づくりなども共通基盤として地
域統括会社が提供することが求められる。

こうした役割を、多くの日系企業では事業
部門がばらばらに行っている。たとえばある
事業部門が持つ政府との有力な人脈、共通化

できるチャネルとの関係性、環境規制等への
対応などが事業部門に閉じた経験となってし
まい、他事業部門に活かされないという不効
率が生じている。このような経験知は、事業
部門に閉じることなく、地域で事業展開する
うえでの共通基盤としなければならない。

コングロマリット企業のように複数事業を
有する場合、新興国への展開が早い事業と遅
い事業のパターンがある。あるコングロマリ
ット企業では建設関係が最も早く、インフラ
と家電がそれに続き、情報システムは最後で
あることが多いという。こうしたケースで
は、グローバル化および市場開発で先行する
事業部門のノウハウや人脈をいかに次に続く
事業に活かすかも重要となる。

3	 事業部門の役割
事業部門は事業戦略を策定し、グローバル

化を事業視点で進めることが役割で、事業軸
での売り上げと利益の最大化をねらう。

事業と地域の採算責任は事業側のほうが強
めのケースが多い。ただし、マーケティング
においては地域軸を強めに持たせる議論と組
織論とは一致しない。つまり地域に軸足を強
めに置き、地域統括会社が予算を持って展開
するとしても、最終的な事業責任は事業部門
側が強いのである。後は予算作成とマーケテ
ィング計画作成プロセスのなかで組織間で協
議をしながら、地域での目標設定をしていく
ことになる。

予算は各事業部門単位で策定されながら
も、全社としてのこうした大型テーマを地域
に落とし込むプロセスのなかで、地域での事
業別予算とテーマに割り振ることが大切であ
る。
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この段階でのコンフリクト（利害衝突）
が、マーケティング上でも目標設定のコンフ
リクトとなる。

事業と地域のマトリックス注2のなかでグ
ローバルな事業機会をいかに最大化するか
が、グローバルマーケティング機能を設計す
るうえで最も重要な視点である。これまでの
事業部門単独でのグローバル展開では勝ち残
るのが厳しくなった今、グローバルマーケテ
ィング機能で求められているのは、地域での
事業横断型、すなわち地域における軸足を強
めることである。

こうしたなかで、事業部門は単独事業での
採算責任を持ちつつも、地域における事業横
断テーマや事業横断的な事業開発にリソース
を振り分け、事業部門単独ではできないスト
レッチング（柔軟）な成長領域をつくり出さ
なければならない。

つまり、マーケティングを自部門の商品視
点から、グローバルな大口顧客や地域という
顧客視点に置き換えて、地域別にカスタマイ
ズが可能なソリューションプラットフォーム
の開発を行い、地域での事業横断的事業開発
テーマに対してエース人財を派遣しながら地
域ニーズを吸い上げ、新しい製品開発へと活
かす機能を持つのである。

Ⅴ	 グローバルマーケティング機能
	 の強化に向けて

事業と地域のバランスを図りながらグロー
バルマーケティング機能を強化するには、

①グローバル人財ローテーションによる人
財育成

②本社グローバルマーケティング組織、地

域統括会社、事業部門が参画するグロー
バルマーケティング会議

③地域統括会社長の権限強化と責任・権限
の明確化

──の仕組みが必要となる。

1	 グローバル人財ローテーション
	 による人財育成

前述した事業と地域間での目標設定にはコ
ンフリクトが生じるが、こうしたなか、地域
と事業のバランスを図りながら事業全体の達
成目標数字を地域別目標値と地域別重点事業
開発テーマに落とし込むには、同一人財にそ
れぞれの機能を経験させることが有効な手段
となる。つまり本社グローバルマーケティン
グ組織、地域統括会社、事業部門間にグロー
バル人財ローテーションの仕組みを構築し、
事業のプロ、地域のプロ、マーケティング戦
略策定のプロを計画的に育成するのである。
それぞれの立場が理解でき、地域や事業の個
別最適ではなく、全体最適で戦略を立案でき
る人財を育成するには、こうしたローテーシ
ョンの仕組みは欠かせない。

また、このようなローテーションをキャリ
アパスとして明確に定義し、優秀な人財に対
してはグローバルローテーションによるキャ
リアパスを与えていく。

前述のように、シーメンスはシーメンスワ
ンなどの事業横断的な大型の事業開発を地域
で展開している。本社でのグローバル戦略に
地域のこうした大型事業開発テーマが組み込
まれ、それが地域統括会社の地域戦略に浸透
し、地域拠点にリソースが優先的に配分され
ているのは、優秀な人財を本社グローバルマ
ーケティング組織、地域統括会社、事業部門
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の間に意識的にローテーションさせ、キャリ
ア形成させていることが基盤となっている。

こうしたローテーション制度を幹部候補の
キャリア形成にからめ、全社最適な戦略構築
ができるグローバル人財を育成していくこと
が必要となる。

2	 本社グローバルマーケティング
	 組織、地域統括会社、事業部門が
	 参画するグローバルマーケティ
	 ング会議

本社グローバルマーケティング組織が主導
するグローバルマーケティング会議も有効な
仕組みである。本社グローバルマーケティン
グ組織、地域統括会社長、事業部門責任者が
一堂に会し、グローバルでの市場機会、顧客
の変化、ソリューションの組み立てを議論す
る場である。

ただし、こうした会議にありがちなのは、
事業と地域の単なる情報交換に終わってしま
うことである。何も決まらなければ会議とし
ての有効性に乏しい。

議論を有効なものにするには、地域軸での
市場情報収集と分析力が欠かせない。地域で
競合他社がどう動いているのか、顧客はどう
変化しているのか、法律や規制がどのように
変化していくのか──といった地域の事業環
境変化を地域統括会社が把握し、地域から事
業提案をさせるなどの会議運営上の工夫をす
ることで、事業部門責任者が地域の事業開発
テーマに参画する意思決定がしやすくなる。

事業の最終責任、損益管理の中心的単位は
事業部門が中心になるものの、新興国を中心
にマーケティング機能を強化するには、地域
での議論を意識的に強めなければならない。

そこでこうした会議体での議論の軸を地域に
おける事業機会とすることで、事業横断的な
事業機会を議論する場を意識的につくり出
す。

3	 地域統括会社長の権限強化と
	 責任・権限の明確化

最後に地域統括会社長権限の強化が必要と
なるであろう。地域に軸足を置いたマーケテ
ィング活動を強化するには、地域ニーズに基
づいた商品企画機能、開発機能、カスタマイ
ズ機能を地域統括会社に持たせることも必要
となる。

地域がそうしたリソースを持つということ
は、地域の採算管理を強めることである。ま
た、事業採算責任をグローバルで持つ事業部
門責任者に対するレポートラインが強いなか
にあって、地域での事業を横断的に展開する
には、地域統括会社長の権限強化は欠かせな
い。地域統括会社長の権限と責任を強め、地
域での事業横断的な共通基盤の構築と事業開
発を推進する。それには地域統括会社が売り
上げ予算を持ち、地域内で展開する事業会社
に対しての統括機能を持つことが必要とな
る。

地域統括会社は、マーケティング調査、情
報システム、経理、人事などのシェアードサ
ービス機能を提供するとともに、地域の政府
や地域の大口顧客、チャネル開拓における支
援などを事業部門に対するサービスとして提
供する。

地域統括会社長は、売り上げ責任を持つ代
わりに事業部門に対する統括機能を有するこ
とで、事業部門単独の足し算以上の、横断的
な事業展開による収益規模の拡大、共通事業
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基盤としてのシェアードサービス機能による
業務効率の向上を実現する。

しかしながら、社会インフラなど日本から
の輸出が前提となる事業の場合、地域に収益
責任を持たせることは難しい。ただし、こう
した場合でも地域統括会社長の権限強化は必
要である。地域に閉じた形で採算責任を持つ
ことは難しくても、地域での共通基盤化や事
業横断的な事業開発を行うことは、収益性・
効率性を高めるうえで重要だからである。地
域統括会社長の権限を強化しなければ、各地
域の事業部門は日本の事業部門責任者のため
にしか働かない。地域統括会社長の権限を強
化すると同時に、地域統括会社は各事業部門
に対して共通基盤となるサービスを提供する
ことに責任を持たなければならない。

社会インフラのような事業でも、環境都市
開発などにおいては、エネルギー、交通シス
テム、エレベータ、制御システムなどを組み
合わせた事業横断的な事業開発により、日系
の製造業の強みを活かしたソリューション事
業を開発することがより一層必要となってい

る。

注

1	 BOPとはBottom of the Pyramid（ピラミッドの
底）の略。開発途上地域にいる低所得者層を意
味する

2	 職能別、事業別、製品別、顧客別、地域別、時
間別、プロジェクト別、ビジネスプロセス別な
どの異なる組織構造をミックスし、指揮命令系
統を多次元的にデザインした組織のこと
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Ⅰ 営業要員が抱えている営業間接業務問題

顧客ニーズの複雑化で営業間接業務
が増加し、奪われる顧客訪問時間

顧客ニーズが複雑化することにより、営業
の最前線で営業要員が行うべきことは、顧客
課題の理解、チームセリングを実現するため
の各チームメンバーとの提案シナリオの策
定、外部アライアンス（提携）先との調整な
ど、多岐にわたっている。

これに伴い、社内会議、ドキュメント作
成、受注処理などの事務処理や、納入立ち会
い、アフターフォロー等のサービスなど、営
業要員が本来行うべき顧客訪問以外に割く時
間の割合が高まっている。

また、自社商品のみならず、社内・社外の
商品・サービスを組み合わせることが必要と
もなり、営業要員が行わなければいけないこ
れらの営業間接業務は増加する傾向にある。

営業要員が本来行うべき顧客課題の理解や
提案シナリオの策定、顧客訪問といった業務
を遂行するには、営業間接業務をいかに軽減
するかが重要な課題となる。

営業間接業務とは具体的には、顧客からの
問い合わせ対応、見積もり作成、契約交渉、
受注業務、注文受付後の商品手配、配送手続
き、納入に関する業務、請求、回収業務、債
権管理、在庫管理業務、発注、仕入れ、クレ
ーム対応──などがあり、こういった業務の
煩雑さから、営業要員の１日は社内業務に忙
殺されることになる。

図１にもあるように、営業要員の顧客訪問
時間は、１日の活動時間のうち20％（既存お
よび新規顧客営業訪問時間）にとどまるケー
スもある。

この結果は、IT（情報技術）化により受

注処理などの効率化を進めてきたとしても、
営業要員がすべき社内業務（営業間接業務）
が増え、実態として営業要員の顧客訪問時間
が増えていないことを示している。営業生産
性を高めるには、こうした状況を打破して営
業要員の顧客訪問時間を増大させなければな
らない。

Ⅱ 営業間接業務改革の実現に向けた課題  
業務分別の難しさおよび顧客サービ
スと業務効率のトレードオフへの対
処

営業間接業務改革の実現に向けた課題に
は、①営業要員でなければできない業務と、
営業間接要員もしくは外部要員でも可能な業
務の分別の難しさ、②顧客サービスと業務効
率のトレードオフへの対処──がある。

1│ 営業要員でなければできない業務
 と営業間接要員もしくは外部要員
 でも可能な業務の分別

営業要員の営業間接業務は数多い。前述の

ハーフエコノミー時代の法人営業改革

図1　産業機械メーカーの営業要員の1日（例）
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ように、顧客からの問い合わせ対応、見積も
り作成、契約交渉、受注業務、注文受付後の
商品手配、配送手続き、納入に関する業務、
請求、回収業務、債権管理、在庫管理業務、
発注、仕入れ、クレーム対応など、営業要員
は多くの業務に関与している。

こうした業務は、本来、営業要員が行うべ
きものと営業間接要員で対応可能なものとに
分別しなければならない。しかし、業務が明
確にルール化・標準化されていないため、結
局、顧客の状況を知っている営業要員だけし
か対応できないものと分別されてしまい、結
果として、営業要員の負荷が減らないケース
が多い。

本当に営業要員でなければできない業務
と、営業間接要員もしくは外部要員による対
応が可能な業務を分別するには、業務の中身
を精査する必要がある。

また、分別を進める前提として、業務のル
ール化・標準化をいかに進めていくのかも課
題となる。営業間接業務を分別することの難
しさは、業務のアウトプット（成果）が顧客
サービスに直接つながっていることにある。
したがって、顧客との過去からの取引条件な
ども十分に加味していかなければならない。

2│	顧客サービスと業務効率の 
	 トレードオフへの対処

営業要員の営業間接業務を軽減していくた
めに考えられるのは、シェアードサービス化

（間接業務の集約化）による業務の標準化と
集約化がある。しかしながら、上述のように
営業間接業務は顧客サービスと直結してお
り、営業要員から切り離してしまうと顧客満
足度のレベルが下がる可能性があり、特に集

約化の面で難しさを含んでいる。
実際、多くの企業がシェアードサービスを

導入しているが、それらは人事・総務・経理
業務が多く、顧客サービスと直結する営業間
接業務への適用は難しい面がある。

たとえば、請求書は顧客別の様式であるこ
とが多い。締め・支払日・書式などの請求
は、顧客とのやり取りで決められている。顧
客指定の様式に合わせなければいけないこと
も多い。こうした場合、その業務を標準化・
集約化することはそもそも難しいし、そうす
ると、顧客から見ればサービスの低下と受け
取られがちである。

営業間接業務の効率化で常につきまとう難
しさは、この顧客サービスと業務効率とがト
レードオフの関係にあることである。何が顧
客満足度をもたらすのかを、自社の業務負荷
とコストとのバランスで考える必要がある。

納品業務における納品時刻ひとつとって
も、その時刻を細かく指定できることが顧客
満足度を高めるわけではない。こちらから時
間幅（午前、午後など）をある程度設けて顧
客と調整しても十分であろうし、そうするこ
とが顧客満足度を下げるとは必ずしもいえな
い。そもそも配送時刻や納品に関する手続き
などは、顧客の時刻指定を細部まで受け入れ
てしまうと煩雑化していくので、納品時刻の
標準を定めて顧客をそこに誘導することも考
えられる。顧客のいうとおりにしていては業
務の標準化は難しく、その分、当然コストが
上がり、そのコストは顧客に請求しなければ
ならない。何が本当の顧客サービスなのかを
考え直す必要がある。

また、たとえば顧客が使用している機器の
消耗品の注文についても、顧客となじみのあ
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る最寄りの拠点の営業要員や営業間接要員が
処理すれば顧客にとって安心感にはなるが、
これでは処理が分散し、人件費もかさむ。消
耗品の緊急配送に営業要員が駆り出される場
面があっては営業効率は下がってしまう。

本来あるべき顧客サービスとは、この場合
は消耗品がなくなる前に届けることである。
したがって、消耗品がなくなる前に供給す
る、もしくは消耗品を簡単に注文できる仕組
みを構築することが顧客満足度向上になる。

受注処理に関しても、顧客の近くに拠点を
設けてそこで処理すると、各拠点にその処理
要員を配置し続けなければならない。こうし
た人件費は高い固定費となり、顧客への売上
金額に販売コストとして乗せざるをえない。

無料のままであれば、顧客は、なじみの営
業間接要員（受注処理要員）への発注を継続
するであろう。しかし、こうしたコストを

「見える化」して課金化すれば、多くの顧客
はコストがかからないほうを選択するはずで
ある。

とはいえ、営業間接業務の効率化において
は、顧客の利便性維持も考慮しなければなら
ない。電話をしていつも同じことを繰り返さ
なければならない、取引履歴を知らない、自
分の使用機器の説明しなければならない──
というのでは、顧客の利便性は大きく下がっ
てしまう。

営業間接業務では、業務効率性とサービス
向上の両方のバランスをいかに取るかを常に
考える。当然、理想は両方を向上させること
である。

しかしながら、現実的には営業間接業務の
効率を上げるには要員を集約化し、業務をル
ール化・標準化するなど、従来、顧客の利便

性と思われていたことを犠牲にしなければな
らないケースもある。営業間接業務を効率化
しながら顧客の利便性をいかに維持し、場合
によっては向上させていくかを検討していか
なければならない（図２）。

Ⅲ 営業間接業務改革の事例

営業間接業務を集約しWebでサービ
ス向上させたＡ社、集約化・標準化
したＢ社、外部要員で業務のルール
化・マニュアル化したＣ社

1│ 産業機械メーカーＡ社
Ａ社は、産業機械を製造・販売する大手企

業である。同社の顧客満足度は高く、それを
武器に高い国内販売シェアを獲得、かつ維持
している。

Ａ社の強みは、顧客の悩みをこまめに聞き
解決する顧客接点力にある。同社はかつて、
営業間接業務を都道府県に設置した営業所で
処理していた。各営業所に受注処理をする営
業間接要員を配置し、地域ごとに暖かみにあ
ふれた対応をしていた。それが顧客接点力で
あり、顧客満足度につながっていた。

顧客の担当者を知る受注要員（営業間接要
員）は、顧客の顔を思い浮かべながら、顧客

図2　顧客の利便性と営業間接業務の効率性のトレードオフ関係

営業間接業務の
効率性 顧客の利便性
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に設置されている機械のモデル名や設置環境
を理解したうえでの対応ができる。地域に根
を張った受け応えやサービスは同社の強みで
もあった。

しかしながら、こうした体制も各地域の受
注が増加していれば許容されたが、成熟化し
た国内市場では売上成長が厳しくなり、受発
注や請求・回収業務などの営業間接業務を地
域の営業所で個別に処理していてはコストが
吸収できなくなった。

このときのＡ社の最大の悩みは、同社の強
みである顧客満足度が何であるかを根源的に
問い直すことであった。同社の強みは密な顧
客接点力である。高い顧客接点力を実現する
には地域ごとに担当者を配置しなければいけ
ないのか──をあらためて問うたのである。

結論として、同社は営業間接業務の集約化
を進めることにした。そうしなければ、その
分のコストを顧客に請求しなければならない
からである。

ただしＡ社は、同時に顧客に対する現状の
利便性をいかに保つかも考えた。そこでまず
営業間接要員を東京地域と大阪地域に集約し
て東西２カ所の事務センターを設け、消耗品
受発注、契約処理、機器受注処理、配送手
配、請求処理、回収、発注処理などの全国の
業務をその２つの拠点で処理することとした
のである。

Ａ社の営業間接業務改革で最も大変だった
のが、営業要員に対して、２拠点への業務の
集約化を説明し、納得を得ることであった。
過去、顧客の近くの営業所で「あうん」の呼
吸で処理されてきた営業間接業務が、見えな
いところに移ることへの営業要員の抵抗は大
きかったからである。

しかしながら、同社は社長の強いリーダー
シップにより最初に営業間接業務を集約化
し、人員も２カ所に集中させ、まずその拠点
で現行の業務を処理するようにした。

もっとも、これだけでは効率化にはならな
い。そこで標準化・マニュアル化を断行し
た。ここにも、標準化ができる業務とそうで
ない業務とがあり、仕分けが必要となる。

たとえば消耗品の受注はなるべくインター
ネットのWebサイトによる受付に集約した。
そのためには専用の顧客IDをつくらなけれ
ばならず、それには営業要員の協力を得て顧
客にそのメリットを説明し、対応した。この
消耗品受発注処理のWebサイトは顧客との
ワンツーワンであるため、顧客のプロファイ
ルを登録し、購買履歴、使用機械、担当者な
どをデータベース化して紐づけた。

このような仕組みとしたため、顧客の消耗
品発注担当者がWebサイトにログインする
と、必要な消耗品がトップ画面にリストアッ
プされるようになっている。また、サービス
コールも同サイトからアクセスできるので利
便性が高い。加えて、顧客が保有している機
械の使用状況のデータもこのWebサイトか
ら参照できるようになっており、消耗品がな
くなる時期に近づくと自動発送する仕組みも
導入した。こうした利便性の高さが顧客に広
まり、しかも、営業所の営業間接要員への発
注よりも便利であることも実感され、顧客満
足度はかえって高まった。

営業要員は、当時絶対に実現不可能と考え
ていたことが、IDをつくりWebサイトに誘
導していくことで、かつてなかった利便性を
顧客に提供できることがわかり、Webサイ
トからの発注に顧客を積極的に移行させてい
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った。
こうした動きは双方にとって非常に有意義

である。なぜならば、顧客がこのWebサイ
トを利用すると、Ａ社は顧客に対し、かつて
ない付加価値を提供できるからである。たと
えば、Webサイト上で展開するキャンペー
ンによる消耗品受注の誘導が可能である。期
間限定の低価格消耗品販売キャンペーンを
Webサイト上、もしくはキャンペーンメー
ルで告知するのである。キャンペーンメール
を受け取った顧客の消耗品発注担当者は、自
社の消耗品がキャンペーン対象であることを
知ればそれらを一括購入する。

こうしたキャンペーンを展開することで、
Ａ社は、自社の消耗品がサードパーティ（純
正品以外のメーカー）製や他の販売会社に取
られることがなくなって利益を維持できる。
また、消耗品がなくなった場合も、過去であ
れば、最寄りの営業所の営業要員に緊急配送
させていた手間がなくなった。

こうした消耗品の受発注ばかりでなく、Ａ
社は本業の機械受注処理も東京もしくは大阪
に集約化している。ただしこの場合、受注処
理は束ねられるものの、配送処理について
は、配送効率も考え、顧客から指定された日
程を考慮したうえで、Ａ社の配送ルートに合
わせた時刻を、逆に顧客に指定していった。

そのために配送用の情報システムを構築
し、顧客から要望がある場合は早めに登録す
る方法を採用した。これによって、運送会社
は配送計画を早めに立てることが可能となっ
た。

Ａ社の営業間接業務改革を一歩前に進める
うえでは、業務の集約化の実現が大きなプロ
セスであった。顧客との長い取引慣例の業務

ルールを何らかの標準化されたパターンに落
とし込もうとするにはあまりにも時間がかか
る。そこで同社はまず事務センターを集約化
し、その後、インターネットで可能な業務に
ついてはWebサイトに誘導し、請求書につ
いては顧客の慣行を尊重するどころか、逆に
顧客ごとの仕様を業務マニュアルにしっかり
と落とし込む方法を取った。

また、各営業所の営業間接要員には転勤が
できない女性も多いため、こうした要員につ
いては、提案書作成支援など、顧客の近くで
ないとできないフロントに近い営業間接業務
に振り向けていった。産業機械も単品販売で
はなく、ソフトウェアとの組み合わせや外部
商材との組み合わせなど複雑化している。こ
うした業務を営業要員がすべてするのではな
く、顧客の近くにいる営業間接要員が担うこ
とで、営業要員の顧客訪問時間は増加してい
る。

さらに、顧客がＡ社と取引する大きな理由
のひとつである顧客サービスについては、消
耗品の受注処理やサービスコールをWebサ
イトでの対応とすることで、注文処理や受付
処理の24時間化・週７日対応を実現し、しか
もキャンペーン告知など、一層の付加価値提
供に成功している。

2│	総合商社Ｂ社
総合商社であるＢ社は、各事業部門にある

営業間接部門を集約化し、営業要員の業務効
率化を図った。

同社は、全社の営業間接業務効率化のため
の専門チームを社長直轄で組織化（社長直轄
プロジェクト）し、社長の号令のもと、営業
間接業務を担当している代表者を各事業部門
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から集め、営業間接業務の集約化と業務プロ
セスの見える化を進めた。

同社はさまざまな商材を取り扱っている
が、社長直轄プロジェクトのもとでは各事業
部門別に、契約関係庶務、物流手配、請求業
務、各種問い合わせ対応、クレーム対応、請
求業務を集約化した。

当初、営業間接業務の集約化、そして標準
化については否定的な意見もあったが、社長
の強いリーダーシップのもと、前述の各事業
部門から集められた営業間接要員の代表者が
標準化も併せて進めた。

社長直轄プロジェクトの成果は、
①従来、営業要員が時間を取られていた契

約手続きや納品時の物流手配、問い合わ
せ対応などの手配業務から解放されたこ
と

②業務が集約化・標準化されたことで顧客
からの問い合わせ対応も迅速となり、顧
客満足度を高めることにもつながったこ
と

③業務プロセスが見える化したことで、営
業要員や営業間接要員のコンプライアン
ス（法令遵守）意識が高まり、内部統制
上も大きな成果があったこと

──である。
Ｂ社が営業間接業務の集約化・標準化を進

めてきたことは、今後、IFRS（International 
Financial Reporting Standards：国際財務報
告基準）対応を進めるうえでも、契約プロセ
スや会計における売上計上時期などの面で、
同社の大きな成果となっている。

3│	大手食品卸会社Ｃ社
Ｃ社は仕入先3000社以上を有す大手食品卸

会社である。
仕入先が多岐にわたるうえに、その仕入先

や得意先によって業務処理ルールが異なって
いるため業務が複雑化、かつ属人化してい
た。

また、業務の繁閑の差が激しいことから営
業間接要員の配置が難しかった。締め日には
１日4500件の伝票を処理しなければならず、
その繁忙期に要員を合わせると過剰配置にな
るなどの問題を抱えていた。

同社は卸会社として、仕入先である食品メ
ーカーの業務処理ルールを受け入れ、かつ食
品店やスーパーマーケットなどの顧客（得意
先）が要望する業務処理ルールにも対応して
きた。しかも、営業要員が顧客のいうままを
受け入れてきたことから業務処理ルールが複
雑化してマニュアル化できず、特定の担当者
にしか業務がわからない状態、つまり業務が
属人化していたのである。

その結果、繁閑に応じた営業間接要員の配
置が難しくなり、担当者は繁忙期には徹夜続
きという事態を招くようになった。また、業
務の実施方法は拠点ごとに微妙に異なるた
め、業務処理ルールの複雑さをさらに高めて
いた。

こうした状況下で、同社はBPO（ビジネ
スプロセス・アウトソーシング：業務プロセ
スの外部委託）のサービスプロバイダーであ
るインフォデリバを活用して業務分析を実施
した。その際、3000種類ある仕入先別の業務
処理ルールを無理に標準化するのではなく、
現状の3000種類のフローを是とし、３人の業
務アナリストが３カ月の工数をかけてそのま
ま業務マニュアルに落とし込んだ。内部人材
だけで業務処理ルールを作成するには、あま
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りにも業務パターン数が多く、パターン集約
するノウハウもなかった。そこで外部要員で
あるインフォデリバを活用し、現状の業務を
すべて明確なルールに落とし込むことに専念
したのである。

この3000社別の業務処理のルール化が、Ｃ
社にとって非常に重要なプロセスであった。
なぜならば、従来、経験と知識を有す熟練の
担当者が処理してきた業務は、あくまでもそ
の担当者に属人化されたもので、他の人材で
の代替はできないとされていたからである。
誰にでもわかる形で業務が明確にマニュアル
化されていないため、効率化を検討すること
すら難しかった。

ところが、前述のように３カ月を費して仕
入業務をマニュアル化し、仕入先ごとの業務
処理を明確にルール化したことによって、業
務が見える化できた。また、オンラインマニ
ュアルも作成し、ネットワークを介して自動
参照できるようにもした。こうした入力業務
はインフォデリバの中国・大連のBPOセン
ターが担当している。

同社の大連のオペレーターが伝票を入力す
る際は、マニュアルのサンプルとしてスキャ
ンした画像をシステムに取り込み、それとオ
ンラインマニュアルとを参照しながら伝票処
理をアシストする形とした。

仕入先に合わせたこうしたシステムインタ
ーフェースの工夫により、業務コストの30％
削減と月末ピーク対応が可能となり、業務負
荷が圧倒的に減少し、結果、月末残業時間の
削減に成功した。同時に、業務のマニュアル
化によって業務引き継ぎ負荷の軽減と業務運
営の安定化にも成功している。かつては徹夜
が普通であった月末の処理の圧倒的な効率化

に成功したのである。
Ｃ社においてこうした営業間接業務改革を

推進するうえで重要だった点は、業務処理ル
ールを無理にパターン集約し、標準化しなか
ったことにある。業務処理ルールを標準化す
ることは顧客の利便性を犠牲にすることにな
る。顧客の利便性は同社にとってのコアコン
ピタンス（中核業務）である。同社は卸会社
であり、つまりメーカーと小売りの間に立っ
ており、両者の業務処理ルールを受け入れる
こと自体が同社の存在意義となっている。も
しＣ社のルールで標準化することによって顧
客に大幅なルール変更を強要することになれ
ば、そもそも自らが間に入っている意味がな
くなってしまう。メーカーと小売りでEDI

（電子データ交換）を結べば済んでしまうか
らである。

Ｃ社が卸会社としての存在感を発揮するに
は、売り手と買い手の間に入り、それぞれの
業務処理ルールを吸収する必要がある。これ
の実現には、売り手・買い手双方の要望を合
わせ、それまでの業務処理を明確にルール
化・マニュアル化することである。ルール
化・マニュアル化されていない業務は他の人
材への引き継ぎができない。そのためこうし
た業務は「業務一筋20年」など長年の経験知
に基づく属人的なものになりやすく代替が不
可能で、結果として非常にコストが高くなっ
てしまう。

そうした現在ある業務処理フローをそのま
ま是として見える化したことが、本ケースの
成功の要因である。また、そこにインフォデ
リバのようなBPOを活用した意味も大きい。

繰り返しになるが、インフォデリバは、本
業務処理ルールを無理に標準化するのではな
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く、今ある仕組みを明確なルールとして見え
る化するなど、現実的な進め方を取った。こ
れがＣ社が営業間接業務改革を進められた大
きな一歩となった。それには現状の業務処理
フローをまず是とし、業務処理ルールを明確
化することが重要である。　

しかしながら、3000もある業務処理ルール
を明確化するとなると、そのルールのマニュ
アルを策定するノウハウがもともと内部にな
いために膨大な時間がかかってしまう。ま
た、こうした属人的業務の担当者は、そもそ
も「自分だからできる」という環境に心地よ
さを感じている面もあり、そのためマニュア
ル化に反発することが多い。

その点でＣ社は、BPOという、ある意味
で外圧をかけながらも業務のルール化を明確
にしたことで顧客に対応させたルール化が可
能となり、これによりＣ社の営業要員は営業
活動に専念できるとともに、顧客への業務対
応力を強い武器にさらなる営業力強化に成功
している。

Ⅳ 営業間接業務改革の方向性

業務仕分け、外部活用も含めた業務
のマニュアル化と集約化、営業要員
および営業間接要員の共通認識の醸
成

前章までで述べてきたことから営業間接業
務改革の方向性としては、

①営業間接業務の仕分け
②BPOなど外部要員の活用も含めた業務

のルール化と集約化
③営業要員と営業間接業務要員との間での

業務に関する共通認識の醸成
──が導き出せる。

1│	営業間接業務の仕分け
営業間接業務が、バックオフィス業務のよ

うに簡単に切り出せない大きな理由として、
それが営業の顧客接点を担う業務であり、顧
客サービスの一部にもなっていることがあ
る。

しかしながら、すべての業務を営業要員が
しなければいけないわけではない。顧客から
の問い合わせ対応、見積もり作成、契約交
渉、受注業務、注文受付後の商品手配、配送
手続き、納入に関する業務、請求、回収業
務、債権管理、在庫管理業務、発注、仕入
れ、クレーム対応などの業務について、営業
要員が本当にすべき業務なのかどうかの仕分
けが必要である。そのなかでも各種問い合わ
せや返品などの受付業務、提案書作成、デモ
ンストレーション準備などの業務は営業間接
要員で代替可能な場合も多い。
「営業要員だけが顧客の状況を知っているか
ら他の要員に任せられない」として営業要員
の業務とするのではなく、営業間接要員との
間での業務のマニュアル化、各種業務に対す
る営業要員と営業間接要員の間での共通認識
の醸成を前提に、営業間接要員でも対応可能
な業務、営業要員でないとできない、もしく
は営業要員が行うべき業務を仕分ける。

また、顧客の近くに拠点がないとできない
業務なのか、集約化が可能な業務なのかを仕
分けることも必要である。見積書作成・提案
書作成業務は、営業要員と営業間接要員と
で密なコミュニケーションが欠かせない。こ
れに対し、受注から発注、配送手配、請求書
発行といった業務は、明確にマニュアル化す
れば各拠点の業務としなくても、何カ所かに
集約することが可能である。営業間接業務を
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このように仕分けていくことが必要である
（図３）。

産業機械メーカーＡ社も営業間接業務の集
約化と標準化に当たっては、最初の仕分けに
時間をかけている。営業要員からすると、自
分が所属する営業所ではなく離れた場所に集
約されることへの抵抗感は大きい。

営業要員のこうした抵抗を和らげ、営業間
接業務改革でむしろ自らの顧客訪問時間が増
えることを理解させるためにも営業間接業務
を仕分けし、何を集約化してどのような効果
をねらうのかを営業要員に納得させるプロセ
スが重要である。

総合商社Ｂ社、大手食品卸会社Ｃ社も、営
業間接業務が集約化できた成功の要因に、同
業務の仕分けを第一に挙げている。

2│ 外部要員の活用も含めた営業間接
 業務のマニュアル化と集約化

営業間接業務仕分け後は、営業間接要員で
執り行う業務のマニュアル化が必要となる。

この際、請求業務などは無理に標準パターン
に絞り込むより、現状の請求パターンを明確
にマニュアル化するほうが現実的である。無
理にパターンを絞り込むと、その後の請求業
務で誤請求が生じるなどトラブルのもととな
る。また、パターンに落とし込んでいる過程
で、顧客に対して自らが定めたプロセス、仕
様、業務ルールに納得してもらう必要があ
り、それが不十分なままでは、請求後にクレ
ームが発生する可能性もある。顧客との間で
取り決められている現状の請求業務などの業
務処理フローを、まず明確な業務マニュアル
に落とし込むことが必要となる。

こうした段階では、BPOなど外部要員の
積極的な活用も有効である。なぜならば、そ
の業務の担当者は自らの暗黙知の状態、つま
り、前述したように自分でなければできない
という環境が心地よいからである。逆の言い
方をすると、業務のマニュアル化によって自
分の業務が誰にでもできる状態になることを
自らの仕事がなくなることと誤解し、業務の

図3　営業間接業務の仕分けの視点

問い合わせ対応

見積もり作成

契約交渉手続き

受注業務

納品手続き 請求業務

回収業務 債権管理業務

在庫管理業務

発注業務

仕入業務

クレーム対応業務

アポイントメント調整

セミナー案内

提案書作成

商品説明など資料送付

営業間接業務

仕分けの前提
●　業務のルール化・マニュアル化
●　営業と営業間接要員間での共通認識の醸成

仕分けの視点

●　営業要員でないとできない業務か
●　業務に関する共通認識を持つことができれば営業間接要員でも可能か
●　営業間接要員でできる部分を切り出せないか
●　顧客の近く、もしくは営業要員の近くにいないとできない業務か
●　集約化できる業務か
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ルール化・マニュアル化に反発するからであ
る。そうした反発を抑えるためにも、内部だ
けで進めるのではなく、外部の力も活用しな
がら短期間にマニュアルに落とし込むことが
求められる。

業務のマニュアル化と同時に、仕入伝票、
受注処理、請求書、納品書などの伝票処理に
ついても集約化を進めることが望ましい。こ
れらの管理が容易になることで、何よりも業
務品質を高めることが可能となる。請求業務
や顧客からの問い合わせ等の業務ではBPO
などの外部要員を活用することも有効とな
る。

こうしたことはすべて、業務のルール化・
マニュアル化を大前提とする。

大手食品卸会社Ｃ社の営業間接業務改革が
成功したのは、3000社別の伝票処理業務をそ
のままマニュアル化したことが大きい。マニ

ュアル化において、顧客など特に相手がある
業務については最初から標準化を図るより、
まず現行の業務のしっかりとしたマニュアル
化を考えるほうが現実的である。こうしたマ
ニュアル化に外部要員であるBPOを活用す
ることは、営業間接業務改革を短期間で成功
に導くうえでは大変に有効な手段である。

3│	営業要員と営業間接要員の間での 
	 業務に関する共通認識の醸成

最後に必要となるのが営業要員と営業間接
要員の間での業務に関する共通認識の醸成で
ある。

案件形成で発生する業務も、営業間接要員
ができる場合が多い。しかし、こうした業務
は雑務も含めてすべて営業要員が処理してい
るケースが少なくない。アポイントメント取
りのための時間調整や、昨今、取引が停滞し

表1　営業間接業務の定義例

活動内容 定義

セミナーへの集客 既存顧客・新規顧客へのセミナー案内資料の送付、電子メールでの案内
セミナー後フォロー セミナー後フォローのための電子メールによる礼、訪問のためのアポイントメント調

整
初期訪問アポイントメント 見込み創出のための初期訪問、アポイントメント調整
フォローアップ訪問のアポイン
トメント

既存顧客に対する商品稼働状況など、定期的なフォロー訪問のアポイントメント調整

休眠顧客へのアポイントメント 過去1年取引がない顧客に対する訪問のアポイントメント調整
自社プレゼンテーション送付 自社に関するプレゼンテーションの実施、会社プレゼンテーション送付
新商品説明資料送付 新商品の案内、説明資料の送付
提案書作成 顧客課題把握後の提案書作成
見積書作成 顧客要望に基づく商品構成の決定と見積もり作成
受注処理 顧客からの注文に基づく受注処理の実施、商品の引当、在庫の確保
契約手続き 契約に関する細部条件の詰め、法務部門との確認、契約書締結押印処理
納品手続き 商品納入のための納入予定日確認と決定、顧客への連絡による納入時刻連絡と決定、

納品時でのサービス要員手配
納品立ち会い 納品時の営業要員立ち会いと商品使用説明
クレーム対応 商品、もしくは諸対応に関する顧客からの不満に対する対応（商品・サービス、営業

対応など、要因別に対応の仕方の決定）
請求・回収 顧客に対する請求書発行と回収
消耗品受注と納入 消耗品に関する受注と納入手続き
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ている顧客へのセミナー案内、セミナー後の
フォローなどを営業要員自らがこなしてい
る。しかしながら、こうした業務の多くは、
営業要員と営業間接要員との間で、業務に対
する共通認識や、顧客との商談経緯および人
脈に関する情報共有ができれば営業間接要員
に切り出すことができる。それには、各営業
間接業務を明確に定義し（表１）、案件の進
捗状況に応じて、次に実施すべき業務につい
て営業要員と営業間接要員との間で、実施項
目とその内容の意識合わせをしっかりとして
おく。

従来、営業要員は、顧客との関係性や過去
のやり取りの経緯がわかっていなければ任せ
られないという意識から、自らが問い合わせ
対応、アポイントメント調整、案内状発信、
セミナー後のフォローなどに時間を費やして
いた。しかし、こうした営業間接業務に関し
ては、営業要員と営業間接要員との共通認識
を醸成していくことで、営業要員の負荷を軽
減することができる。

それまで属人的であった営業間接業務がル
ール化・マニュアル化されることで見える化
されて業務品質を高めることができる。従
来、顧客の近くの拠点で処理することがよ
い、営業要員でないと勝手がわからないから
できないとされていた業務も、その仕分けと
マニュアル化、そして営業要員と営業間接要
員とが業務に対する共通認識を醸成すること
によって、業務効率性と顧客サービスの品質

の両方を高めていくことが必要である。
産業機械メーカーＡ社では、当初営業要員

からの抵抗が強かったが、最終的に営業要員
は営業間接業務の集約化に積極的に協力する
ようになった。

それには、営業間接業務を仕分けして、営
業要員でなくてもできる業務を明確化し、標
準化・マニュアル化して東京・大阪に集約し
た営業間接要員で遂行でき、かつ顧客を
Webサイトに誘導することで業務品質が高
められることへの納得感が醸成できたことが
大きく寄与している。

さらに、同社は顧客の近くでないとできな
い提案書作成やセミナーなど顧客フォローの
営業間接業務を抽出し、転勤ができない女性
の営業間接要員が中心となって担当した。そ
れは結果的に営業要員の顧客訪問時間の増大
に貢献している。

国内経済が停滞している今、営業の顧客訪
問時間を最大化し、営業生産性を高めなけれ
ばならない。そのためにも、営業間接業務改
革の推進が求められる。
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米国における資産管理型営業のかたち
吉永高士 　米国の証券会社や銀行らが富裕層やマス富裕層らを対象に展開す

る資産管理型営業は、単に預り資産や残高連動手数料の増大を図る
だけのものではなく、担当営業社員が顧客の人生目標を共有し、そ
の実現に向け伴走するプロセスが不可分に組み込まれている。

の人生目標の典型例としては、退職
関連では引退目標年齢や引退後のラ
イフスタイル（年間支出予定額に換
算）がある。それらの特定には、現
在の生活をどこまで切り詰め、どこ
までリスクを取った運用方針を選択
すべきかなどの考慮とともに、トレ
ードオフとなる目標水準の調整を顧
客と担当営業社員が一緒になって行
う。
米国の総合証券会社や銀行の対面

投資商品販売チャネルでは、口座開
設や追加の大口入金に際し「このお
金は何のための資金ですか」と尋ね
ることはきわめて一般的である。そ
れに対して「大きなお世話だ」「放
っておいてくれ」という反応が一部
にあるのは米国でも同じである注2。
しかし、そこから一歩進み、顧客に
人生のゴールを共有してもらうに
は、シミュレーション機能つきのツ
ールによるプランニングサービスの
提供が非常に有用となっている注3。
「引退後の生活にいくら必要かご存
じですか」「そのために十分な準備
がありますか」という問いに、自助
努力だけで答えられる個人は米国で
も決して多くはなく、証券会社や銀
行の営業社員によるプランニングサ
ービス提供によって、その計測機会
を初めて得るという個人投資家は少

を浮き彫りにしながら、日本におけ
る資産管理型営業のありようを考え
ていくうえでの一視座を提示した
い。

プランニングによる
人生目標の共有
日本における「資産管理型営業」

の語源となった「ウエルスマネジメ
ント」は、いまや米国総合証券会社
や大手米国銀行のリテール証券部門
およびプライベートバンキング部門
の名称として冠されているのが一般
的である。その代表的な一社である
大手総合証券会社のメリルリンチが
掲げる「ウエルスマネジメント・プ
ロセス」は、以下の４つの循環的な
要素で構成されている注1。
①ゴール（顧客の人生の目標）の
特定

②実現シナリオ（運用方針や追加
入金含む）の設定

③実行手段選択（商品や銘柄含む）
と実行

④ゴールへの進捗経過の定期レビ
ュー

上記のうち最も重要なものは、営
業社員が①の顧客の人生のゴールの
特定を、顧客とともに行うことと、
④のゴールへの進捗経過を継続監視
することである。米国における顧客

資産管理型営業が目指す理念
日本の証券・銀行業界においても

資産管理型営業という米国発のコン
セプトが、富裕層やマス（大衆）富
裕層向けビジネスに最初に導入され
てから十余年が経つ。
資産管理型営業の意味するところ

は、会社により、また人により微妙
に異なる印象があるが、総じていえ
ば、「顧客の金融・投資ニーズによ
り包括的に応えながら、関係の深化
とともに預り資産の増大を通じ収益
成長を図る営業アプローチ」という
ことになろう。また、経営者や個々
の営業社員のレベルでも、コミッシ
ョン中心のトランザクション型ビジ
ネスから、預り資産残高に連動し、
一定額を定期的に徴収するフィー型
契約資産のウエイトを高めること
で、市況や相場環境に左右されにく
い収益構造への転換を図ることも、
本来的には意図されていると思われ
る。
このような資産管理型営業が目指

す理念については、日米間で大きな
違いはないと筆者は考えている。し
かし一方で、この分野で一日の長が
ある米国においては、その徹底ぶり
や浸透状況は過去十余年だけを見て
も目を見張るものがある。本稿では、
米国の資産管理型営業の「かたち」
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吉永高士（よしながたかし）
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なくない注4。単に頭を下げてゴール
を聞かせてもらうのではなく、プラ
ンニングを通じて、その顧客のこと
を世界で最も理解する営業社員とな
るチャンスが高まる。また、資産管
理型営業の枠組みで預り資産が増え
やすくなるのは、プランニングと定
期レビューの過程を通じ、相続、学
資貯蓄、自宅改修、別荘購入、高級
車購入などといった追加的なゴール
に紐づく、資産形成・管理ニーズの
抽出機会を安定的に得る仕組みによ
るものである。

フィー型契約資産との
不可分性
資産管理型営業の実行に利用され

る商品は、基本的にはフィー型のマ
ネジドアカウント注5であることが
圧倒的に多い注6。
資産管理型営業が提供するのは個

別の商品ではなく、プロセスである。
そのプロセスとは、ひとたび特定さ
れた目標に対し、その実現に向かっ
て順調に近づいているかということ
を、シナリオ修整もしながら監視し、
顧客と伴走し続けることにある。
これらのプロセスは、マネジドア

カウントが提供するプロファイリン
グ、提案、実行、定期レビューのサ
イクルとの親和性がきわめて高い。
ここでの売買はポジション微調整に
伴う年１、２回程度のリバランスが
中心であり、短期売買収益を追求す
るトランザクション型ビジネスと
は、提供する付加価値も対価として
得る手数料の体系も異ならざるをえ
ない。
現在は、米国大手総合証券会社各

社のリテール預り資産の20%前後
はフィー型のマネジドアカウントで
占められ、それらの資産が手数料収
入のうち、実に６割前後を稼いでい
る注7。リテール最大手のモルガン・

スタンレー・スミス・バーニーでも、
2009年のコミッション型資産の手
数料利回りが0.25%にとどまるの
に対し、フィー型のそれは1.5%以
上を維持するなど、手数料競争から
一線を画した資産管理型営業がもた
らす付加価値の維持は明確である。
一般に、コミッション型の証券口

座からフィー型のマネジドアカウン
トへの預り資産移管は、各営業社員
の基本営業スタイルを資産管理型に
する転換を伴うものであり、それを
選択した営業社員の過半は、顧客資
産の75%以上を２年以内にマネジ
ドアカウントに移管している注8。
筆者は米国で起きたことがいずれ

日本でも必ず起きるという見方には
与しないが、一方で日本固有の条件
を逆手に取ることで、日本独自のか
たちで普及・発展しうるものはあり、
資産管理型営業にもその可能性はあ
ると考えている。
たとえば、超低金利や国内株式の

歴史的パフォーマンスを、日本にお
ける普及のネックとして挙げる向き
は多いが、成長国経済の株式を長期
グローバル分散で為替リスクごと期
間および時間分散しながら投資し、
取り崩し期が近づくにつれて円建て
資産比率を高めていくといった退職
資産形成シナリオなどは、高齢化→
経常黒字激減→円安傾向が長期構造
的に避けられない日本に適した、固
有のソリューションの一つになりえ
ないだろうか。
日本人にしても、引退後の生活に

どれだけ資金が必要か、見極めがつ
いている人々の割合は決して多くは
ない注9。米国の先例をまずは口の中
に入れてみて、応用可能なものを咀
嚼して飲み下しながら、日本ならで
はのウエルスマネジメント事業モデ
ルを追求できるのではないだろう
か。

注

1	 ４つのステップは会社により刻みが
最大８つ程度まで細分化していると
ころもあるが、構成する中身とステ
ップの順番が会社によって異なるこ
とはない。たとえば、４大総合証券
会社の１つウェルズファーゴ・アド
バイザーズでは８ステップによるサ
イクルをプロセスとしているが、内
容はメリルリンチのウエルスマネジ
メント・プロセスの区分を細かくし
たもの

2	 Registered Rep Forum
3	 顧客の反応を懸念してプランニング

提供を躊躇する営業社員の背中を押
すべく、ウェルズファーゴ・アドバ
イザーズなどの総合証券会社のなか
には、プランニング提供件数に関す
る金銭的インセンティブつきの数値
目標を設定したり、優績営業社員の
成功体験を共有するワークショップ
を開催したりするなどの施策を、組
織を挙げて実施している

4	 Spectrem Group “Who Uses Pro-
fessionally Managed Portfolio?” 
2008

5	 SMA、UMA、ファンドラップ、一
任外務員ラップ、非一任外務員ラッ
プなど

6	 Ceru l l i  Assoc ia tes  “Adv iso r 
Metrics 2009”

7	 フィー型手数料には販社向け信託報
酬も一部含まれるが、マネジドアカ
ウントでは、販社向け信託報酬は顧
客に返却のうえでフィー型手数料の
形で同額を再徴収しているため、現
在ではかなり限定的となっている

8	 Cerulli Associates "The Cerulli 
R epo r t :  T r a n s i t i o n i n g  f r om 
Commiss i ons  t o  Fee -Based 
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ID連携による新たなITサービスの興隆

ID連携による「信頼性の
高いID情報」の流通
「ID連携」とは、ユーザーのID
情報（認証結果および属性情報）
をサービス間で交換することであ
る。ID情報を外部に提供するサ
ービスをアイデンティティプロバ
イダー（以下、IdP）、IdPからID
情報を受け取る側のサービスをリ
ライングパーティ（以下、RP）
と呼ぶ（図１）。 

ID連携の代表的な活用例が、
一度の認証で複数サイトにログイ
ン で き る シ ン グ ル サ イ ン オ ン

（SSO）である。IdPでの認証結果
がRP間で共有されるため、ユー
ザーは何度もログイン手続きをす
る必要がなくなり、利便性が向上
する。またIdPがRPに対して、認

証結果だけでなくユーザーの属性
情報（年齢や住所など）も提供す
れば、RP側でサービスをパーソ
ナライズ（ユーザーの属性に合わ
せて提示する情報を変化させる
意）することや、新規ユーザー登
録時の情報入力の省力化も可能と
なる。

近年、ID連携を実際のサービ
スに適用する動きが広まっている
が、特に2010年以後、「信頼性の
高いID情報」の提供にID連携を
活用する事業者が増えている。
2010年５月にはNTTグループが

「NTT IDログインサービス」を
開 始 し た。 こ の サ ー ビ ス は、
NTTグ ル ー プ で あ るdocomo 
ID、OCN ID、goo IDを使って他
の事業者のネットサービスにSSO

できるようにするものである。
こ の う ちdocomo IDはNTTド

コモの契約者のみが取得可能な
IDであり、契約時に運転免許証
などによる本人確認がなされてい
る。海外では、米国に本社のある
ネット決済サービスのペイパル

（PayPal）が、2010年10月から本
格的にID情報の提供を開始した。
同社も不正利用防止の観点から新
規ユーザー登録時にクレジットカ
ードによる本人確認を行ってい
る。そのためこれらのID情報は
外部の事業者にとって信頼性の高
い情報となる。

信頼性の高いID情報を提供す
るIdPの登場により、ID連携の適
用シーンは拡大するだろう。実際
にNTT IDログインサービスの発
表時には、JTB、角川グループ、
シャープ、大和ハウスグループ、、
東京海上日動火災保険、損害保険
ジャパン、三井住友海上火災保険
など、さまざまな業種の企業が賛
同企業として名を連ねており、注
目度の高さがうかがえる。

ネット決済やポイント
サービスにも活用

ネット決済やポイントサービス
にID連携を活用する動きも活発
である。

工藤達雄

N R I  N E W S

近年、ID連携に基づくさまざまなサービスが登場して
おり、契約者情報と紐づく個人情報の提供や、ネット決済
サービスとの融合など、より信頼性の高いID情報が必要
とされる分野への応用が進んでいる。一方、自社サービス
のオープン化のためにID連携を採用する動きも、ソーシ
ャル・ネットワーキング・サービスや金融サービス、さら
には企業向けサービスなど、幅広い分野で盛んである。今
後のIT（情報技術）サービスでは、他事業者のサービス
を取り込み、さらに自社システムの機能を外部に開放する
ための基礎要素として、ID連携を活用すべきである。
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ネット決済では、楽天の「楽天
あんしん支払いサービス」、ヤフ
ー！ジャパンの「Yahoo!ウォレッ
ト」、そして2010年６月にサービ
スを開始したKDDIの「auかんた
ん決済」、NTT IDログインサー
ビスを活用した2010年12月開始の
決済サービス「NTTネット決済」
など、企業が保有する膨大なID
情報と決済・課金機能を組み合わ
せたサービスの提供が始まってい
る。これらの決済サービスに登録
しているユーザーは、対応した
EC（電子商取引）サイトの新規
登録・ログインから支払い手続き
まで、決済サービスのIDを利用
してシームレスに行うことができ
る。

楽天あんしん支払いサービスや
Yahoo!ウォレットは、それぞれ自
社のポイントサービスと連携して
いるため、連携先のECサイトで
決済すればポイントも貯まる仕組
みになっている。2010年10月には
カルチュア・コンビニエンス・ク
ラブも「TログインID」というサ
ービスを開始した。このサービス
は、複数のサービスで利用できる
共通ログインIDであり、同社の「T
ポイントカード」を登録しておく
と、提携サービスの利用でポイン
トが貯まる仕組みである。

ID連携が加速する
サービスのAPI化 

ソーシャル・ネットワーキング・

サービス（以下、SNS）を提供す
る各社も、早くからIdPとして外
部にID情報を公開してきた。そ
して現在、各社はID連携を活用
して、サービスを新たな方向に広
げている。

その１つが、自社サービスを
API（アプリケーション・プログ
ラム・インターフェース：プログ
ラムで利用できる関数・手続きを
定めたもの）化してパートナー企
業向けに公開する動きである。米
国のフェイスブック（Facebook）
は2010年４月に、自社の豊富なソ
ーシャルグラフ（ユーザーの人間
関係データ）をAPI化した「Graph 
API」を公開した。国内でもミク
シィ（mixi）が2010年９月に「mixi 

図1　ID連携の構成要素

アイデンティティプロバイダー（IdP）

●　通信事業者（NTTグループ）
●　ネット決済・ポイント（楽天、ヤフー！
ジャパン、KDDI、ペイパル）

●　ソーシャル・ネットワーキング・サー
ビス（フェイスブック、ミクシィ）

●　金融サービス（イー・トレード・フィ
ナンシャル）

●　SaaSプラットフォーム（グーグルアッ
プス、セールスフォース・ドットコム）

※カッコ内は主な事業者

②ID情報の提供やサービスの
　実行を要求

④ID情報の提供、サービスの
　実行結果の提供

①サービスにアクセス

⑤サービスを提供
③ユーザー認証、属性提供・サービス
　呼び出しの可否の確認 ユーザー

●　ECサイト
●　eラーニング
●　福利厚生サービス
●　オンラインゲーム
●　コミュニティサイト
●　オンラインニュース
●　SaaS事業者
●　市民向け行政サービス

リライングパーティ（RP）



76 知的資産創造／2011年3月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2011 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

Graph API」の提供を発表し、自
社サービスのAPI化を急ピッチで
進めている。

パートナー企業のWebサイト
では、ソーシャルグラフを自社サ
イトのユーザーIDと連携させる
ことが可能になり、コンテンツを

「ソーシャルネットワーク上のそ
の人の友だち」が注目しているア
イテムに変更したりするなど、ユ
ーザー単位での高度な最適化を行
うことができるようになる。また
自社サイトでのユーザーの行動を
ソーシャルネットワークにフィー
ドバックして、自社サービスの魅
力を高めることも可能になる。

IdPの役割は、その名のとおり
「ユーザーのID情報を外部に提供
する」ということであるが、SNS
では、単に自社が保有するID情
報を提供するだけでなく、SNSの
外でのユーザーの行動を取り込む
ことにより、そのID情報の価値
をさらに高めようとしているので
ある。

自社のWebサイトのサービス
をAPI化し、他の事業者のサービ
スから自社のサービスを利用して
もらうためにID連携は欠かせな
い機能である。米国では、SNS以
外のビジネスにおいてもID連携
の取り組みが進んでいる。

米国の証券会社イー・トレード・
フ ィ ナ ン シ ャ ル（E*TRADE 
Financial、以下イー・トレード）
は2010年に、自社の株式取引サー
ビスをAPI化し、パートナー企業
に公開した。パートナー企業は、
ユーザーがイー・トレードとの
ID連携に同意すれば、そのユー
ザーに成り代わってイー・トレー
ドのポートフォリオにアクセスし
たり、売買注文をしたりすること
ができる。イー・トレードが自社
のサービスをAPI化する目的は取
引量の増大であり、そのためには
必ずしも自社サイトにアクセスし
てもらう必要はなく、外部のサー
ビス経由で利用してもらってもよ
い。

このように、自社サービスへの
アクセスチャネルとして他社のサ
ービスを活用するビジネスモデル
が、ID連携によって現実に始ま
っている。

ID連携に基づく
サービス連携の強化

これまで、企業間でのID連携
は、パートナー企業やグループ企
業間に適用されることがほとんど
であった。しかし近年は、特に
SaaS（サース：ソフトウェアを
インターネット経由でサービスと

して利用する仕組み）事業者にお
いて、ID連携をベースにサービ
ス連携を強化していく動きが活発
になってきている。
「グーグルアップス・マーケット
プレイス（Google Apps Market-
place）」 は、 米 国 の グ ー グ ル

（Google）が外部事業者のSaaSを
販売するWebサイトであるが、
ここではグーグル自身のSaaSア
プリケーションであるグーグルア
ップスのユーザー情報と各種API
のアクセス権限を、外部事業者に
ID連携によって提供している。
これにより、外部SaaS事業者は、
グーグルアップスのサービスと自
社サービスとを組み合わせた複合
的なサービスをユーザーに提供す
ることが可能となる。

また、米国のセールスフォース・
ドットコム（Salesforce.com）の

「フォース・ドットコム（Force.
com）」、米国IBMの「ロータスラ
イブ（LotusLive）」、ドイツSAP
の「ストリームワーク（Stream 
Work）」、サイボウズの「サイボ
ウズLive」など、外部向けAPIに
ID連携を組み合わせるケースが
増加しており、ID連携を軸にし
た企業アプリケーション間のサー
ビス連携が浸透してきている。
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ID連携の標準仕様 
以上のID連携を活用したサー

ビスは、ほとんどがオープンな
ID連携の仕様を採用している。
特 に 採 用 事 例 が 多 い の は、
OpenIDフ ァ ウ ン デ ー シ ョ ン

（OpenID Foundation）が推進す
る「OpenID」と、IETF（Internet 
Engineering Task Force〈 イ ン
ターネットで利用される技術を標
準化する組織〉）で標準化が進め
られている「OAuth（オーオー
ス）」である。OpenIDは各種の
Webサイトで共通に使えるURL
形 式 のID、OAuthはWeb APIの
アクセス認可の仕様である。

OpenIDとOAuthはシンプルで
ありながら実用上十分な機能を実
現しているため、消費者向けサー
ビスでの採用が進み、ネット決済
やSaaSでも活用されるようにな
っている。2011年には、さらなる
実装のしやすさと適用シーンの拡
大 に 対 応 す べ く、OpenIDと
OAuthの新バージョンが策定さ
れる見込みである。この２つが今
後のサービス連携の基盤技術とな
ることは間違いない。

今後のITサービスのあり方
2010年以降、ID連携には２つ

の大きな流れができている。１つ
は「IdPが提供するID情報の『確
からしさ』（信頼性）の向上」で
あり、もう１つは「ID情報を軸
とするサービス連携の多様化」で
ある。

この流れのなかでID連携の活
用がますます広がっていくとすれ
ば、今後のITサービスをどう考
えるべきだろうか。

まずは自社のサービスに他事業
者のサービスを組み込むための
ID連携について検討するべきで
ある。本人確認処理のアウトソー
シング（外部委託）サービスや、
ポイントサービス、ネット決済サ
ービス、ソーシャルグラフを活用
した新たな手法のマーケティング
など、さまざまなサービスがID
を中心に動き出している。 

また、IdPとして自社サービス
をAPI化することも戦略的に検討
すべきである。パートナー企業や
提携先のサービスを自社顧客への
アクセスチャネルとして活用する
新たなサービスモデルの構築に向

けて、ID連携の果たす役割は大
きい。

振り返れば、2010年はID連携
にとって転機であったといえる。
さまざまな事業者が新たにIdPと
してID連携に参入したことによ
り、RPとしてID連携に対応する
事業者も増え、さらにRPの裾野
の拡大が、また別の事業者のIdP
化を促すといった成長スパイラル
が確立したのである。 

本稿では民間セクターの動向を
中心に紹介したが、一方、市民向
け行政サービスや教育機関、医療
機関などの公共セクターにおいて
も、ID連携活用に向けた取り組
みが始まっている。野村総合研究
所（NRI）は、さまざまな分野へ
のID連携の適用を推進し、IDを
中核とするサービスの市場拡大に
寄与していきたいと考えている。

『ITソリューションフロンティア』
2011年２月号より転載

工藤達雄（くどうたつお）
DIソリューション事業部上級システム
コンサルタント
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野村総合研究所（NRI）は、IT（情報技術）の最
新動向に関するITアナリストの調査研究の成果を
公開する「ITロードマップセミナー」を開催して
いる。

今回は、「最新IT動向と企業情報システムへのイ
ンパクト」というテーマで講演を行い、453人にご
参加いただいた。

セミナーは４つのセッションで構成され、今後の
企業情報システムに大きな影響を与えると予想され
る技術の動向について展望した。

第１セッションでは、技術調査部の田中達雄が
「エクスペリエンス・テクノロジーの最新動向──
顧客基点マーケティングのインパクト」と題し、顧
客が認める製品やサービスを提供するためには、統
計解析ツール自体ではなく、顧客の購買決定に影響
を与える因子を見つけて分析モデルを構築すること
が今後の差別化要因になっていくことを示した。

次に、技術調査部の一瀬寛英は、「顧客サービス
における新たなチャネル連携のインパクト──スマ
ートフォン時代におけるマルチチャネル活用」と題
し、顧客チャネル関連技術の動向を紹介した。近
年、チャネルの多様化が急激に進み、顧客がライフ
スタイルに応じてチャネルを使い分ける傾向が高ま
っている。一瀬は、ソーシャルメディアやスマート
フォン、インターネットTVなどの新しいチャネル
の個別利用だけではなく、今後は顧客とのインタラ
クション（相互作用）の開始から終了までを最適化
するためのチャネル統合やルーティング技術の利用
が拡大すると展望した。

続いて、技術調査部の藤吉栄二は、「コンシュー

マモバイルのビジネス活用最前線」と題し、スマー
トフォンやタブレット端末などの消費者向けモバイ
ル端末の企業内での活用について解説した。藤吉
は、マーケティング活動や業務のオンライン化によ
る社員の生産性向上に貢献しているモバイル端末
は、今後も企業での活用がますます進んでいくと予
測した。

最後のセッションでは、技術調査部の藤原香織が
「進化する情報分析技術──企業改革を促進するビ
ジネス・インテリジェンス」と題し、情報分析技術
の動向を解説した。藤原は、意思決定支援向けのビ
ジネス・インテリジェンス製品が成熟している一方
で、分析基盤の進歩により、予測、最適化などの高
度な分析を大量のデータに適用した新たなソリュー
ションが登場していることを示唆した。

参加者へのアンケート結果によると、本セミナー
の参加目的は、「最新情報技術の動向調査のため」
と「情報技術全般の大きな潮流を把握するため」が
特に多い。こうした期待に応えるべく、NRIは今後
も、本セミナーを年２回のペースで開催していく。
次回は2011年５月24日を予定している。

なお、本調査研究の成果は、東洋経済新報社から
『ITロードマップ2011年版──情報通信技術はこう
変わる！』と題して2010年12月末に刊行されてい
る。

F O R U M  &  S E M I N A R

ITロードマップセミナー Autumn 2010

最新IT動向と企業情報システムへのインパクト

主催：野村総合研究所　2010年11月30日（東京）

本セミナーについてのお問い合わせは下記へ
　ITロードマップセミナー事務局
　電子メール：it-rm-qa@nri.co.jp

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2011 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.
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